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茨城大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

② 経費の抑制に関する目標

中 ① 運営経費を適正かつ効率的に配分し執行する。
期 ② 定常的業務の収支状況を見直し、管理的経費の抑制等の改善を図る。
目 ③ 「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度 期 度

【23】 （平成16～18年度の実施状況概略）
① 運営経費の適正かつ効率的 ・経費の節減を図るため、平成16年度予算は対 財政運営の基本計画を毎年
運用を図る 前年度比80％とし、20％は教育環境の整備等の 度見直しながら実施予定

重点的配分とした。

・平成17年度は経費節減推進本部を設置し、光
熱水量等の経費節減について「茨城大学経費節
減推進計画」を作成し、平成16年度光熱水料の
使用実績額約４億円の５％を節減目標とした。
平成17年度の光熱水料の削減額は年間で18,880
千円となり、節減目標である５％は達成された。

Ⅳ 事務経費等の削減額は年間で24,786千円とな
り、光熱水料の削減額と合わせて年間で43,666
千円の削減となった。

・平成17年２月に策定された「第一期中期計画
期間中の茨城大学の財政運営基本計画」を見直
し、支出額について平成21年度まで概ね４％の
人件費削減を盛り込んだ財政運営基本計画（修
正第２版）を作成した。平成18年度は対平成17
年度比で約４％の削減となった。

【23-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 平成１８年度に作成した財政運営の 【23-1】
基本計画を推進する。 ・「財政運営の基本計画」（平成19年３月修正第

Ⅳ ２版）に対する収入支出状況について、推計値
の見直しを行い、平成19年度予算に反映させ、
効率的運用を行った。

・「財政運営の基本計画」（修正第３版）を平成
20年3月に作成した。

【24】 （平成16～18年度の実施状況概略）
② 管理的経費の節減・合理化 ・平成17年度に経費節減推進本部を設置し、43, 引き続き実施予定
と物品調達方法の見直しを図 666千円の削減ができた。
る。

・前年度に引き続き、経費節減推進本部におい
て平成18年度茨城大学経費節減推進計画に基づ
き、光熱水量の節約、事務経費等の見直し等を
実施した。平成17年度と比較した場合、42,456
千円の削減となった。
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【24-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 管理的経費の節減・合理化を図るた 【24-1】
め、引き続き複数年契約等を実施する。 Ⅲ ・経費節減推進本部では、次のような取り組み

を行った。
・複数年契約等について
前年度から引き続き、複数年契約により経費

節減が図れるもの、事務の合理化が図れるもの
Ⅲ 等の契約内容の検討を行い、平成19年度は、新

たに電子複写機の賃貸借及び保守契約外14件に
ついて、複数年契約又は仕様見直しを実施した。
・経費節減推進本部の取り組みについて
光熱水量においては、電気・水道使用量の節

減が図れているが、ガス使用量については、GH
P空調への切り替えを進めている関係から使用
量は増加している。平成18年度と比較した場合、
1,355千円の削減となった。
・一括調達契約の実施により、個々に発注する
よりも経費節減が図られた。約874千円の削減
となった。

【25】 （平成16～18年度の実施状況概略）
③ 業務を見直し、外部委託化 ・労働安全衛生法関係など法人化に伴う新たな 引き続き実施予定
を行って経費の抑制を図る。 業務増については外部委託、繁忙期における業

務については派遣業などを活用することにより
人件費の抑制を図った。

・平成17年度からは税務・会計上の諸問題につ
いて助言等を受ける税務・会計支援業務、リス
ク・損害保険の管理に関する支援業務をアウト
ソーシングとした。

・リスクマネジメント全般に係る検討、危機管
Ⅲ 理マニュアル策定の検討及びその他リスク・損

害保険の管理に関する支援業務をアウトソーシ
ングとした。

・平成18年度には事務の効率化・合理化検討ワ
ーキンググループにより「外部委託に関する基
本方針」が策定された。

【25-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 茨城大学外部委託に関する基本方針 【25-1】
に基づき、事務等の業務の効率化と費用 ・各部署が「外部委託に関する基本方針」の判
対効果を勘案した外部委託を推進する。 Ⅲ 断基準に基づき、業務のスリム化・中長期的に

見た費用対効果の検証を行い、平成19年度は、
健康診断関係、人事給与システム保守関係、教
務情報ポータル保守関係の外部委託契約がされ
た。

【26】 （平成16～18年度の実施状況概略）
④ 歳入歳出と決算を分析し、 ・平成16年度には第１期中期計画期間中の「財 引き続き実施予定
学内資源配分の改善を行って、 政運営基本計画」を策定し、本学の財務基盤の
経費の効果的運用を図る。 安定化を図った。

・平成16年度の決算及び平成17年度運営費交付
金を分析し、平成17年２月に策定された「第一
期中期計画期間中の茨城大学の財政運営基本計

茨城大学
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茨城大学
画」を見直し、平成18年度財政運営基本計画を
策定した。

・平成18年度の予算については、平成16年度の
決算及び平成17年度の歳入歳出を分析し、予算
編成方針を策定し、編成した。この中で、教育
研究費を15％増額するとともに、教育改善経費
と教育環境整備費を新たに創設した。

Ⅳ
【26-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 歳入歳出と決算を分析し、学内資源 【26-1】
配分の改善を行って、経費の効果的運用 ・平成18年度補正予算による施設大型改修にあ
を図る。 たり、目的積立金の有効活用により設備整備を

行った。
・平成18年度における各部局毎の決算報告書及
び政策配分経費に関する点検評価報告書に基づ
き、年度当初の計画書に沿って効果的に執行し、

Ⅳ 計画された業務が達成されているかを主点とし
て予算管理責任者、プロジェクト代表者等から
11月にヒアリングを実施した。
・平成20年度予算編成に当たり、ヒアリングの
結果及び収入予算の状況を踏まえて、新たに教
育用設備の更新、修繕に充てる「教育設備経費」、
新規事業実施のための「特別事業費」を計上す
るとともに、総人件費改革による人件費１％の
削減、基礎基盤経費、一般管理費の１％削減を
実施した。
・教育研究経費検討WGにおいて、外部資金の間
接経費の配分方法等について検討し、「科研費
間接経費の使用に関する方針」を決定した。ま
た、受託研究経費、寄附金の間接経費について
も、「受託研究・寄附金の間接経費に関する使
用方針」を決定した。間接経費を有効に運用し
た。

【27】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑤ 総人件費改革の実行計画を ・平成18年度人件費は平成17年度に対し3.9％ 引き続き実施予定
踏まえ、平成２１年度までに概 削減できた。
ね４％の人件費の削減を図る。

Ⅳ

【27-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 平成１９年度に平成１７年度の人件 【27-1】
費予算相当額から概ね１％の人件費を削 Ⅳ ・平成19年度人件費は平成17年度に対し5.3％
減する。 削減できた。

ウェイト小計
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茨城大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

中 ① 資産の効率的・効果的運用を図るシステムを構築する。
期 ② 知的財産の効率的運用を図る組織を整備し、運用を促進する。
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度 期 度

【28】 （平成16～18年度の実施状況概略）
① 大学の各種資産を効率的に ・平成16年度は施設の点検評価結果のデータ化 引き続き実施予定
管理するシステムを構築し、適 を促進することにより、FM計画を推進すること
正な活用と保全を図る。 にした。

・平成17年度では水戸地区10棟については作成
されている。未登録の建物は、改修の都度登録
することとした。施設の点検評価は全棟実施し
ている。データ化されている建物10棟について、
薬品データを入力し安全管理データと統一し

Ⅲ た。

・平成18年度にはFM施設管理システムに理学部
のBC棟を加えた。施設管理システムと作業環境
管理システムの合体を図った。

・茨城大学五浦美術文化研究所に管理要員２名
を配置し、歴史的文化資産を積極的に公開し、
10万人を越える入場者を得た。

【28-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 大学の資産の有効活用を目指し、そ 【28-1】
れぞれの管理システムの点検をする。 Ⅲ ・施設計画運営専門委員会を中心に改修工事に

よる講義室・ゼミ室等の効率的運用の調整を行
い、管理システムの点検をした。４棟同時の大
型改修において支障なく教育研究を実施した。

【29】 （平成16～18年度の実施状況概略）
② 校地・施設・設備等の利用 ・平成16年度に学長が策定した全体プランを施 共通教育棟、教育学部棟、
状況を把握し利用改善を進め、 設計画運営委員会で具体化することとし、全学 工学部棟を重点に引き続き
全学共用を推進する。 共用の観点から各学部内に20％の全学共用施設 実施予定

を整備する方針のもと、学内施設整備計画の見
直しを行った。

・外部機関への貸し出しが出来る共用スペース
を準備し、レンタルラボの貸し付けを始めた。

・平成17年度には施設計画運営委員会の検討に
より「茨城大学における全学共用教育研究スペ
ースの確保と管理運営に関する要項」、「茨城大
学におけるスペースチャージを課して特定の者
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に使用を許可する全学共用教育研究スペースの
使用に関する取り扱いについて」制定された。
応募者の選考を行いレンタルスペース全室を貸
与した。

Ⅳ
【29-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 施設実態調査を行い、施設のデータ 【29-1】
ベースを作成する。 Ⅲ ・施設課の施設データベースを拡充した。水戸

地区改修３事業建物（教育学部Ａ棟・人文学部
Ａ棟・理学部Ｄ・Ｅ・Ｆ棟）をデータベース化
した。

【29-2】 【29-2】
○ 全学共有スペース・レンタルスペー ・平成19年度改修実施建物において、全学共有
スの効率利用の推進並びに新たなスペー スペースの創出を行った。また、レンタルスペ
スの確保を目指す。 Ⅳ ースの増も図った。

・また、全学共用スペースを振り替えて拠出す
る共通教育棟１号館については、施設計画運営
専門委員会の共通教育棟再整備ワーキングにて
再整備について検討し、その全てを全学共有ス
ペースとすることが答申された。
・既存のレンタルスペースは100％レンタルし
て運営されており、有効な活用がされている。

【30】 （平成16～18年度の実施状況概略）
③ 知的財産を原則として機関 ・平成16年度の新たな特許等の届出は26件、大 引き続き実施予定
所属とし、知的所有権の取得と 学所有特許は１件である。
確保に積極的に取り組む。

・平成17年度は発明の大学帰属件数は、10件と
なっており確実に増加している。

Ⅲ
・平成18年度は13件が機関所属となった。

【30-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 知的財産を原則として機関所属とし、 【30-1】
知的所有権の取得と確保に積極的に取り Ⅲ ・発明の届け出件数は、平成19年度29件で、大
組む。 学帰属は21件と増えている。

・北関東４大学が連携して「特色ある優れた産
学官連携活動の推進」へ申請した。

【31】 （平成16～18年度の実施状況概略）
④ 知的財産活用のため知的財 ・平成16年度の企業との技術移転に関する相談 引き続き実施予定
産の企業化や技術移転を促進す 件数は108件である。茨大発ベンチャー企業は
る。 平成16年度に４件立ち上がり、総計７社となっ

た。

・平成17年度には共同研究開発センターと日立
地区産業センターが連携し、茨城県商工労働部
派遣コーディネーターと日立市派遣コーディネ
ーターなどを中心に、50社の企業訪問を行い、
研究成果の企業化や技術移転の促進を図った結
果、技術相談件数が90件と大幅に増加した。ま
た、茨城産業会議との連携事業の研究室訪問交
流会を実施した。茨城大学・筑波大学・茨城高
専の３機関による中小企業合同技術交流会を実
施した。首都圏北部四大学新技術説明会に参加

Ⅲ した。
平成18年度にはJSTおよび北関東４大学が「新

茨城大学
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技術説明会」を主催した。また、「研究成果活
用促進フェア」を実施した。平成18年度中に大
学発ベンチャーは２件立ち上がった。

【31-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 知的財産活用のため知的財産の企業 【31-1】
化や技術移転を促進する。 ・「茨城大学技術・ビジネス相談分野一覧」の

改訂版（11月発行）、産官学連携ﾆｭｰｽ（６月及
び10月発行）、共同研究開発ｾﾝﾀｰ年報（10月発
行）さらに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞなどによる研究者シーズ

Ⅲ の紹介や「ひたちものづくり協議会」における
研究シーズの説明や技術相談などで情報を発信
した。また、平成19年度のフェア等での紹介は、
産学連携推進会議、産学連携IN岩手、イノベー
ションジャパン、埼玉ものづくり先端技術セミ
ナー、４大学新技術説明会、ひたちテクノフェ
アIN東京2007、平成19年度研究成果移転促進事
業・発表・展示会、彩の国ビジネスアリナー、
首都圏北部４大学新技術説明会などがある。さ
らに、茨城産業会議との共催による研究室訪問
交流会も、阿見地区、日立地区、水戸地区で開
催し企業等から100名を超える参加があった。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

１．特記事項
【平成16～18事業年度】 ２．共通事項に係る取組状況

・研究プロジェクト推進委員会を設置して、組織的に資金獲得を展開する体制を作 （財務内容の改善の観点）
った。 ○ 財務内容の改善・充実が図られているか。

【平成16～18事業年度】
・平成16～18年度においては、科学研究費補助金の申請率は58％から67％へ増加し ・平成17年度から人件費削減や経費削減によって生じた財源などをもとに、重点
た。採択件数および採択金額は増加していない。受託研究・共同研究はそれぞれ、 的政策的に予算を配分するため、予算総額の２％を政策配分経費として計上した。
26％、200％増加した。また、寄附金の受入は、平成18年度は対16年度比で130％増
加した。通常の奨学寄附金の他に、社会連携事業会を通じた学生支援という使途限 【平成19事業年度】
定の寄付があり、貴重な財源となった。 ・平成19年度は政策配分経費を2.5％に増額し、その内訳を変更して予算措置した。

・その他の競争的資金では、特別教育研究経費教育改革「４年一貫カリキュラムの ・平成19年度から財務情報分析により明らかになった目的積立金の使用可能分を
構築」、連携融合事業「中性子ビーム学術・産業利用」農学部の現代GP「自然共生 施設整備に優先的に活用した。
型地域づくりの教育プログラム」や科学技術振興調整費「サステイナビリティ学連
携研究機構」、大学・大学院における教員養成推進プログラム「広域大学間連携に
よる高度な職員研修の構築」、産学連携製造中核人材育成事業「海外との共存・共 ○ 人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定等
栄を図るシステムLSIの製造・活用ものづくり人材育成」、研究者情報発信活動推進 を通じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。
モデル事業「退職理科教員・実験キット・実験小屋を活用した子ども体験学習支援 【平成16～18事業年度】
モデルの開発」などが採択され、多面的な分野で教育研究の資金獲得が増加した。 ・平成16年度に「財政運営の基本計画」を策定した。平成17年度と18年度に計画

を見直し、平成21年度までの人員削減計画および経費削減計画を策定した。その
・平成17年度から人件費及び管理的経費の両面で、経費の削減に努め、成果をあげ 中で、教員数の削減年次計画と職員数の削減年次計画を策定し、その上で、平成2
た。経費節減推進本部を設置して節減計画を策定し、特に光熱水費の節減対策を積 1年度までの財政見通しを提示し、今後の財政計画の基本とした。
極的に行い、毎年度約４％の削減を行った。

・人件費抑制のため、教員数の10％（60名）を学長運用教員とし、約１／３を人
・施設の維持管理と有効活用を図るため、平成18年度予算から教育環境整備費を設 件費削減にあてた。人件費4.8％の削減を実現した。
定し、重点的に施設整備を行う方針とした。

【平成19事業年度】
・全学共有スペース20％確保を施設整備方針の一つとし、積極的に設定するととも ・平成19年度は10人不補充とし、総計29人を不補充とした。そのうち９人を学長
に、レンタルスペースを増やし、その活用に関する方針を決定した。レンタルスペ 運用で活用した。20年度の活用方針も策定した。
ースは全室貸与し、有効に活用された。

【平成19事業年度】 ○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
・科学研究費の申請率は68.8％であった。受託研究は昨年度同様、共同研究は５％ 【平成16～18事業年度】
増であった。奨学寄付金は件数が15％増であったが、金額は減少した。 ・平成18年度から財務諸表と合わせて、財務レポートを作成し公表して、財務状

況の理解を推進した。
・その他の競争的資金では、19年度継続事業の他、農学研究科の大学院GP「地域サ
ステイナビリティの実践農学教育」、大学教育センターの特色GP「確かな学力の向 ・平成16年度指摘事項の「経費節減の効果の分析」は、平成17年度に対応した。
上を目指す理系基礎教育の展開」が採択された。 平成17年度評価で、人件費削減について課題とされたが、平成18年度以降は計画

以上の実績を挙げた。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び情報提供

① 評価の充実に関する目標

中 ① 自己点検評価及び第三者による外部点検評価を厳正に実施して、その結果を大学の運営に的確に反映させる。
期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度 期 度

【32】 （平成16～18年度の実施状況概略）
① 大学の諸活動を対象とした ・平成16年度に研究者情報管理システムを構築 引き続き実施予定
点検評価のシステムを改善する した。
とともに、点検評価のデータベ
ース構築を図る。 ・総合データベースの構築のため、共通するリ

レーショナル環境を構築した。

・平成17年度には研究者情報管理システムデー
タ入力を学長より要請した。また、各部局に対
して現システムの改造すべき点を調査し、改修
した。

・中間評価として11～12月に各学部およびセン
ター、さらに各事務部に対してヒアリングを実
施した。

・平成18年度には教員の業務評価に活用するた
めに、研究者情報管理システムに各種情報を蓄
積し、データベース化した。中期計画の点検評
価のためのデータシステムを構築した。

Ⅳ
・点検評価のデータ入力と工程管理のためにシ
ステムを改善し、点検評価の視点から大学マネ
ジメントを支援した。これと合わせて、認証評
価の項目についてもシステム化した。

【32-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 茨城大学研究者情報管理システムを 【32-1】
改善するとともに、茨城大学総合データ ・大学評価・学位授与機構の「大学情報データ
ベースの構築を目指し、評価に活用する。 ベース」が７月から正式に稼動したことから、

10月末までに学内の必要なデータを収集し、機
構のDBに入力を完了した。本学においては、当
該データをもって全学的な大学総合情報データ

Ⅳ ベース（名称：茨城大学経営基礎データ）とし
て学内に公開した。このデータをもって評価に
活用する。

・研究者情報管理システムについては、全学の
点検評価に即した改修作業を実施した。また、
同システムから抽出したデータを加工し、年報
作成や業績評価をサポートするソフトを開発
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し、工学部、教育学部、理学部における年報作
成、ならびに評価室における業績評価において
使用した。

【32-2】 【32-2】
○ 点検評価システムを改善し、大学マ ・中期目標期間評価のために、中期目標評価情
ネジメントを支援する。 Ⅲ 報システムを開発した。これは、教育と研究の

現況調査表の入力支援システムである。この他
に、評価関連のサイトをhttp://isms2.admb.ib
araki.ac.jp/index.phpに集約した。

【33】 （平成16～18年度の実施状況概略）
② 運営評価・財務評価のため ・平成18年４月に学長直属の監査室が設置され 引き続き実施予定
の監査組織を構築し、適正な監 た。監査室においては、監事の実施する定期監
査を行う。 査(５月)、臨時監査(11月)にかかる監査調書の

取りまとめのほか、被監査部局等との連絡調整
等を行うとともに実地監査に立ち会うなど監事
監査の支援を行った。また、監事及び会計監査
人との連携を図り、適正な監査及び監査効率の
向上に努めた。

・７月に茨城大学内部監査実施要項を制定し、
内部監査実施計画を策定、10月３日から24日の
間に監査員延べ25名で各学部及び事務局を対象
とした内部監査及び科学研究費補助金の内部監
査（通常監査・特別監査）を実施し、監査結果
を学長に報告した。

Ⅲ
【33-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 運営評価・財務評価のための監査体 【33-1】
制及び監査マニュアルの充実を図る。 ・監事及び会計監査人との連携を図り、内部監

査実施体制及び監査マニュアルを整備し、適正
な監査及び監査効率の向上に努めた。
・茨城大学内部監査実施要項に基づき内部監査
実施計画を策定、10月29日から11月５日の間に

Ⅲ 監査員延べ24名で各学部及び事務局を対象とし
た内部監査を実施し、監査結果を学長に報告し
た。なお、監査結果については、学長から被監
査部局等の長に通知するとともに、改善事項に
ついて改善状況等の報告を求め、被監査部局等
の長から改善状況等の報告があった。
また、科学研究費補助金内部監査実施計画を

策定、７月25日から８月２日の間に監査員延べ
31名で科学研究費補助金の内部監査（通常監査
・特別監査）を実施し、監査結果を学長に報告
するとともに文部科学省及び日本学術振興会に
提出した。

【34】 （平成16～18年度の実施状況概略）
③ 評価結果を公表するととも ・平成16年度に評価室において、「経営戦略情 引き続き実施予定
に、社会各方面からの意見を改 報システム」をHPに構築し、評価データの公表
善に導入する。 を行った。

・平成17年度には大学運営に関する経営協議会
学外委員からの意見等を盛り込んだ主要分野の
課題マップを作成した。これを年度計画策定に
反映させることとした。業務実績報告書を評価
委員会評価結果とともに公表した。茨城大学研
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究プロジェクト推進委員会を設置し、研究公開
の促進を図ることとした。

・平成18年度には経営協議会の外部委員からの
意見、記者からの意見、その他の外部関係者か

Ⅲ らの意見を聞く機会を設けた。卒業生アンケー
トをいくつかの学部で実施し、意見を集約した。

【34-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 評価結果を公表するとともに、社会 【34-1】
各方面からの意見を取り入れ改善に活か ・経営協議会の学外委員からの点検評価アンケ
す。 ート結果を大学運営に反映した。

・茨城大学同窓会連合会役員との懇談会を開催
し、意見交換を行った。
・平成18年度業務実績報告書と資料編を茨大HP

Ⅲ に掲載した。国立大学法人評価委員会による評
価結果を県政記者クラブにおいて公表、説明し
た。
・７月に連携協定を締結している阿見町との定
期協議会を開催し双方の意見交換を実施した。
また、10月に１企業との交流会を開催し、地域
社会に対してどのような貢献ができるか意見交
換を行った。３月に茨城産業会議との代表者会
議及び「地域・茨城大学インターフェイス委員
会」「広報普及委員会」合同委員会を開催し、
学外者からの意見を聴取した。

ウェイト小計

茨城大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び情報提供

② 情報公開等の推進に関する目標

中 ① 教育研究や社会貢献等の活動状況と成果を広く社会に知らせるため、情報提供やＰＲを推進する。
期 ② 大学法人の経営及び監査結果等を公表する。
目 ③ 大学キャンパスの環境改善への取り組みを学内外に公表する。
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度 期 度

【35】 （平成16～18年度の実施状況概略）
① 教育研究及び社会貢献等の ・学生と教職員で構成するタスクフォースを結 引き続き実施予定
活動と成果について各種多様な 成し、NHK県域デジタル放送で月に１回、大学
メディアを活用して情報を提供 活動の放映を10月から行った。大学行事を積極
し、ＰＲを行う。 的にNHKに提供し、数多くのイベントが放映さ

れた（10月以降で20件を確認）。新聞各紙にと
りあげられた成果情報は平成16年度内に169件
（約12％増）を確認している。

・平成17年度には外部広報のため、きめ細かな
情報の集約を行い、「茨城大学行事予定表」を
作成し、NHK水戸放送局、県政記者クラブ等へ
の情報提供を行っている。こうした広報活動に
より、新聞等の取材や新聞社等の事前照会も増
加している。平成18年度の新聞成果情報495件。
TV報道57件を確認。（平成17年度の新聞成果情

Ⅳ 報224件。TV報道44件）それぞれ対前年度比で1
20％、30％の増となった。

【35-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 教育研究及び社会貢献等の活動と成 【35-1】
果について各種多様なメディアを活用し ・県域NHKデジタルテレビ放送の生番組出演な
て情報を提供し、ＰＲを行う。 ど番組制作に積極的に協力し、本学の教育研究

活動のPRに努めている。
・「飛び出せ！キャンパス」出演：５月、８月
の２回。（作品は３本紹介された。）
・「ビデオレター」出演：２月（茨大生リポー

Ⅳ ト・水戸の道祖神を探る）、３月（茨城発見・
ここに鉄道があった！）
・「わいわいお知らせ隊」出演：11月（茨苑祭P
Rビデオ）、３月（茨大自主映画制作の会上映会）
また、外部広報のため、引き続き「茨城大学

行事予定表」を作成し、NHK水戸放送局、県政
記者クラブ等への情報提供や取材依頼を行っ
た。こうした広報活動により、新聞等の取材や
新聞社等の事前照会も増加している。

平成19年度の新聞成果情報580件。TV報道58
件を確認。それぞれ対前年度比で17％、２％の
増となった。

【36】 （平成16～18年度の実施状況概略）
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② 教育、研究、社会活動等に ・平成16年度は年報作成のため、研究者情報管 引き続き実施予定
関する各学部の年次報告書を作 理システムを構築した。理学部、工学部、農学
成し、学内外に公表する。 部で年報を作成した。

・平成17年度以降は全ての学部で年報作成に取
組んだ。

【36-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 教育、研究、社会活動等に関する各 Ⅲ 【36-1】
学部の年次報告書を作成し、学内外に公 ・人文学部では、年報第2号が予定通り9月末に
表する。 製本された。前年度同様、PR・IT推進委員会の

協力を得て、学部ホームページからもPDFファ
イルで閲覧できるようにした。

Ⅲ ・教育学部は、平成18年度の年報を発行した。
・理学部は、年次報告書の項目を平成16年度の
ものに準じたものとし、教員の活動記録につい
ては、研究者情報データベースを最大限活用し、
Web公開できる形のものを年度内に作成した。
・工学部は、平成18年度を対象とする工学部年
報を例年どおりに編纂した。教員の業績等に関
して、研究者情報データベースから抽出した。
・農学部は、隔年発行のため19年度はなし。

【37】 （平成16～18年度の実施状況概略）
③ 大学法人の各年度の経営及 ・平成16年度の経営及び監査結果を公表した。 引き続き実施予定
び監査結果等を公表する。

・平成17年度の実績報告書および評価結果、な
らびに財務情報をHPに公表した。記者発表も行
った。監査結果を公表した。以後、継続して取
り組んできた。

Ⅲ
【37-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 大学法人の各年度の経営及び監査結 【37-1】
果等を公表する。 ・財務レポート2007を作成し、財務諸表の概要、

Ⅳ 貸借対照表、収入・支出分析、外部資金等を分
かりやすい形でまとめ公表した。財務レポート
2007等の公表により、社会に対し、説明責任を
十分に果たしている。
・平成18事業年度の財務諸表及び財務レポート
2007を本学HPに掲載し、公表した。

【38】 （平成16～18年度の実施状況概略）
④ 広報や地域連携を充実させ、 ・平成16年度は学内への広報（C-Mail２号分）、 引き続き実施予定
情報収集と情報発信を積極的に 学外への広報（百合の木２号分）とも学生の協
行う。 力のもと充実した紙面を提供した。三の丸のイ

ンフォメーションセンターへの来訪者は5,904
名であった。社会連携事業会では地域連携のた
めにインターフェイス委員会を組織し活動を始
めた。

・平成17年度は学内情報を集約し、「茨城大学
予定表」を作成して、NHK水戸放送局や県政記
者クラブ等へ情報提供を行った。社会連携事業
会では、理事会、インターフェース委員会、広
報普及委員会等を定期的に開催し、外部委員の
意見を聴取し、会報「茨苑」を通して広く大学
情報の発信に努めた。

茨城大学
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・平成18年度も大学の活動を月毎にとりまと
め、記者室に公表するなどして、情報発信した。
社会連携事業会のインターフェイス委員会や茨
城産業会議での広報活動、共同研究開発センタ

Ⅳ ーの交流事業などを通して、情報収集と情報発
信を行った。

【38-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 広報や地域連携を充実させ、情報収 【38-1】
集と情報発信を積極的に行う。 ・トピックス的な記事について、記者クラブ発

表を行い、地域に対し情報を発信した。学長所
見を報道に寄稿する等、積極的にマスコミへ向
けて情報を発信した。報道記事の効果、掲載件
数等の調査を実施し、広報活動や情報発信の在
り方に反映した。ホームページのトップ面の定
期的更新やトピックスの速報掲載などホームペ
ージ運営の強化が図れた。

・今年度より、地域連携推進本部独自の年度計
画を策定・点検することとした。また、これま

Ⅳ での実績を踏まえて、さらなる事業の推進を図
るためプロジェクトリーダー経費を新設した。
今年度の事業実施状況については、１月開催の
推進本部会議においてプロジェクトリーダー及
び各コーディネーター並びに各学部・センター
の実施状況について報告を求め情報の共有化を
図った。なお、今年度の推進本部の目標であっ
た茨城県との協力協定締結については、内容の
検討が継続していることから年度内の締結は見
送られた。

・自治体３市１町１村（水戸市外）や企業等（常
陽銀行、商工中金、カシマアントラーズ）との
連携協定が締結され、各種事業が活発に行われ
た。社会連携事業会会報「茨苑」を、年３回発
行した。「学生地域参画プロジェクト」及び「教
員地域連携プロジェクト」の報告書（平成17・
18年度）を作成した。メールマガジンでは、社
会連携事業会からの各種事業開催のお知らせ等
の情報を発信している。

【39】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑤ キャンパスと施設の環境保 ・平成16年度は学内環境の保全に対する取り組 引き続き実施予定
全を図り、ＩＳＯ認証取得を計 みの一環として、現状を把握するために、以下
画する。 の項目について、情報収集を行った。

１.ごみの削減・分別収集の徹底、２.環境整備
(清掃、植栽、建物環境）、３.構内交通、駐車、
駐輪、４.廃水処理、雨水利用、５.構内安全確
保(警備、外灯）、６.エコ事業、エコエネルギ
ーの導入
今後この情報の分析・整理を行い活動計画の

策定に取り組むこととした。

・平成17年度はごみ削減・分別収集の徹底につ
いては、経費節減推進本部から全学に周知した。
水戸地区内11カ所あるゴミの集積場所を整理統
合し、ゴミステーションとして18年度に整備す
ることとした。構内の安全確保のためいくつか
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の施策を実施した。環境白書を作成し平成18年
Ⅲ 度に公表した。

・平成18年度は教育環境整備費等により、キャ
ンパスと施設の改善を図った。

【39-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 教育環境整備費として予算を計上し、 【39-1】
キャンパスと施設の改善を図る。 ・平成19年度教育環境整備費は下記の２事項で

Ⅲ ある。
１.講堂屋上防水改修
２.工学部講義棟空調設備改修
・人文学部Ａ棟・教育学部Ａ棟・理学部Ｄ・Ｅ
・Ｆ棟の外構、環境整備工事も合わせて実施し
た。

【39-2】 【39-2】
○ 化学物質管理システムの運用と廃液 ・前年度と同様、機器分析センター職員が全学
処理業務の実施により、試薬の出入りを の化学物質管理システムを運用している。廃液
管理し、環境白書等を作成する際のデー 処理業務を10月と2月に実施し、廃液処理を業
タとして活用する。 Ⅲ 者に委託した。2007年度の環境報告書を作成す

る際に，化学物質管理システムのデータを活用
した。
・改修工事に伴う化学物質の紛失防止のため、
化学物質管理システムを活用するように労務課
安全衛生係で該当学部に説明会を行った。教育
学部、受講者110名。理学部、受講者50名。工
学部、受講者130名。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕

茨城大学
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（３） 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等

１．特記事項
【平成16～18事業年度】 ○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。

・平成16年度から教員の点検評価資料のデータベースや各学部の年報作成データベ 【平成16～18事業年度】
ースとして研究者情報管理システムを構築し、一般公開した。総合データベース構 ・中期計画と年度計画の実績評価の結果を経営戦略情報システムにデータベース
築のため、共通するリレーショナル環境を構築した。 化し、共有した。

・平成16年度に中期計画管理と年度計画実績評価のため、学長直属の評価室を専任 ・平成16年度指摘事項の「教員の評価・職員の評価の適切な実施」と「授業評価
教員２名事務職員１名の体制で設置した。 の未実施学部が１学部あること」については、平成17年度に対応した。

・平成17年度に教員の教育評価の試行を全学部で実施し、平成18年度に本格実施し
た。また、教員の総合評価を教育、研究、校務、社会連携の４分野で行うことを決
定し、平成18年度に試行した。

【平成19事業年度】
・教員の総合評価を実施した。評価結果報告書は平成20年６月に完了予定である。

２．共通事項に係る取組状況
（自己点検・評価及び情報提供の観点）
○ 情報公開の促進が図られているか。
【平成16～18事業年度】

・平成16年度に学生と教職員で構成するタスクフォースを結成し、ＮＨＫ県域デジ
タル放送で月に１回、大学活動の放映を10月から行った。大学行事を積極的にＮＨ
Ｋに提供し、数多くのイベントが放映された。新聞各紙やマスコミにとりあげられ
た成果情報は平成16年度169件（約12％増）、平成17年度120％増、平成18年度100％
増である。

・平成16～18年度の地域連携推進事業では、その成果を年数回のシンポで市民に公
開した。社会連携事業会では地域連携のためにインターフェイス委員会を組織し活
動した。社会連携事業会から会報誌「茨苑」を年３回発行し、県内企業や卒業生に
広報した。

・平成16年度から学内広報誌「Ｃ-ｍａｉｌ」と学外広報誌「大きな百合の木の下
で」をそれぞれ年２号発刊し、大学情報を学生および市民に広報した。平成19年度
も継続している。

【平成19事業年度】
・平成19年度の新聞マスコミでの成果情報の掲載は15％増である。

・平成19年度の地域連携事業関係の市民向けシンポは４回実施した。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要事項

① 施設設備の整備・活用等に関する目標

中 ① 施設整備に関する長期的な構想を策定し、計画的な施設整備・管理（施設マネージメント）を行う。
期 ② 教育研究活動の要請に対応して、施設を重点的に整備する。
目 ③ 施設整備の財源確保に努めるとともに、トータルランニングコストに基づき施設を整備する。
標 ④ 施設を効率よく運用するための体制を整備する。

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度 期 度

【40】 （平成16～18年度の実施状況概略）
① キャンパス及び施設の運用 ・平成16年度はFM施設管理システムを水戸地区 引き続き実施予定
管理・保全と計画的整備を一括 10棟にて構築した。
して行う組織を整備し、効率的
運用と管理・整備及び点検評価 ・学長の下に施設計画運営委員会を設置し、キ
・改善を行う。 ャンパスマスタープランと施設マネジメントに

したがって各施設の点検評価を実施し、施設整
備計画を策定した。

・平成18年度には施設計画運営委員会により、
「茨城大学のキャンパスマスタープラン（2015
基本計画）（2006改訂版）が作成され学長に答
申された。これにより、全学的施設の評価基準
作成が推進されることとなった。

【40-1】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
○ キャンパス及び施設の運用管理・保 【40-1】
全と計画的整備を一括して行う組織を整 ・全学基準に基づく施設点検評価を平成19年に
備し、効率的運用と管理・整備及び点検 実施した。
評価・改善を行う。 １．文京２団地（水戸キャンパス）人文学部Ｂ

Ⅲ 棟、人文学部Ｃ棟、人文学部講義棟、教育学部
Ｃ棟、教育学部Ｄ棟、教育実践センター、理学
部Ａ・Ｂ・Ｃ棟、理学部Ｇ棟、理学部Ｓ棟（総
合情報処理センター）、理学部Ｋ棟（総合研究
棟）、機器分析センター、共通教育棟１号館、
共通教育棟２号館、課外活動共用施設、福利施
設、学生会館、環境リサーチラボラトリー棟
２．文京１－３団地（附属中学校）附属中学校
校舎

【40-2】 【40-2】
○ 全学的施設評価基準を作成する。 ・施設計画運営委員会（現施設計画運営専門委

Ⅲ 員会）（第５回）において、茨城大学のキャン
パスマスタープランに基づき作成された「全学
評価基準(案)」が了承され、全学的施設評価基
準は作成された。

【41】 （平成16～18年度の実施状況概略）
② 必要な耐震診断及びその結 ・平成17年度補正事業の老朽化と耐震改修とし 引き続き実施予定
果に基づく耐震補強の実施計画 て、理学部BC棟の大型改修が採択された。 平成20年度は、人文学部講
を策定し、順次実施に努める。 義棟、教育学部Ｂ棟、工学
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・理学部Ｂ棟、Ｃ棟の改修を行い、20％の全学 部実習工場の改修及び大学
共用スペースを確保した。 会館の耐震化工事を実施す

る予定。
・平成18年度には耐震未診断建物の耐震診断を
行った。診断の結果は、Is値0.7以上10棟・0.7

Ⅲ 未満８棟。８棟の耐震改修が必要となった。

【41-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 必要な耐震診断及びその結果に基づ 【41-1】
く耐震補強の実施計画を策定し、順次実 ・耐震改修予定建物７棟は改修が完了した。総
施に努める。 合教育研究棟(教育学部Ａ棟)、人間社会科学総

合教育研究棟(人文学部Ａ棟)、量子サイエンス
Ⅳ 棟（理学部Ｄ・Ｅ・Ｆ棟）、未来テクノロジー

総合研究棟（電気電子工学科北棟・システム工
学科西棟）。

・前年度耐震診断による耐震値の低い８棟の
内、工学部体育館・附属小学校体育館・附属特
別支援学校体育館の耐震補強の設計完了。水戸
地区体育館・同学生会館・工学部実習工場につ
いては概算要求を実施。また、職員宿舎等の耐
震診断を行った。

【42】 （平成16～18年度の実施状況概略）
③ 施設設備の省エネルギー化 ・平成16年度は電気容量の低減及び省エネルギ 引き続き実施予定
や集約化、共同化を進める。 ー化は空調設備のガス方式化などで進んだ。ま

た、省エネルギー化のための集中検針の設計を
行った。

・平成17年度は省エネルギー化と低コスト化の
ため、契約電力を減じた。低コスト化のため電
話契約を変更した。空調機の整備を省エネルギ
ー化と合わせて実施した。

Ⅲ
・平成18年度には熱源システムを見直し、個別
化（GHP・ガス焚きFF式）システムを導入し、
ボイラーを１台廃止して、省エネルギー化と低
コスト化を図った。

【42-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 施設設備の省エネルギー化や集約化、 【42-1】
共同化を進める。 ・耐震改修４事業の改修工事において省エネル

Ⅲ ギー・低コストを考慮した設計が行われた。ま
た、水戸地区集中検針システムは順調に稼働し、
データを積み重ねている。
・工学部講義・管理・共通棟、講義室の空調設
備をGHP型個別空調とし、重油炊きボイラーを
廃止した。

【43】 （平成16～18年度の実施状況概略）
④ 学習生活環境を整備し、学 ・平成16年度講義室空調整備は下記の通り2,11 キャンパスマスタープラン
生用情報関連設備、図書館・談 5㎡の整備を行った。 にしたがって、引き続き実
話室・集会場など学生のための １.共通教育棟２号館：10講義室1,592㎡ 施予定
スペース確保・拡充を図る。 ２.人文学部講義棟：２講義室118㎡

３．工学部講義棟：３講義室405㎡
これにより共通教育棟２号館講義室空調率は

100％となった。

茨城大学
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・平成18年度には理学部の大型改修に合わせて
理学部内に全学共用スペースを作り、全学の学

Ⅲ 生実験施設や学生学習室（情報室）、英語CALL
室、談話スペースを整備した。

【43-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 学習生活環境を整備し、学生用情報 【43-1】
関連設備、図書館・談話室・集会場など ・平成19年度耐震補強・改修４事業の対象建物
学生のためのスペース確保・拡充を図 において学生のためのスペースを確保した。
る。 Ⅲ ・水戸地区改修工事に伴い全学共用スペースを

振り替えて拠出する共通教育棟１号館について
は、施設計画運営専門委員会の共通教育棟再整
備ワーキングにて再整備について検討し、学生
のためのスペースとして学生自習室、総合英語
自習室等の整備が答申された。また、共通教育
棟１号館東側を改修し、学生センターとして機
能を充実した。

【44】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑤ 運動施設の整備、更新、改 ・平成16年度には大子合宿研修所の改修工事を 平成20年度は、体育館２棟
善を計画的に実施する。 行った。 の耐震化工事を予定し、引

き続き実施予定
・運動施設の個別改善に取組んだ。

Ⅲ ・平成18年度には茨城大学キャンパスマスター
プラン（2015基本計画）（2006改訂）を策定し、
その中で運動施設等の整備方策を検討した。

【44-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 運動施設の整備、更新、改善の全学 【44-1】
的整備を計画する。 Ⅲ ・工学部体育館・附属小学校体育館・附属特別

支援学校体育館の耐震補強工事の設計を完了し
た。平成20年度において耐震補強工事を計画す
る。水戸地区体育館の整備は平成19年度補正予
算により実施されることとなった。

【45】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑥ 障害者対応の環境整備、建 ・平成16年度は、キャンパスの環境保全につい 引き続き実施予定
物内外の環境保全等、社会的要 ては、ゴミ処理、廃棄物整理、植栽手入れ、清
請に配慮した施設整備と管理を 掃など重点的に行われた。障害者対応としては、
推進するとともに、市民に開放 環境リサーチ・ラボラトリー棟（平成16年度完
する空間を創出する。 成510㎡）に男女各１カ所の多目的トイレを設

置し、さらに外部には身障者駐車場を２台分設
置した。また市民開放のラウンジも設置されて
いる。

・平成17年度には事務局にスロープが設置さ
Ⅲ れ、エレベーターを除くと既に全ての建物でス

ロープが設置されている。建物外の環境保全に
ついては、季節毎に緑地環境整備を実施した。

・平成18年度には理学部の大型改修に合わせ
て、障害者に対応した施設整備を行った。

【45-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 障害者対応の環境整備、建物内外の 【45-1】
環境保全の推進に努める。 Ⅲ ・大型改修４事業に合わせて改修建物の障害者

対応や環境整備を図った。外構整備、緑化整備
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も合わせて実施した。構内各所の車イス進入ス
ペース表示を更新した。

【46】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑦ ３キャンパスの特色・特徴 ・キャンパスマスタープランにもとづき施設計 引き続き実施予定
と地域性を示すデザインを策定 画運営委員会にて、学部の枠を越えた全学的施
し、キャンパス整備を推進する。 設整備計画を検討した。大型改修を機に順次整

備している。

【46-1】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
○ 新たな教育研究環境創出のため教育 【46-1】
研究施設等の整備を計画する。 ・総合教育研究棟(教育学部Ａ棟)、人間社会科

Ⅳ 学総合教育研究棟(人文学部Ａ棟)、量子サイエ
ンス棟（理学部Ｄ・Ｅ・Ｆ棟）、未来テクノロ
ジー総合研究棟（電気電子工学科北棟・システ
ム工学科西棟）改修工事において全学共有スペ
ースを含む教育研究環境創出のための整備がさ
れた。学生センターを整備した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要事項

② 安全管理と健康管理に関する目標

中 ① 安全管理体制の整備・改善を進める。
期 ② 労働衛生環境を良好に維持する。
目 ③ 危機管理体制を整備する。
標 ④ 情報セキュリティ対策を講じる。

⑤ 安全管理に係わる施設の整備・改善を図る。
⑥ 学生・教職員の健康を管理する。

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度 期 度

【47】 （平成16～18年度の実施状況概略）
① 労働安全衛生法に基づいた ・平成16年度で本学は建物内は原則禁煙として 引き続き実施予定
安全管理体制の強化を図る。 おり、例外として喫煙コーナーでの喫煙を認め

ている。

・教職員２名に衛生管理者の資格及び教職員７
名に有害作業主任者の資格を取得させた。労働
安全衛生コンサルタントと顧問契約を結んだ。

・平成17年度は、法規に定められた資格者の確
保に努めた。作業環境測定を年２回実施した。

・全学の化学物質の管理が行えるシステムを整
備し、入力を各使用者に要請した。

・平成18年度には、安全衛生管理リスクを５つ
に区分し、安全衛生リスクコントロールシステ
ムを構築して、安全衛生マネジメントシステム
を導入した。学部の安全衛生マニュアルを作成
した。

・労働安全衛生コンサルタントの指導の下に、
国立大学法人茨城大学労働安全衛生指針（案）
を作成した。

【47-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 安全衛生マネジメントシステムの充 【47-1】
実改善を図り、学内の安全衛生の向上を ・安全衛生マネジメントシステムの充実とし
図る。 て、

Ⅲ １)厚生労働省安全衛生マネジメントシステム
に関する指針に基づき大学安全衛生マネジメン

Ⅳ システムマニュアル、チェックシートを作成し
た。
２)全学に先駆け、労務課安全衛生係、農学部
衛生管理者が連携し、農学部安全衛生委員会の
下、農学部阿見事業場で大学安全衛生マネジメ
ントシステム構築の説明会を行い、１月から大
学安全衛生マネジメンシステムマニュアルに基
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づき安全衛生マネジメント活動を開始した。

【47-2】 【47-2】
○ 構築した化学物質管理システムの利 ・化学物質管理システムを活用するように該当
用促進を図る。 学部に説明会を行った。教育学部、受講者110

名。理学部、受講者50名。工学部、受講者130
名。化学物質管理システムの利用率は、工学部
100％、農学部95％、理学部70％程度であった。

Ⅲ 教育学部は、改修工事が完了後に化学物質管理
システムを利用することで進めている。
・アスベストが使用されている部屋のすべての
測定点で空気中のアスベスト繊維数は、大気汚
染防止法の基準値(10本／ℓ)より極めて低い値
であり、問題がないことが確認された。測定結
果は、学内ポータルサイトに公表した。

【47-3】 【47-3】
○ 労働安全衛生法に基づいて、教職員 ・教職員健康診断は、水戸キャンパスでは２日
の定期健康診断を行い、その事後指導を 間、日立キャンパスでは２日間、阿見キャンパ
行う。 スでは半日間で行なわれた。事後指導は、心電

図の異常者については循環器専門医の診察日を
設け、また、生活習慣病を指摘された教職員に
ついては管理栄養士による栄養相談日、教育学

Ⅲ 部健康スポーツ教員による運動に関する講習会
を設けた。
受診率：過去２年間の受診率は水戸事業所が9
0.1％、日立事業所が99.6％、阿見事業所が98
％であった。
・平成19年度、安全管理に関わる特別健康診断
は労務課で施行され、保健管理センターが事後
指導など医療面で協力した。（電離放射線取扱
者、有機溶剤取扱者、特定化学物質取扱者）。

【47-4】 【47-4】
○ 健康増進法に基づいて、禁煙教育の ・仕切りのある喫煙室を設置し、順次整備して
徹底、受動喫煙防止の対策を行う。 いる。

・学生の喫煙率の調査をおこなったところ、新
Ⅲ 入生の喫煙率は男が1.8％、女が0.8％と低率で

あったが、学年が進むごとに高くなり、4年次
には男21.3％、女5.4％が喫煙習慣を有するこ
とが明らかとなった。入学後の学生への喫煙防
止の指導・教育が必要であるため、喫煙による
健康障害についての情報を保健管理センターホ
ームページに掲載したり、センター専任教員が
担当する教養教育の授業のなかで禁煙教育を行
った。

【48】 （平成16～18年度の実施状況概略）
② 安全管理と労働衛生に係わ ・平成16年度には安全衛生教育を水戸事業場で 引き続き実施予定
る教育訓練を実施し、教職員・ ６回、日立事業場で11回、阿見事業場で１回実
学生への安全管理の徹底と啓発 施した。
を図る。

・「茨城大学安全ガイドライン」を作成し、教
職員・大学院生に配布した。各実験室訪問を行
い、安全指導と教育を実施した。

・平成17年度は産業医・衛生管理者・労働安全
衛生コンサルタントにより、メンタルヘルスに
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関する講演会、安全衛生教育、茨城大学の４Ｓ
－Ｒ運動についての講演会、実験室安全衛生管
理チェックリストの作成などを実施した。

Ⅲ ・平成18年度は安全衛生マネジメントシステム
講習会を５回実施し、205名の教職員が受講し
た。

・労働安全衛生関係ページには、安全ガイドラ
イン、安全衛生教育の資料、各学部安全ハンド
ブックなどや、安全衛生情報センター、安全対
策関連サイトを提供している。アドレスは、ht
tp://isms.admb.ibaraki.ac.jp/

【48-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 産業医・衛生管理者による教職員・ 【48-1】
学生への安全管理と労働衛生に係わる教 ・安全衛生教育を新規採用者10名及び新規採用
育訓練を実施する。 ・人事異動者19名の教職員に行った。

・高圧ガス設備等を使用する教職員･学生を対
象に、専門業者による高圧ガス安全管理講習会

Ⅲ を実施した。日立事業場、受講者100名。水戸
事業場、受講者40名。阿見事業場、受講者60名。
・改修工事該当学部の教職員を対象に、安全衛
生災害防止講演会を実施した。人文学部、受講
者120名。教育学部、受講者110名。理学部、受
講者50名。工学部、受講者130名。
・教職員･学生を対象に健康管理講演会「リラ
ックス健康法」を実施した。日立事業場、受講
者25名。阿見事業場、受講者20名。水戸事業場、
受講者23名。
メタボリック症候群対策のどこでも簡単にでき
る、軽い運動を行い、参加者に好評だった。

【49】 （平成16～18年度の実施状況概略）
③ 安全管理に係わる施設、機 ・平成16年度は4S-R運動を進めた。週１回の構 引き続き実施予定
器の整備、充実を図り、施設、 内巡視は計画的に実施された。
機器の定期的な点検を進める。

・労働安全衛生法に規定される機種の定期検査
を実施した。理学部では「理学部安全・クリー
ンデイ」を実施し、実地検分を行って、改善の
取組とした。

・平成17年度は安全衛生作業マニュアルと設備
カルテを作成し、教職員が自主的に点検が行え
るようにした。

・平成18年度は平成17年度の環境白書を公表し
た。化学物質管理システムを構築し、説明会を

Ⅲ 行い、管理登録機器を配布して、周知および実
施を図った。

【49-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 安全管理に係わる施設、機器の整備、 【49-1】
充実を図り、施設、機器の定期的な点検 ・安全管理に係わる施設、機器の整備、充実を
を進める。 図り、施設、機器の定期的な点検を進めた。具

体例として、ドラフトチャンバーの点検・修理
Ⅳ により実験室の衛生環境の充実が図れた。

・機器分析センター、労務課、工学部技術部が、

茨城大学
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サンプリング、分析、評価を含む作業環境測定
を実施した。
・職員１名が第一種作業環境測定士の資格を取
得した。これで職員４名が第一種作業環境測定
士となった。
・アスベスト含有機器の廃棄により学内の安全
性を高めた。

【50】 （平成16～18年度の実施状況概略）
④ 事故・犯罪の発生を迅速か ・平成16年度は水戸・日立・阿見の３キャンパ 引き続き実施予定
つ的確に把握するシステムを整 スと附属学校園に計21個の監視カメラを設置
備して管理体制を確立し、防犯 し、守衛や事務室等で監視するシステムとした。
対策を講じる。 外灯を増設した。守衛の巡回回数を増やした。

水戸地区での入構警備時間を延長した。さらに、
水戸地区構内警備業務委託の見直しを図るとと
もに、危機管理室を設置し、適格に対応できる
システムを構築した。

・学長の下に危機管理室が設置され、事故の予
防及び対応について検討し、茨城大学リスクマ
ネジメントシステムを構築することが決定さ
れ、原案を作成した。

・平成18年度には茨城大学リスクマネジメント
Ⅲ システムを策定し、学内に周知するとともに、

危機管理室において対応を強化することとし
た。

【50-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 茨城大学リスクマネジメントシステ 【50-1】
ムに基づき、危機管理マニュアルの作成 ・危機管理体制の強化を図るため、危機管理規
・点検を行い、危機管理体制の強化を図 則を制定した。危機管理基本マニュアルの制定
る。 に向け原案を策定した。

・危機管理規則の制定により、危機管理体制及
び危機対策の対応が強化された。

Ⅲ ・新入生の防犯意識の向上を図るため、水戸警
察署生活安全課長を講師に迎え、防犯オリエン
テーションを開催した。
・警察の協力を得て周辺地域の犯罪情報を入手
し、防犯に関する注意喚起を行った。
・リーダー研修会において、救命救急講習（AE
D操作を含む）を開催した。
・留学生に対して、５月に「外国人留学生のた
めの防犯講習会」を開催した。
・麻疹の感染拡大防止のために感染症対策会議
を設置し、患者発生時の対応マニュアルを策定
した。
・「読んで良かった安全な学生生活マニュアル」
を発行し、新入生に配布した。

【51】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑤ 学内交通管理システムを構 ・平成17年度に学内交通対策改善計画が実施さ 引き続き実施予定
築し、交通安全対策を講じる。 れ、期間中の交通整理が実現した。しかし、正

門開閉には課題があって、学内交通対策改善計
画の継続履行が困難となった。

・平成18年度に自動車入構許可運用基準の見直
し、自転車入構通路の規制、正門付近の道路整
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備を行って、水戸キャンパスの学内交通路を整
Ⅲ 理した。

【51-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 平成１９年度内に実施される４つの 【51-1】
施設大規模改修に合わせて、水戸キャン ・見直しされた「入構許可証交付基準の取扱」
パスの学内交通管理システム構築を進め に従い、自動車入構規制を実施し、自動車の構
る。 内への通年入構許可台数の削減を図った。

Ⅲ ・水戸地区交通対策委員会において、水戸キャ
ンパス交通対策マスタープランの19年度改訂版
を作成した。今後も教職員等の意見を聴取しな
がら、プランの見直しを図る。
・放置自転車については、省資源、環境美化か
らも、専門業者と連携して、修理できるものは
リサイクルし、学生等にレンタルする方法を検
討した。
・土日の構内自動車通行可能区域を制限し、キ
ャンパス内での交通事故等の未然防止及び現状
の無秩序駐車状態の改善を図った。

【52】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑥ 学内情報機器のネットワー ・平成17年度に総合情報処理センターをIT基盤 引き続き実施予定
クセキュリティ対策を定期的に センターに改組充実し、情報セキュリティの確
実行する。 保の具体的作業に入った。ウィルス対策ソフト

の全学一括購入を実現し、全学の教職員・学生
に対してネットワーク配布を開始した。

・平成18年度には、大学の自己努力で情報ネッ
トワークを更新した。情報セキュリティポリシ
ーを施行し、情報セキュリティ対策室が設置さ
れ、業務を開始した。ソフトウェア管理、アド
レス管理、サーバ管理、通信ポート管理を行う
情報利用機器登録システムを開発し、整備運用
した。

Ⅳ
【52-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 本学の教育・研究・業務に関する情 【52-1】
報の総合的管理運営と活用を図り、学内 ・学外から安全に学内Webシステムへアクセス
情報のサービスを行うとともに、情報セ するための環境構築（二方式）をセンター教員
キュリティを確保する。 が各方式を分担して進めた。

・老朽化した既存の事務用システムのファイア
ウォールは、新ネットワーク機器の環境下では、

Ⅲ セキュリティ対策に問題が生じる可能性がある
ため、今年度機器を更新した。セキュリティポ
リシーの見直しについては、平成19年度に新し
い指針が文部科学省より示されたため、それに
沿うように見直しを実施している。
新規導入したファイアウォールは、アプライ

アンス製品に切り替えたため、従来に比べ設定
方法も柔軟に実施することができるようにな
り、ネットワークへの負荷も低減されるため高
速かつ高品質な手法にてセキュリティ対策を行
えるようになった。

【53】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑦ 放射性物質の管理システム ・平成16年度から放射線モニタリングを行うと 引き続き実施予定
の整備・充実を図る。 ともに安全教育を実施し、さらに定期的な保守

を行い施設の安全性を確保するとともに放射線

茨城大学
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物質の在庫管理を厳正に行った。

・外部専門業者へ作業環境測定及び放射線モニ
タリングの測定業務を委託し毎月測定を実施し
た。理学部と農学部では、RI従事者申請登録の
者に対して、放射線取扱主任者が安全教育を実
施した。放射性物質の保有調査を継続して実施
し、不用放射線源の廃棄処分を依頼した。

Ⅲ ・平成18年度には農学部RI研究棟の安全性能の
向上を図った。

【53-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 放射性物質の管理システムの整備・ 【53-1】
充実を図る。 ・作業環境測定については、該当施設を有する

水戸・阿見地区では、外部専門業者へ作業環境
測定及び放射線モニタリングの測定業務を委託
し毎月測定を実施した。各地区の測定結果に問

Ⅲ 題はなく、従事者の放射線による安全、地域環
境の安全が確認できた。
・安全教育については、該当施設を有する理学
部と農学部では、RI従事者申請登録の者に対し
て、放射線取扱主任者が安全教育を実施した。
(理学部116名受講、農学部56名受講）
・放射線障害防止法に基づく吸排気設備、排水
設備、施設の性能維持と管理を行うための予算
を措置し、安全を維持した。
・放射性廃棄物の廃棄処理は、日本アイソトー
プ協会と協議の上処理を行っている。

【54】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑧ 学生・教職員の健康診断と ・平成16年度から学生・教職員の健康診断と事 引き続き実施予定
事後指導を行うとともに、生涯 後指導を行うとともに、生涯健康教育や運動習
健康教育や運動習慣、栄養習慣 慣、栄養習慣の教育・指導を行った。
の教育・指導を行い、健康増進
を図る。 ・平成17年度から産婦人科医による婦人科相談

を開設し、女子学生が専門的アドバイスを受け
られるようにした。

・平成18年度は、学生の健康診断受診率は良好
である。職員の受診率も良好である。肥満学生
への健康指導、女子学生に対する婦人科相談を
実施した。Ｂコース学生向けに看護師を配置し

Ⅲ た。

【54-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 学生・教職員の健康診断と事後指導 【54-1】
を行うとともに、生涯健康教育や運動習 ・受診率の向上については、平成19年度の学部
慣、栄養習慣の教育・指導を行い、健康 生の受診率は84.5％、大学院生の受診率は75.1
増進を図る。 ％であった。

・健康教育として、栄養習慣については、肥満
学生に対して管理栄養士による個別栄養指導を

Ⅲ 行った。運動習慣については総合科目の講義の
なかで体育専門の教員が教育・指導をおこなっ
た。
・女子学生が増加してることから、婦人科的な
相談件数が増加している。女子学生支援として、
婦人科相談に対しては、産婦人科医と看護師（助
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産師）による婦人科相談を開設し、女子学生が
専門的アドバイスが受けられるようになった。
・学生の安全管理について、学生特別健康診断
の実施にむけて、有機溶剤、特定化学物質を使
用する学生の実態調査が行われた。

【55】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑨ 教職員・学生の一次救急や ・平成16年度から保健管理センターのホームペ 引き続き実施予定
疾病に対応するための緊急マニ ージを開設し、応急処置についての情報をシー
ュアルを整備し、そのための設 ズンごとに掲載した。
備を整備する。

・平成17年度には自動体外式除細動器（AED）
を水戸キャンパス、阿見キャンパスに設置した。
学生・教職員が救急処置の正確な知識と技術を
習得するために緊急マニュアルを作成した。

・平成18年度にはAEDを１台日立キャンパスに
設置した。

Ⅲ
【55-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 教職員・学生の一次救急や疾病に対 【55-1】
応するための緊急マニュアルを整備し、 ・応急処置については、平成19年度には全国の
そのための設備を整備する。 大学で麻しんが大流行した。茨城大学において

１名の麻しん患者が発生した。直ちに感染症対
策会議を招集し、茨城大学の対策マニュアルに

Ⅳ そって対応をおこない、その後の麻しんの発生
は見られなかった。感染拡大防止をはかること
ができた。
・応急処置設備として、平成19年度に超音波診
断装置を更新した。超音波装置は、循環器、腹
部、表在臓器の診断に有用であり、近隣の病院
に紹介する際の重症度の判定に役立つ。
・自動体外式除細動器（AED）を水戸キャンパ
スに2台、日立キャンパスに1台、附属小学校、
幼稚園、特別支援学校にそれぞれ1台ずつ設置
した。これまでに、10台設置している。

【56】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑩ 精神保健相談業務の連携を ・平成16年度から学生・教職員に対し、精神保 引き続き実施予定
強化し、相談ネットワークを構 健相談業務を行い、心の問題を抱える患者を教
築して、効果的に機能させる。 育・指導した。
教職員を対象に研修会などを開
催し、心の問題を抱える学生の ・セクシャルハラスメント対策のため各学部で
教育・指導をサポートする。 計８回講習会が行われ（703名参加）、その防止

に努めた。セクシャルハラスメント防止ガイド
ラインを改定し、アカデミックハラスメントを
加えたガイドラインを作成した。各事業場単位
でセクシャルハラスメント防止キャンペーンを
実施した。

・平成17年度には新入生全員に対して心理テス
トを行い、必要な学生に対して精神科医、臨床
心理士による心理面接を実施した。

・平成18年度には工学部と農学部のカウンセリ
ング時間を増やした。農学部では女性カウンセ

Ⅲ ラーを採用し、女子学生に対応した。定期健康
診断時に新入生全員に心理テストを行い、必要
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な学生に心理面接を実施した。

【56-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 精神保健相談業務の連携を強化し、 【56-1】
相談ネットワークを構築して、効果的に ・カウンセリング体制の整備として、保健管理
機能させる。教職員を対象に研修会など センターのカウンセリングの環境整備（ドアの
を開催し、心の問題を抱える学生の教育 防音化、館内音楽）をおこない、相談者の声が
・指導をサポートする。 廊下に漏れず安心して相談が受けられる相談室

に改修した。
・予防的介入として、新入生全員に対して心理

Ⅲ テストを行い、必要な学生に対して精神科医、
臨床心理士による心理面接を施行してきた。い
わば、「こころの健康相談」とも言うべきもの
で、要支援学生を早期に発見し、カウンセリン
グなどの事後処置を通してこころのケアを行う
ものである。
・休退学調査については、平成18年度の全国国
立大学法人の休退学調査を集計し、その結果を
全国大学メンタルヘルス研究会で報告した。ま
た、平成17年度（2005）の集計結果と平成7年
度(1995) の集計結果を比較した成績を追加し
て、学生の健康白書2005に掲載した。茨城大学
は25年以上にわたって大学生の休退学全国調査
を施行してきた。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕

茨城大学
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（４） その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項等

１．特記事項
【平成16～18事業年度】 【平成19事業年度】

・平成16年度は放送大学との合築で環境リサーチラボラトリー棟が増築された。 ・平成19年度に施設評価基準を策定し、いくつかの建物について評価を実施した。
さらに、未実施の建物について耐震診断を実施した。学生寮の改修に関する学生

・平成17年度にIT基盤センターを設置し、情報セキュリティ対策とセキュリティポ 寮整備検討WGを設置し、整備手法の検討を行って、答申した。
リシーの策定、認証システムの強化など、改善が図られた。

・平成18年度に理学部BC棟が改修された。施設改修に合わせて全学共用スペース20 ○ 危機管理への対応策が適切にとられているか。
％を確保する方針で整備を行った。 【平成16～18事業年度】

・平成18年度にリスクマネジメントシステムを策定し、学内に周知するとともに、
・平成17年度にセクシャルハラスメント、アカデミックハラスメントに関する規則 危機管理室において対応を強化することとした。また、安全衛生リスクコントロ
およびガイドラインを見直し、ガイドブックを作成した。 ールシステムを構築した。

・平成18年度に学内予算を使用して情報ネットワークの更新と、学内共同利用パソ 【平成19事業年度】
コンの更新を行った。これらにともない、セキュリティの向上も図った。さらに、 ・平成19年度には危機管理基本マニュアルを策定した。
人事システムを更新した。

・平成19年度に「国立大学法人茨城大学における公的研究費の管理・監査体制方
【平成19事業年度】 針」を定めた。

・平成18年度補正予算で大型改修４事業が採択され、平成19年度に着工・竣工した。
人文学部総合教育研究棟3420㎡、教育学部総合教育研究棟6820㎡、理学部量子サイ
エンス棟2960㎡、工学部未来テクノロジー総合研究棟3840㎡が改修された。 ○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。

【平成16～18事業年度】
・平成19年度補正予算で大型改修５事業が採択された。平成20年度着工・竣工予定
である。この改修を進めながら、全学共通スペース20％を目指している。 【平成19事業年度】

・平成17年度指摘事項の危機管理マニュアルの策定、および平成18年度指摘事項
・機器分析センター、労務課、工学部技術部が、サンプリング、分析、評価を含む の施設評価基準の策定は平成19年度に対応した。
作業環境測定を実施した。

２．共通事項に係る取組状況
（その他の業務運営に関する重要事項の観点）

○ 施設マネジメント等が適切に行われているか。
【平成16～18事業年度】

・平成16年度から学長の下に施設計画運営委員会を設置し、施設マネジメントと施
設整備に取組んだ。そこで、平成18年度に平成15年度制定した茨城大学キャンパス
マスタープランを改訂し、2015年までの整備基本計画とした。

・キャンパスマスタープランにより全学共用スペースを各学部施設内に20％確保す
ることとした。

・平成16年度から空調設備の充実と省エネルギー化の双方を改善するため、空調設
備のガス化方式への転換を進めた。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

① 教育の成果に関する目標

中 ［教育プログラム］
① 現代社会で活動するための教養教育と総合的な専門教育を展開して、豊かな人間性と全人的素養を培い、高い教養と専門能力を備えた学生を育てる。

期 ② 学士課程教育カリキュラムを、卒業後の社会での活動や専門性に適合するよう整備充実する。
③ 科学技術の進歩並びに社会の要請に対応できる課題探求能力を備えた高度専門職業人及び研究者を育成する大学院教育を行う。

目 ［教育システム］
④ 教育システムを整備し教育成果の向上を図る。

標 ［教育改善施策］
⑤ 教育成果の点検・評価を充実させ、教育の質の向上を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【57】 【57-1】
○教養教育 ○教養教育 平成19年度は分野別基礎科目を90本開講した。自然系科目では分野別教養科目と
［教育プログラム］ ［教育プログラム］ の区別を明確にすることが求められていた。工学部1年向けの「微分積分Ⅰ」を大
① ４年一貫カリキュラムをより実質化 ○ 専門教育への接続教育として分野別 幅に改革し、授業内容や成績評価の統一を行って、分野別基礎科目との違いを明確
するために、各学部の専門教育と連携し 基礎科目を開講し、分野別教養科目との にした。また、その徹底のために授業担当者を集めてFD研究会を3回開催した。ま
た教養科目の編成と授業内容の設定を 区別を明確にする。 た、文系向けの自然科目において、初心者への工夫が一層行き届くようになった。
行う。

年度計画を達成した。

【57-2】
○ 学生の多様化に対応する接続教育と 理系基礎教育を充実発展させるプログラムとして、平成19年度から３年間特色GP
して数学・物理等の分野別基礎科目の開 「確かな学力の向上を目指す理系基礎教育」が採択された。その内容は以下のとお
講を維持・拡大する。 り。

１．工学部の学生を中心に、事前テストによる数学（微分積分学）の習熟度別クラ
スを編成し、特別カリキュラムに沿って授業をおこなった。
２．工学部、農学部の学生を中心に、物理（力学）の習熟度別クラスを編成し、特
別カリキュラムに沿って授業をおこなった。
３．理系基礎教育の一環として、一年生を対象に基礎物理実験（19名）と基礎化学
実験（42名）の授業を新設開講した。
４．農学部と教育学部向けに、基礎的で実用的な数学の授業を開講した。

年度計画は達成した。中期計画は順調に進行している。

【58】 【58-1】
② 効果的な４年一貫教育の実現のため ○ 学部への接続教育について平成１８ 平成20年度向けのガイドラインを改良し、従来不十分であった学部主導の分野別
に、教養科目を区分ごとにカリキュラム 年度に見直された分野別科目等の履修基 基礎科目についての概念を明確にした。また、実施計画案を作成した。シラバスチ
編成のためのガイドラインの設定等によ 準を適用し実施する。平成１８年度の「カ ェックのためのマニュアルを作成し、各専門部会に配布した。
ってその趣旨を明確にし、履修基準を見 リキュラムガイドライン」と「実施計画 シラバスチェック体制を整えた。
直す。積み上げ的な学習が求められる科 案」を改良し、さらにシラバスチェック
目（群）は、体系的なカリキュラムを組 体制の整備を図る。 年度計画は達成した。中期計画は進行している。

茨城大学
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み、授業科目を精選する。

【59】 【59-1】
③ 教養科目の年次履修を適切に配分し、○ 「４年一貫カリキュラム」の視点か 「授業の精選および教養教育の枠組み見直しWG」において検討し、学長に答申を
各学部の専門カリキュラムと整合的に配 ら、教養科目の年次別履修単位数の適正 おこなった。答申の示した解決方向は「教育目的に合致した有効性・信頼性のある
置する。 化を図る。さらに、授業の精選と履修単 カリキュラムにすることにより、教育の効果と効率を高める。すなわち、教養教育

位の適正化について検討する。 については、目的を明確にし、それを実現させるために科目区分や授業内容を見直
すとともに、実施態勢についても効率化を図る。」ことが重要とした。

このような改革により、スリムなカリキュラムが実現し、学生にとって魅力的な
授業履修が可能となり、また教職員にとっても負担軽減が図れると答申した。

【60】 【60-1】
［教育システム］ ［教育システム］ 総合英語のレベル授業で一貫した成績評価システムを取り入れている。それにし
④ 各科目に学修達成度を設定し、科目 ○ 各科目で設定した学修達成度に合わ たがって成績評価を実施した。分野別基礎科目の数学分野では統一テスト（統一テ
内での成績評価の一貫性をもたせ、各授 せて科目内での成績評価の一貫性をもた キストを含む）体制の拡充を進めている。その他の科目では、シラバスに到達目標
業科目において成績評価の基準化と適正 せ、各授業科目において成績評価の基準 と評価方法を義務づけ、一貫性を持たせた。
な点検評価を行う。 化と適正な点検評価を行う。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【61】 【61-1】
⑤ 科目の特性に応じたクラスサイズの ○ 科目の特性に応じたクラスサイズの 科目の特性に応じたクラスサイズの設定では、実技を伴う健康・スポーツ科目で
設定や学生の習熟度を配慮したクラス編 設定や学生の習熟度を配慮したクラス編 平均40名のクラス編成を実行している。また、CALL授業を課している総合英語では
成と授業内容にする。 成と授業内容にする。 平均30名のクラスサイズである。

入学時に全学部留学生を対象に日本語習熟度テストを実施し、一定基準に満たな
い学生に対して学術日本語基礎の履修を義務付けた。これにより日本語の支援を必
要とする留学生に対し、より細かな対応をすることができた。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【62】 【62-1】
⑥ 学生の自律的学習を支援するシステ ○ 一般教員がＥラーニングシステム(学 学習管理システム講習会を各学部で開催した。今後定期的に開催することで教材
ムを整備充実する。 習管理システム)を用いた教材開発を行 開発の支援体制を構築した。また、上記システムの利用向上を目指すため、FAQと

う際に、十分な技術的支援を実施できる 利用マニュアルを作成し、HPに掲載した。特色GP予算で技術補佐員を2名雇用し支
運用体制の構築を目指す。 援体制を充実した。さらにeラーニングの普及をめざすために、自然系専門部会の

下に「eラーニング推進ワーキンググループ」を設置した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【63】 【63-1】
［教育改善施策］ ［教育改善施策］ 従来曖昧であった教養教育基本計画を決定してから実施計画策定までの手順を明
⑦ カリキュラムがガイドラインに沿っ ○ 平成１９年度の実施計画がガイドラ 確にした。平成20年度実施計画をガイドラインとの整合性をふまえて策定した。
て編成されていることを点検評価する。 インに沿って編成されていることを点検

評価し、それを平成２０年度の実施計画 年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。
に反映させる。

茨城大学
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【64】 【64-1】
⑧ 個々の授業について点検評価し、そ ○ 点検評価のフィードバックのシステ 今年度より、点検評価部が中心となって授業アンケートの大幅改訂を実施した。
の結果をフィードバックして教育改善を ムの機能強化をより推進する。そのため 新システムでは教員の自己点検評価を数値化し、公開した（学内限定）。そして集
図るシステムを構築する。 のＦＤを開催する。 計報告も公開し、それらの分析も行った。FD研究会（専門部会FDおよび全学FD）で

満足度の高い授業をテーマにとりあげた。全学FD研究会への出席者は70名弱であっ
た。出席者のアンケートから、研究会の内容に関しては好評であった。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【65】 【65-1】
⑨ 教員の教育力向上のために、ＦＤ活 ○ 各教養専門部会でＦＤを開催し、教 授業アンケートおよび教員の自己点検結果をふまえてのFD研究会を１月に開催し
動を活発にする。 育の質の向上や授業の改善に結び付け た。その観点については点検評価部で検討の結果、満足度の高い授業をとりあげた。

る。また、その成果を全体会で検討する まず専門部会でFDを開き、その結果を持ち寄って全体FDを開催した。２月には特色
ことで、教養教育全体の質の向上を目指 GP「確かな学力の向上を目指す理系基礎教育の展開」をテーマに大阪府立大学と金
す。 沢大学から講師を招き、学力不足学生に対する基礎教育のあり方について意見の交

換を行った。参加者は他大学関係者、高等学校関係者を含めて68名であった。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【66】 【66-1】
○学士課程 ○学士課程 昨年度に引き続き、専門科目への接続に配慮した専門基礎科目を配し、実施した。
［教育プログラム］ ［教育プログラム］
① 大学での基礎教育を、高校までの教 ○ 大学での基礎教育を、高校までの教 年度計画は達成した。
育との接続を配慮したものにする。 育との接続を配慮したものにする。

【66-2】
○ 教養教育における主題別科目や共通 主題別科目では理系基礎科目（数学・物理）、共通基礎科目では総合英語におい
基礎科目で高校教育との接続性に配慮し てプレースメントテストに基づいて習熟度別クラスを配し、高校教育との接続を配
た授業内容の科目を引き続き開講する。 慮したカリキュラムを維持・展開した。情報関連科目でも一部習熟度を配慮したク

ラス編成を行った。他の科目については、シラバスに接続性についての記述を含ま
せた。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【67】 【67-1】
② 専門分野の基礎知識・技術を修得で ○ 専門分野の基礎知識・技術を修得で 数学および物理の補習クラスは有効に機能している。数学の「微積分の基礎テス
きるよう教授し、該当する専門分野で順 きるよう教授し、該当する専門分野で順 ト」の平均点は、学期当初約47点から、学期終了後80点弱へと飛躍的に伸びて、非
次JABEEの認定を得る。 次ＪＡＢＥＥの認定を得るための条件整 補習クラスにほぼ追いついている。また、物理の「力学の基礎テスト」の平均点は、

備をさらに進める。 学期当初約42点から、学期終了後56点弱へと伸びて、非補習クラスにあと一歩の所
まできている。この成功をふまえて、数学IIおよび物理IIの実施可能性について検
討を始めた。

技術者倫理の授業は、日立キャンパスにおいて前期・後期ともに水曜3講時に開
講することによって、学生の履修を保証できた。

都市システム工学科・機械工学科の技術者プログラムが認証を得て、展開された。
JABEE認定で、平成18年度に指摘された問題点について、平成19年度の運営で改
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善されたことが報告され評価された。中間審査への対応についても、外部アドバイ
ザーから有益な助言をうることができた。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【68】 【68-1】
③ 小中高養教員への指向と適性を高め ○ 教職専門科目、教科教育科目及び教 「教師の資質と教職設計」および教職セミナーを継続的に開講した。
る教育を行う。 科専門科目の内容的系統性を明らかにす カリキュラム構造図を学外者の視点および到達度の視点から見直し、改訂を行っ

るとともに、授業内容・方法の改善を行 た。
い、教員を目指す学生の資質向上を図る。 総合演習は、コミュニケーション力育成と専門への導入という目的で、系統的に

実践された。また、新たに新設された「ことばの力」を開講した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【69】 【69-1】
④ 人文・社会・自然科学を理解する基 ○ 人文・社会・自然科学を理解する基 人文コミュニケーション学科で基礎演習を初めて開講した。科目の目的の達成度
礎学力を修得させ、社会で専門性を発揮 礎学力を修得させ、社会で専門性を発揮 は、学生アンケートでも明らかになった。社会科学の基礎演習でも同様であった。
できる人材を育成する。 できる人材を育成する。

地球科学技術者プログラムが認証を得て展開された。
理学部では、地球環境科学コース及び生物科学コースの授業科目の一部を整理・

統合し、カリキュラムの体系化と充実を図った。
平成17年度の学科改組後の教育プログラムが３年目に入り、理学部の教育目的に沿
って展開された。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【70】 【70-1】
⑤ 生命科学や環境科学についての基礎 ○ 生命科学や環境科学についての基礎 平成19年度に改革したカリキュラムは着実に実施されている。農学部の教育目的
知識・技術を修得させ、卒業後の専門性 知識・技術を修得させ、卒業後の専門性 に即し、学際的な知見や、持続可能な社会に向けた問題解決を志すための基礎教育
が発揮できる教育を行う。 が発揮できる教育を行う。 および専門教育のカリキュラム整備がなされ、今後のより高度な専門教育への導入

が可能となった。なお、旧カリキュラムも学年進行に合わせて実施されている。

年度計画を達成した。

【70-2】
○ ＴＡによる実験指導体制を整備して TAによる実験教育の補助を必要とする員数を提出の上、各実験に適切なTA数を配
実験教育を改革する。 置し、学部実験の教育効果ならびに、TA自身に対する教育効果もあげることができ

た。
TA採用状況は、人文学部32名、教育学部71名、理学部123名、工学部250名、農学部
78名であった。

年度計画を達成した。

【70-3】
○ フィールドサイエンス教育プログラ 現代GPは、本年度は最終年度であり、教育プログラムは学生に十分認知され、講
ムとの連携を図って、現代GP・現代的教 義は5科目が開講された。また、受講者数は自然共生型地域づくり概論が76名、フ
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育ニーズ取組支援プログラムに採択され ィールドワーク実習は34名の学生が受講した。
た「自然共生型地域づくりの教育プログ このプログラムにより多くの学生の農学を学ぶことの動機付けに成功しただけで
ラム」を推進する。 なく、耕作放棄地の復元を舞台とした農学教育の場の開発、地域住民との交流など

の本GPにおいて計画したことは、達成することが出来た。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【71】 【71-1】
［教育システム］ ［教育システム］ 全学部でカリキュラム点検評価を行い、教育成果を確認して、システム改善に生
⑥ 各学部はカリキュラムの点検評価を ○ 各学部はカリキュラムの点検評価を かした。
し、その結果に基づき教育成果を評価す し、その結果に基づき教育成果を評価す
るとともに、教育システムの改善を行う。るとともに、教育システムの改善を行う。 人文学部の新カリキュラムの点検項目は、本年度から「基礎演習」と「コース指

定科目」を対象とした。学部共通科目英語、学部共通科目に指定替えしたインター
ンシップ、また新たに学部共通科目として指定された地域連携論等の実施上の諸問
題について、各担当者から意見を聴取した。従来は、水戸市外の広域インターンシ
ップは旧コミュニケーション学科生のみであったが、学科共通科目にした今年度は
他学科の２年生から半数の参加があった。

教育学部では、昨年度に引き続き教職科目についての構造化をはかり、平成18年
度開催の教職科目に関するFDでの意見交換、および茨城県教育委員会義務教育課へ
のアンケート結果を参考にして、各授業を実践力育成の視点からの関係性を明確に
し、構造図を作成した。

19年度は教科型のものについては教科内融合型の授業として精選を行い、また小
学校対応型の授業においては現代的課題へ対応できる授業として開いたが、その点
検評価を行い、更なる教科型の精選を行うことと、授業の目的の明確化を行った。
具体的には小学校型については、現在の困難な教育的課題に対応するために、現代
的課題への対応、茨城に関わる内容、教育の技術や技能を高めるための授業の強化
をはかった。

年２回の授業公開期間を設けることにした。平成19年度の授業公開週間を定め（1
2月３日～14日）、授業を公開した。

単位の上限設定に関して、決定し、来年度の履修要項に掲載することにした。

理学部では、関係科目間で内容の調整を行い、重複をできるだけ少なくするよう
にした。

年度計画を達成した。

【71-2】 平成19年度は、全学部で卒業生アンケートや企業アンケートを実施した。
○ 卒業生、主要関連企業へのアンケー
ト調査等を実施し、教育改善に役立てる。 人文学部では、昨年度（サービス業）に引き続き、県内を本拠とする金融業にア

ンケートを実施し、３社から回答をえた。分析の結果、平成18年度導入の新カリキ
ュラムでは、指摘された課題にほぼ対応できることがわかった。

理学部では、学部卒業生、修士修了生および卒業生採用企業に教育プログラムの
内容についてアンケートを実施した。記述式であるため対象数は絞って実施した。
前年度のアンケートでは、JABEEプログラムにはもっと工学的な要素を取り入れる
必要性を指摘する意見が多かったが、これには工学博士を准教授として採用し、工
学的要素を取り入れた講義や演習を実施した。
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農学部では、2005年3月卒業生を対象にした卒業生アンケートを実施した。対象
人数は128名で、回収は32名（25%）であった。聴取内容は就職先について、茨城大
学での教育について、カリキュラムについて等である。就職先の意見聴取は茨城県
内の企業１社に関して試行的に実施をした。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【72】 【72-1】 全学部で２回目の組織的な教育改善評価を実施した。
［教育改善施策］ ［教育改善施策］
⑦ 教育に関する評価結果を担当教員に ○ 教育に関する評価結果を担当教員に 人文学部では、1．ガイドラインについての周知徹底。2．授業アンケート/点検
フィードバックし、ＦＤを実施して教育 フィードバックするとともにＦＤを実施 改善票についての報告と討議。3．新カリキュラムが適切に機能しているかどうか
改善を図る。 し、組織としての教育効果の向上と個々 の点検を行った。

の教員の授業改善を図る。
教育学部では、教育改善評価の実施体制の再検討を行った。実施上の改善点は1)

授業アンケート実施３科目を連続性と本人の希望を勘案して早い時期に確定、2)
授業アンケート結果をWEB上で参照できるように改善、3) 自己点検評価書の提出方
法の改善を図り、授業アンケートについては、平成17年度後期～平成19年度前期を
通時的に分析して、FDで結果を報告した。

授業アンケートにおいて学生からの指摘の多かった板書の仕方についてのFDを実
施した。出席者は101名。文字指導の専門家を講師としてのFDである。

『ことばの力実践演習』『総合演習』に関する全体FDを行い、授業の内容等に関
する周知徹底をはかり、４年一貫のコミュニケーション力育成の実効化をはかった。
また同じく４年一貫のコミュニケーション力育成のためにリニューアルした『総合
演習』の内容等に関する全体FDを行い、授業内容等に関する周知徹底をはかった。

授業アンケートの結果を担当教員にフィードバックするだけでなく、教育に関す
る評価結果（授業アンケート、卒業生に対する聞き取り調査、教員採用者の状況に
ついての調査）を組織として分析してFDを実施した。

理学部では、全学年の科目に関して、授業アンケート、自己点検評価書、成績評
価に基づいて教育評価を行い、FDを実施した（３月実施、参加者39名）。また、例
年通り、JABEEプログラムについて教育貢献度に関する評価を行った。学生アンケ
ートに基づく評価、ピアレビューによる評価などを実施した。

工学部では、①ホームページを通じた全教員に対する自己点検評価の報告、②前
期(9月)および後期(3月)にFDの開催と全講義の実施内容と成績評価方法などの点検
を行い、③FDでの内容を教育点検報告書として作成した。これらを通じて、単位が
実質的なものか否かを、教育改善委員会として調査した。さらに、各講義の教育成
果の記載に関する意見や修正意見を学科・専攻にフィードバックすることとした。

農学部では、今年度も授業アンケートを実施し、その結果を各教員に配布したう
えで各教員から授業評価報告書を提出してもらい、授業での問題点・改善策につい
て検討してもらった。また、農学部中期計画委員会の中にFD委員会を設置し、FD活
動の推進を議論し、大学院FDと共通でFD研修会を４回実施した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【73】 【73-1】
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○大学院課程 ○大学院課程 人文科学研究科では、茨城大学大学院改革基本方針に合わせて平成21年度の開設
［教育プログラム］ ［教育プログラム］ を目標に、新たにコース／プログラム制を導入して、文化育成専攻（仮称）では人
① 修士課程では、高度な専門的知識を ○ 修士課程では、高度な専門的知識を 類の文化を継承し主体的に発信する能力、地域政策専攻（仮称）では地域・社会を
もった人材を育成することを目的とした もった人材を育成することを目的とした 主体的に構想しデザインできる発想と技能を身につけた、高度で知的な素養のある
教育プログラムを構築する。 教育プログラムを構築する。 人材の育成を目的とする専攻への再編を決定した。

それを達成する教育の課程の特徴は、①学士課程（学部教育）と連携した専攻体
制、②コースワークに対応した教育組織、③組織化された教育の課程、④地域連携
型の研究科共通教育プログラムの導入、⑤全学協力型教育プログラムへの対応、⑥
組織的・体系的な大学院教育の推進にある。

理工学研究科では、平成21年度に改組を予定しており、教育目的に沿ったコース
ワークの再編や、より広範な人材育成を目指した教育プログラムの新設を計画中で
ある。一部のプログラムについては、平成19年度中に試行した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【74】 【74-1】
② 工学系の大学院教育において、技術 ○ 工学系の大学院教育において、技術 理工学研究科では、27名がインターンシップを受講した。
管理など実務に役立つ教育を行い、起業 管理など実務に役立つ教育を行い、起業
家精神の育成に努める。 家精神の育成に努める。 実習学生減に関しては、カリキュラムの改善を含めて理工学研究科全体で実践教

育の有り方について組織的に見直す必要がある。

工学系では、実学的産業特論、国際コミュニケーション、LSI設計・開発技術特
論、若手エンジニアによるものづくり実践特論、先輩若手エンジニア特別講義を実
施した。VBLでは、海外から講師を直接招聘し、IT技術や超塑性材料に関連した話
題を中心にした英語による講義を実施した。この講義の一部を学部２年生に聴講さ
せることで、学習目的意識の向上や起業家精神の育成を図った。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【75】 【75-1】 連携大学院制度を活用して、理工学研究科博士後期課程理学系では4名が主指導
③ 博士後期課程では、先端的な研究の ○ 博士後期課程では、先端的な研究の 教員として教員の所属する研究所で、工学系では2名、理学系では1名が副指導教員
指導を行うとともに、自立した研究者や 指導を行うとともに、自立した研究者や として、それぞれのキャンパスにおいて研究指導を受けている。
高度な専門技術者を養成する。 高度な専門技術者を養成する。 さらに、博士後期課程工学系学生2名、理学系学生3名が特別研究生等として日本

原子力研究開発機構にて1年間、理学系学生1名が大阪バイオサイエンス研究所にて
1年間、先端的な研究に従事する機会を得ている。

その他、博士前期課程工学系学生14名、理学系学生14名が、特別研究依託学生な
どとして新エィシーイーなどで先端的研究に従事して、貴重な経験を積んでいる。

近隣の研究所とシンポジウムを共催し、院生を積極的に参加させた。

その他は、年度計画【153-1】の「計画の進捗状況」参照。

【76】 【76-1】 全研究科で組織的に院生授業アンケートを実施した。
［教育システム］ ［教育システム］
④ 修士課程の教育成果を点検評価し、 ○ 修士課程の教育成果を点検評価し、 人文科学研究科では、大学院個別授業アンケート調査（院生用）とは別に、「大
履修効果の向上を図る。 履修効果の向上を図る。 学院の教育効果に関する修了生アンケート」および「大学院の教育効果に関する事
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業所アンケート」を実施した。修了生対象のアンケート結果からは、検討課題が浮
かび上がり、改組案作成に生かされることとなった。また、アンケート調査とは別
に19年度から導入された「人文科学研究科学生教員懇談会」を開催し、院生の生の
声を受けとめる機会を設けたが、その際、専修免許状をめぐる教科に関する科目設
定に対する不満の声が上がり、これもまた改組案に生かされることとなった。

理工学研究科では、各教員の授業評価や講義の実施状況に基づき各教員が自己評
価を行った。各専攻のFD研修会にて各授業の点検を行い、更に授業点検が適切に実
施されているかを教育改善委員会で点検した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【77】 【77-1】
⑤ 社会の要請に積極的に対応し、独立 ○ 教育学研究科の教育組織を再検討す 教職大学院の趣旨を生かした大学院改革をめざして検討を進めた。第二目標期間
専攻や専門職大学院等における教育の整 るとともに、教職大学院の趣旨を組み込 に実現するために具体的内容の検討に入った。
備を検討する。 んだ、カリキュラムおよび授業内容・方 理科教育専修では、平成20年度実施に向けて、高度な知識・技能にもとづいた実

法の改善・高度化を図る。 践的指導力向上を目指した教育カリキュラム改革と履修方法の改革を行った。
専攻共通科目である「学校教育基礎論」の内容と実施方法については大幅に改善

を行った。授業の意義の説明、共通テーマ設定、受講カードの配付回収、授業配付
資料の担当全教員配付などを行い、各回授業内容水準の維持に努めた。各専修での
改革の具体例は、個々の点検項目の評価を参照。

年度計画を達成した。

【77-2】
○ 理工学の最先端教育プログラムを提 平成21年度改組案を作成し、大学院委員会で了解を得て、文部科学省事前説明を
供するために、専攻再編計画を策定する。行い、再編概要について理解を得た。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【78】 【78-1】 全研究科でFDを実施した。
［教育改善施策］ ［教育改善施策］
⑥ 教育に関する評価結果を担当教員に ○ 修士課程教育に関する各種調査に基 人文科学研究科では、11月にFD研究会を実施した。平成18年度と同様、学部FD研
フィードバックし、ＦＤを実施して教育 づきＦＤを実施して、教育の質の改善を 究会とは別個に企画し、通算では第2回目となる。参加者は前回よりも若干増え、5
改善を図る。 図る。 3名の教員が参加した。内容は、修了生および事業所アンケート実施報告と地域政

策におけるコースワークの実践に関する報告である。

教育学研究科では、研究科共通科目「学校教育基礎論」、「学校教育総合研究I」、
「学校教育総合研究II」についての学生への授業アンケート分析結果を基にして、
3月に授業改善の研修会を実施した。この研修会では、平成17・18年度実施のアン
ケートの分析結果と比較し、授業内容・方法の改善がなされてきていることを確認
した。「学校教育基礎論」では、テーマを明確にして、担当教員の事前の打ち合わ
せを行うことによって、授業の全体的統一性を確保するとともに、多様な考え方を
引き出すための学生参画型授業も取り入れたことが、学生の評価を得た。「学校教
育総合研究II」については、テーマの取り上げ方、事例・資料の提示の仕方、授業
実践への応用などが授業に取り入れられ、学生の満足度も高いものになっているこ
とを確認した。「学校教育総合研究I」についても、学生の満足度は必ずしも低い
ものではないが、他の2授業と比較して改善の余地があることを明らかにした。
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年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

② 教育内容等に関する目標

○学士課程
中 ［入学者受入方針］

① 本学の教育目標に沿って、各学部の入学者受入方針を明確化し、公開する。
期 ② 多様な入試方法を策定し、入学者選抜方法の改善を図る。

③ 留学生・編入学生・社会人学生等を積極的に受入れ、充実した教育を行う。
目 ［教育課程］

④ 各教育組織で理念と目的に沿った体系的な教育課程を構築する。
標 ⑤ 入学後も幅広い進路変更を可能とする。

［教育方法］
⑥ 効果的教育方法の普及を図る。
［成績評価］
⑦ 厳正な成績評価を行って教育の質の向上を図る。
○大学院課程
［入学者受入方針］
① 修士課程においては高度で専門的な職業人を養成することに重点をおき、博士後期課程においては高度で専門的な職業人養成と同時に研究者養成を目的として、
各研究科で入学者受入方針を明確にする。
［教育課程］
② 修士課程においては、高度な専門技術者や有資格者、研究者を育成するという設置の目的と就学と就職のニーズに応じて、適切な教育の内容とレベルを設定す
る。
③ 社会の要請に応える新たな教育プログラムを積極的に構築するとともに、幅広い教育プログラムを提供する。
［教育方法］
④ 修士課程教育では、学士課程教育との有機的な接続に配慮した教育プログラムを提供する。
⑤ 社会人・外国人学生の履修に配慮した、教育システムを整備する。
［成績評価］
⑥ 適正な成績評価基準と方法を策定し、大学院教育の質を確保する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【79】 【79-1】
○学士課程 ○学士課程 入学センターと各学部は、入試情報をHPに公開し、受験者の確保を図った。平成
［入学者受入方針］ ［入学者受入方針］ 20年度入試は全学部で適当な受験者数を確保した。
① 入学者受入方針をホームページ等に ○ 入学者受入方針をホームページ等に
公開し、入試情報の発信を積極的に行っ 公開し、入試情報の発信を積極的に行っ 年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。
て、受験者の確保を図る。 て、受験者の確保を図る。

【80】 【80-1】 入学センターを中心に企画し、高校への出前授業等を積極的に行った。
② 高等学校での教育プログラムを考慮 ○ 高等学校での教育プログラムを考慮
し、多様な入学者を受入れるため、高等 し、多様な入学者を受入れるため、高等 今年度より、入学センターが主導して県内及び隣接県の高校全体を対象として「秋
学校との連携を強め、入試方法の多様化 学校との連携を強め、入試方法の多様化 季茨城大学説明会」が行われた。
を図る。 を図る。

理学部では、茨城県高文連の科学研究発表会を理学部で開催し、理学部教員と科
学クラブ顧問教員との懇談を実施した（参加校は勝田高校、土浦工業、水戸二高、
茨城高専、牛久栄進、水城高校。鉾田二高）。水戸二高と３回の懇談会（高大連携
接続委員会）を実施し、高校カリキュラムに関する情報、大学選抜方法に関する希
望等について話をした。茨城県高文連との連携セミナー、スーパーサイエンス体験
プログラムなど多数を企画し、実践した。高校への広報もダイレクトメールで確実
に行った。参加者、参加校とも昨年と比べて増加してきており、参加高校生の評価
も高かった。
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工学部では、高校・高専との交流会や高校からの工学部訪問、高校への訪問、入

試説明会への参加、さらには高校へのアンケート調査などを踏まえ、各入試の配点
の統一をほぼ図ることができた。さらには、平成22年度後期入試を第2、第3志望ま
で考慮する方法に改善でき、現行の入試方法において今まで以上に各々の入試に合
った多様な入学者を確保することになった。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【81】 【81-1】 入学センターを中心に各学部の入試成績を解析し、入学者選抜のための基礎資料
③ 入試成績、入学後の成績等を追跡調 ○ 入試成績、入学後の成績等を追跡調 を作成した。
査し、入学者選抜のための基礎資料を作 査し、入学者選抜のための基礎資料を作
成し、選抜方法の改善にフィードバック 成し、選抜方法の改善にフィードバック 人文学部では、推薦入試の追跡調査の方針を以下の通り審議し確定した。①各学
する。 する。 科とも各年度の単位取得状況を調査する。②卒業時に指導教員にヒアリングする。

（学業、卒論、進路等）③人文コミュニケーション学科については卒業年次にいた
るまで、主題別ゼミナール等の少人数クラスにおいて担任にヒアリングする。これ
にもとづいて追跡調査を実施した。

教育学部では、平成18年度卒業生の入試・在学成績・就職状況に関わるデータを
前年度実施のデータベースに入力・分析し、「入試選抜方法研究委員会入試解析（2
007）」としてまとめた。

農学部では、推薦入試選抜者の入学後の成績調査等を実施し、来年度入試から推
薦入試定員を14名増やし計37名とした。

年度計画を達成した。

【81-2】 本学では、入学者選抜の実施と、入学者確保に向けた諸施策の企画・立案・実施
○ 入学センターを充実し、入学者選抜 に関して、PDCAを実行している。
方法の改善及び学生募集・入試広報体制
を構築する。 平成19年度に、『入学センター基本方針』を策定し、入学者選抜・企画開発の両

部門毎の目標及び具体的検討事項を定め、各部門が活動を展開した。この面で入学
センターの運営体制の整備が進んでいる。
「入学センター基本方針」「平成20年度入学者選抜における入学定員確保の考え方」
「平成22年度以降の入試改革に向けての各学部の現状と検討課題」「入学定員超過
に対する抑制案」の策定等入試関係諸指針は入学戦略会議を随時経た上で各学部へ
提示し、共通理解を深めた。

入学センター主導による「全学秋季説明会の複数回実施」「オープンキャンパス、
進学説明会への戦略的展開」「入試関係事項のHPのリニューアルや充実等の積極的
情報提供の実施」「新規のパンフレット類（センター・リーフレット2007や保護者
向けパンフレット）の作成「広報用マニュアルの策定」等を行った。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【82】 【82-1】
④ 留学生選考方法の改善等を検討する ○ 留学生選考方法の改善等を検討する 台湾での「日本留学フェアー」では本学ブースに高雄51名、台北163名と昨年度
とともに、留学に係わる本学の情報を海 とともに、留学に係わる本学の情報を海 を上回る来訪者が、東京での「外国人留学生のための進学説明会」でも同様に70名
外に積極的に発信して、留学生の受入れ 外に積極的に発信して、留学生の受入れ が訪れ、成果をあげることができた。しかし、留学生の受入れ数は、減少傾向にあ
数の拡充を図る。 数の拡充を図る。 る。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【83】 【83-1】
［教育課程］ ［教育課程］ 前期開講の接続教育の数学と物理については、効果について分析された。また、



- 67 -

茨城大学
⑤ 初年次学生に導入・接続授業を実施 ○ 初年次学生に導入・接続授業を実施 物理・化学の実験については後期開講のため分析中である。
する。 する。 平成18年度（昨年度）についての詳細な報告書は、「理系基礎教育（教養科目）の

充実に向けてⅡ」、 茨城大学大学教学教育研究開発センター（理系基礎教育部）、
2007年１月 として、http://www.cue.ibaraki.ac.jp/center/report に掲示されて
いる。
平成19年度報告書は作成の予定である。

人文学部では、高校教育との接続性を含めた主題別ゼミナールの授業内容の点検
のために、昨年度に引き続いて、学生および担当教員を対象にアンケートを実施し、
それらから得られたデータをもとに、教員によるFDを企画した。
主題別ゼミナールアンケートは、学生および教員アンケートともに、ほぼ全員から
回答を得ており、高校教育との接続性については、学生からも適切である旨の回答
を得ており、教員アンケートの結果からも、ガイドラインにしたがって、適切な教
育内容の実現ができたと考えられる。

教育学部では、主題別ゼミナールに関して、教育学部の実践力の大きな柱である
コミュニケーション力育成の目的に沿った授業となっているかどうかを、シラバス
および各教室からの自己点検資料に基づき点検評価及び改善を行った。目的に沿っ
て、系統的に実践されていることを確認した。

工学基礎ミニマム試験の具体的な運用方法の再検討を行い、ミニマム試験に代え
て２年時に工学系数学・物理試験へと発展させることに決定した。従来、学科によ
ってその取り扱いが異なっていたミニマム試験が、学部として統一された形となる。
この試験は、学生の１年次理系基礎教育が２年次になって、その学力がどの程度保
持されているかを検証するための手段となる。この試験で規定の学力を維持できて
いない学生には、学科教員が個別に本学で開発した教科書、コンピュータ自習教材
を用いて自習を促したのち、再度受験させることとした。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【84】 【84-1】
⑥ 各教育組織で教育の理念と目的を明 ○ 学部、学科の教育目的に照らして、 人文学部における新カリキュラムの点検項目は、１．昨年度から対象としている
確にし、それに沿った４年一貫教育課程 カリキュラムが適切に機能しているかを 「主題別ゼミナール」と「分野別基礎科目」２．本年度から対象とした「基礎演習」
を整備する。 点検・評価する。 と「コース指定科目」である。

「シラバスの作成に関する提言」の指示を守るように学科会議等で繰り返し呼びか
け、入力終了後には教員集団でのチェックを行なうこととし、コース主任を通じて
チェック・修正の終了を確認した。

教育学部では、昨年度のカリキュラム改革を継続して実施した。昨年度に引き続
き教職科目についての構造化をはかり、各授業を実践力育成の視点からの関係性を
明確にし、構造図を作成した。
今年度実施された教科専門と教科教育の融合の点検評価を行い、効果をあげている
ことが確認された。

工学部の教育目標に対応した4年一貫カリキュラムを、多様化した入学生の理系
接続教育の導入により、さらに充実させた。また、シラバスに成績の評価方法を明
記し、厳格な成績評価を行った。具体的には、１変数の微分積分を対象とする「微
分積分I」の統一クラス化と、多変数の微分積分を対象とする「微分積分II」の統
一クラス化を検討し、平成20年度からメディア通信工学科を除く７学科が統一クラ
スで実施し、厳格な成績評価を行うこととした。

シラバスが記載通り実施されているかを、工学部のWEB入力による「教員による
授業評価」並び各学科のFD等で厳密にチェックしている。

理系接続教育の導入により、工学部学生にとって最重要な「数学(微分積分)」の
科目を着実に修得させる機会を与えることができた。これにより、物理学や工学に
おける現象記述(微分方程式等）の理解を容易にし、JABEE認証を目指した「専門科
目」への接続がスムーズになり、４年一貫教育が充実したものになった。



- 68 -

茨城大学

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【85】 【85-1】
⑦ 学生の志向性を考慮して、転学部転 ○ （１６年度に達成済みのため、１７ 各学部で転学部転学科制度にもとづき実施した。転学部は8名、転学科は9名であ
学科制度を有効に活用する。 年度以降の年度計画なし） った。

【86】 【86-1】
⑧ 現状の教育課程を再編し、該当する ○ 再編した教育課程の該当する各専門 数学・物理の補習の充実・総合英語の日立キャンパス開講・技術者倫理の通年開
各専門分野で、順次、JABEEの認定を得 分野で、順次、ＪＡＢＥＥの認定を得る 講などを実現し、JABEE対応教育プログラムに耐えうる教育プログラムに整備する
る。 ための条件整備をさらに進める。 計画は順調に進んでいる。

本年度、機械工学科と都市システム工学科がJABEE認証を取得し、他学科も来年
度以降順次受審の予定である。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【87】 【87-1】 すべての学部が多様な学外の教育機会を活用した。
⑨ 学外における教育機会の活用を推進 ○ 学外の教育機会を積極的に活用し、
するとともに、インターンシップなど社 社会体験、研究会、講演会、展示会、演 県近代美術館ワークショップ、介護体験学習、学校ボランティア活動、博物学実
会体験型教育の機会を拡充する。 奏会などを積極的に授業の中に組み込 習、企業工場見学、研究所見学など多数実施した。

み、広い視野と問題意識を涵養する。 インターンシップについては、年度計画【93-1】の「計画の進捗状況」参照。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【88】 【88-1】
［教育方法］ ［教育方法］ 理系基礎教育の微積分Ⅰと微積分Ⅱの教材の改良と開発を行った。また、新たに
⑩ 個々の授業の内容と方法の見直しを ○ 個々の授業の内容と方法の見直しを デジタル教材を作成した。
行い、効果的教育方法の普及を図る。 行い、効果的教育方法の普及を図る。 全教職員向けに、学習管理システムRENANDI講習会を実施した。参加者は約25名

で、その内容は、「RENANDI統合eラーニングシステム」に関してであった。専門科
目の一部においては、既にRENANDIを取り入れた授業を開始している。

教育学部では授業公開を期間を定めて行った。理学部では、ピアレビューや授業
参観を実施し、FDに生かした。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【88-2】
○ 個別授業評価に基づいて個々の授業 全ての学部で、前学期、後学期それぞれで授業アンケートを実施した。
の内容と方法の改善を図る。 工学基礎ミニマム試験については、その目的や位置づけ、あるいは利用法の学科

間相違が存在していた。この不整合を完全に解消し、目的、位置づけの全学科統一
へ向けての抜本的改革の具体案を作成し、工学部教授会で承認された。その内容は
以下の通りである。数学については「工学系数学試験」と改名すると共に、全学生
が2年次前期に一斉に受験することとした。その結果は理系基礎教育と連携して数
学基礎教育の改善に役立てることとした。物理については、「工学系物理試験」と
改名し、各学科の教育の特徴に配慮し「学部全体としての一斉受験は行わないこと
が確認された。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【89】 【89-1】 全学部でシラバスにオフィスアワーを記述した。
⑪ オフィスアワー制度を改善・充実し、○ オフィスアワー制度や他の制度を用
きめ細かな学習指導を行う。 いて、きめ細かな学習指導を行う。 アンケート結果の分析から、学生は問題が生じた場合には、まず直接、授業にお
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いて学生担任の教員に相談を持ちかけるか、メールを通じて間接的に連絡をとって
いる実態が明らかになっており、別途設けられたオフィスアワーの時間帯に関わら
ず、教員と個別に時間を調整して相談を行っている実態が明らかになった。また、
この点について、教員の側からも苦情などはだされていない。したがって、オフィ
スアワーに関わらず、学生は密接に教員と連絡・相談体制を確保している実態が明
らかになった。

学生に対するオフィスアワーの趣旨の説明や設定時間帯の周知は、年度当初のガ
イダンス、授業開始時、シラバスなどによって十分になされている。しかし過去３
年の経験の通り、学生はオフィスアワー設定時間帯に教員・研究室を訪問すること
は少ない。そのため、各教室・教員は研究室電話やオフィシャル・メイルアドレス
を学生に伝え、電話やメイルでの相談を受けている。またアポイントメントを取る
ことを進め、学生と教員の双方に都合がよい時間帯を設定して、相談・指導にあた
っている。主に学習指導や進路指導の面での効果が高かったといえる。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【90】 【90-1】
⑫ 適正なクラスサイズを設定して履修 ○ 理系接続教育などにより、理解不足 理系接続教育では、「数学(微分積分)」と「物理(力学)」について、高校での修
状況を把握し、自律的学習を促すととも の学生への学習指導方法の改善を進め 得度に応じて、クラス分けを行い、週２回の授業を行い、高校の復習から大学の内
に、時間外指導や補習授業を行って学生 る。また、学生の自律的学習を助ける方 容までのレベルの授業を展開している。「微分積分I」では13回分の宿題がRENADI
の理解度を高める。また、留学生、編入 法として、学習管理システム（ＲＥＮＡ を利用して課されている。また、「力学基礎」では、RENADIに教材、演習・小テス
学生に対する補助教育体制を検討する。 ＮＤＩ）やInternetを利用した学習の効 ト・レポートの解答をアップロードし、理解不足の学生への自宅での復習に力を入

果的運用、及びミニマム教材の利用促進 れている。
を図る。更に、推薦入学者への入学前学
習について検討する。 理学部では、未履修者科目と既修者用科目でアンバランスな分野があるが、プレ

ースメントテストの導入などにより、適正クラスサイズになるように努めた。また、
未履修者と既修者用の区分がそぐわない分野については、この区分の見直しの検討
を開始した。

年度計画を達成した。

【90-2】
○ 留学生センターと連携しながら、学 留学生センターが中心となり、1月に留学生懇談会とチューター懇談会を実施し、
生チューター制度の点検・見直しを行う 前者は4名、後者は3名の参加を得た。5人の国際交流委員は全員が出席した。留学
とともに日本人学生及び地域の留学生支 生・チューターの参加人数は少なかったが、それぞれ率直な意見を出してもらうこ
援団体等との交流を促進し、留学生に対 とができた。
する支援体制の一層の充実を図る。 各種奨学金への申請者や留学希望者への支援を行った。

地域の留学生支援団体等との交流を活発に行った。
実績は、年度計画【147-1】の「計画の進捗状況」参照。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【91】 【91-1】
⑬ 学生が自ら参加して実践し理解する ○ 学生が自ら参加して実践し理解する 人文学部では、平成18年度以後の新カリキュラムではさらにそれらが切れ目なく、
能動的かつ双方向的な授業の拡充を図 能動的かつ双方向的な授業の拡充を図 かつレベルが向上していくように１年次の主題別ゼミナールを通年実施とし、２年
る。 る。 次に基礎演習を設けた。３、４年次生には専門演習を用意し、学生の主体的な学習

と結果の発表を促す仕組みとなった。

教育学部では、個別の授業において多くの双方向的授業が行われ、学生の主体性
を促す授業が行われるようになっている。演習では学生の発表や表現の機会を増や
した授業が多く行われ、また多人数の授業（教職科目など）においても、毎回ミニ
レポートを取り入れたり、それを学生に返したり、またグループ活動を取り入れた
りした双方向の授業が行われている。

教育学部のカリキュラムの構造にそった新しい教育学部100冊を編集し、シラバ
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スとともにCD化し学生に配布した。またWeb上に載せ、学生が各選修のカリキュラ
ムにそいながら主体的な学習をすすめることができるようにした。

工学部では、学生が自ら参加して実践し理解する能動的かつ双方向的な授業に関
しての造詣が深い大阪大学大学院の梅田靖教授を招き、12月に「学生が主体的に取
り組むプロジェクト形式の授業」というテーマで学部FDを企画、実施した。参加者
数は教員103名であった。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【92】 【92-1】 人文学部では、「文化遺産実習のガイドライン」を見直した。
⑭ 実験・実習・演習の充実を図る。 ○ 実験・実習・演習の充実を図る。

教育学部では、「学区の中にある宝物ー茨城県総博物館計画ー」というタイトル
のもとにhttp://eye.edu.ibaraki.ac.jp/portaldb/で公開を開始した。

「植物観察システム」についても、コンテンツの充実を図り、試行版を公開した
（http://biobio.edu.ibaraki.ac.jp/index.html）。

環境教育・理科教育を中心として、システムの改良とコンテンツの充実を図った。

理学部では、実験器具の現代化を一部行った。

工学部では、今年度新たに「ロボット競技を取り込んだ学生実験」(知能システ
ム工学科)が加わり、IT機器を利用した実験・実習教育は着実に充実した。

年度計画を達成した。

【92-2】
○ 教養科目としての実験・実習科目を 平成19年度後学期、物理学実験基礎1単位（人文、教育、工、農学部生向け）と
開講する。 化学実験基礎1単位（対象は同じ）を開講した。受講者は物理が19名、化学が42名

である。次年度以降拡充していく予定である。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【93】 【93-1】 人文学部では、インターンシップ（水戸近郊）（旧人人・人社主催のインターン
⑮ インターンシップを整備充実し、就 ○ インターンシップを整備充実し、就 シップに相当）とインターンシップ（広域）（旧コミュニケーション学科主催のイ
職意識の啓発を図る。 職意識の啓発を図る。 ンターンシップに相当）に分けて行った。履修者は前者が44名、後者が23名（院生

２名を含む）であった。

教育学部では、４名がインターンシップを履修した。

理学部では、19名がインターンシップを履修した。

工学部では、57名が履修したが、一つの学科に偏っている。

農学部では、現代GPプログラムやフィールドサイエンス教育プログラムの中に、
学生が社会で活動することを位置づけ取り組んだ。13名が履修した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【94】 【94-1】
⑯ 各種資格の取得に対応したカリキュ ○ 各種資格の取得状況を点検し、資格 平成18年度同様の資格カリキュラムを実施した。新たに３つのJABEE資格を展開
ラムを整備し、さらに、資格試験などの 取得カリキュラムの改善を図る。 した。
単位認定を促進する。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。
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【95】 【95-1】
［成績評価］ ［成績評価］ 全学統一様式のシラバスに到達目標と成績評価方法を示すことで成績評価基準を
⑰ 授業の精選を行い、各授業科目の成 ○ 各授業科目の成績評価基準を明確に 記載した。シラバスは内容のチェックを受けており、必要な場合には修正、加筆を
績評価基準を明確にして、年間申請単位 し、シラバス等を通じて学生への周知を 要請している。
数の上限設定をするとともに、ＧＰＡに 図る。
よる成績評価の活用を行い、卒業生の質 年度計画を達成した。
の確保を図る。

【95-2】
○ 年間申請単位数については、履修指 平成19年度に上限について指導した学部は４学部であったが、平成20年度からは
導を通して過多にならないように指導す 全学部で実施することが決定された。
るとともに、上限設定を設ける方向で検
討する。 年度計画を達成した。

【95-3】
○ ６段階評価を適切におこなう。 新しい教務情報ポータルシステムLive Campusを用いて６段階評価の成績入力を

行った。科目ごとの成績分布も示した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【96】 【96-1】 全研究科でアドミッションポリシーの見直しを行った。
○大学院課程 ○大学院課程
［入学者受入方針］ ［入学者受入方針］ 理工学研究科（理学系）では、アドミッションポリシーの検証を行った結果とし
① 現行の入学者選抜方法を見直すとと ○ 入学者選抜方法がアドミッション・ て、同じ分野での理学系専攻間の入試問題統一をはかることとし、出題が特定項目
もに、各研究科の受入方針に応じた選抜 ポリシーに沿った受け入れ方法・内容と に偏らない、外部からの受験者も受験しやすいように配慮した出題となるようにし
方法を検討する。 なっているか検証を行う。 た。

農学研究科では、生物生産科学専攻及び地域環境科学専攻の入学選抜方法は口頭
試問を含む面接に変更し、ほぼ目標を達成した。

教育学研究科では留学生受け入れについて、大学院での入試改善が実現した。専
修によって、特に選抜試験として必要としないと思われる英語に代えて日本語の論
文を課すこととし、留学生の希望に添うように改めた。

留学生センターに対し、人文科学研究科から留学生受験者用の日本語の試験問題
作成の依頼があった。担当者を決め、作成及び採点を行った。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【97】 【97-1】
② 特色ある教育・研究プログラムを提 ○ 平成１８年度に引き続き、志願者増 人文科学研究科では、従来の学内向け大学院説明会だけでなく、「社会人のため
供して、入学者の増加を図る。 を図るための方策を検討し、それを実行 の茨城大学大学院人文科学研究科研究報告と説明会」を実施した。参加者は約15名。

する。 今年度はさらなる新たな試みとして、個別ないしグループ面談方式による大学院進
学相談会を2回に渡って実施した。参加者は計19名、その内学外者は7名であった。
これら2つの新たな試みはそれに伴う関係機関（県広報広聴課ほか多数）へのPRやH
Pでの開催予告の効果もあり、参加できない学外者からの資料請求の問い合わせも
なされている。また、このように説明会・相談会を数回実施したことによって、あ
る程度の志願者数事前予測も可能になった。さらに3つめの新しい試みとして、1月
に学部3年次生対象進学意向調査を実施した。

教育学研究科の教育及び教員に関する情報提供としては、昨年度発行した『The
Unique Guide』に今年度赴任した教員の情報を追補して、県内特別支援学校、大学
院説明会、新入生ガイダンスにおいて配付した。また教育学研究科のHPを大々的に
改訂して視覚的及び内容的に魅力あるものにした。
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年度計画を達成した。

【97-2】
○ 前期課程入学定員の確保を図る。 教育学研究科の次年度入学者選抜試験では、一般選抜84名の志願者があり、合格

者は62名（定員52名）であった。これは昨年に比べると大幅増である。９月に行っ
た大学院説明会、大学院の案内冊子「The Unique Guide」の配付、各専修でのPRの
成果と考える。

理工学研究科では、入学説明会の実施時期をこれまでより2週間早めて5月に開催
し、約130名の学生が出席した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【98】 【98-1】
［教育課程］ ［教育課程］ 平成19年度の活用状況は飛び入学は０名、短縮修了は４名であった。
③ 飛び入学や短縮修了の活用などの教 ○ 飛び入学や短縮修了の実施体制を検
育課程の多様化を図る。 証し、活用の際の課題を整理する。 年度計画をおおむね達成した。中期計画は進んでいる。

【99】 【99-1】
④ 科目等履修生・研究生・14条適用大 ○ 科目等履修生・研究生・１４条適用 人文科学研究科では、地方自治体への働きかけとして、７月に研究科長等が県庁
学院生・休職制度大学院生の受入れ増を 大学院生・休職制度大学院生の受入れ増 を訪問し、人事課職員と懇談、情報交換を行なった。長期履修制度の活用は、平成
図るとともに、現職教員の受入体制を充 を図るとともに、現職教員の受入体制を 20年度入学手続者の内２名について、同制度の適用が３月研究科委員会で承認され、
実する。 充実する。 本研究科では初めて長期履修生が誕生することとなった。

教育学研究科では、現職教員・社会人大学院生に対する教育・研究指導として、
高度な専門的内容と教育実践的課題を統合できる方法を検討し、多くの専修では実
践的研究をまとめる指導をしている。聞き取り調査を実施し、その成果を踏まえて
改革し、更に現職派遣学生組織、一般学生組織の形成と協議できる体制にできた。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【100】 【100-1】
⑤ 学士課程教育との有機的な接続に配 ○ 学士課程教育との有機的な接続に配 人文科学研究科では、カリキュラム改善のための検討は、基盤養成科目群の新設
慮しつつ、適切な教育内容やレベルを設 慮しつつ、適切な教育内容やレベルを設 など改組案の大枠の確定にまで到達した。学生アンケート調査結果から明らかにな
定して、課題探求力を備えた学生を育成 定して、課題探求力を備えた学生を育成 っている不備（ある程度の人数の院生が机を並べて互いに切磋琢磨しあう学習環境
する。 する。 の不足など）の改善についても十分な配慮を行なった。

改組後のあらたな履修モデルを大学院改革推進委員会において作成した。あらたに
導入した研究指導計画届は、在籍大学院生全員の分が提出され、大学院専門委員全
員で回覧・点検し、委員全員が全院生に対する教育研究指導のあらましを把握する
体制ができあがった。

研究指導計画届の導入によって、これまでどちらかというと研究室という閉じら
れた空間のなかで行なわれていた教育研究指導の内容が目に見えるようになった。
これは非常に画期的であり、高く評価することができる。大学院専門委員全員で点
検作業を行なったことも評価に値すると思われる。

教育学研究科では、各専修において教育内容と教育方法との統合の取組がなされ
ている。特に、各専修で開講している総合研究と授業設計に専修全教員が関わるこ
とになった。単位の実質化という点では、ほとんどの授業は授業時間外での学習を
必須とし、受講生自らが設定した課題で学習を進める取組もなされている。

理工学研究科・理学系では、平成21年度改組で１理学専攻５系の枠組みが合意さ
れたことを踏まえ、学部教育（コース制）との接続性に配慮した授業の導入可能性
･方法について引き続き検討を重ねた。検討資料にするため、「教員アンケート」
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を11月末に実施し、系（分野）毎の分析を行っている。履修モデル・履修系統図を
平成20年度の「履修要綱」に綴じ込んで配布することにした。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【101】 【101-1】
⑥ 学外研究機関との連携を広く進めて、○ 学外研究機関との連携を広く進めて、 連携大学院を活用して、学外研究機関と教育プログラムを実施した。
専門性と総合性を身につけた高度な専門 専門性と総合性を身につけた高度な専門 理工学研究科博士前期課程６専攻で５機関と、博士後期課程６専攻で５機関と教
職業人を育成する教育プログラムを充実 職業人を育成する教育プログラムを充実 育プログラムを実施した。
する。 する。 農学研究科では、食品総合研究所、国立科学博物館筑波実験植物園との教育プロ

グラムを維持した。

日本原子力研究開発機構における大学院レベルでの共通実習を設置することがで
きた。同機構の特別研究生制度に応募した2名が採用された。平成19年度JRR-3中性
子ビーム利用研究計画が採択され、大学院生が参加した中性子散乱実験を実施した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【102】 【102-1】
⑦ 社会の要請に応える新たな教育プロ ○ 社会の要請に応える新たな教育プロ 教育学研究科では、主指導教員・副指導教員という制度を本年度から実施し、専
グラムを積極的に構築するとともに、融 グラムを積極的に構築するとともに、融 攻・専修間での複数教員指導体制を実質的に出発させた。副指導教員に他専修教員
合領域では複数専攻間の連携による幅広 合領域では複数専攻間の連携による幅広 がなった例も少数ながらあり、専修間にまたがる指導が実現する。また、年間の指
い教育プログラムを提供する。 い教育プログラムを提供する。 導計画報告書の書式・提出方法等を決定した。それに従って今年度の全主指導教員

から研究指導計画書が提出された。担当学生も了解した上で、主・副指導教員の役
割分担や研究指導の時間的計画が決定されたので、柔軟で幅広いテーマに対応でき
る指導体制になった。

理工学研究科の平成19年度の「先端科学トピックス」は、バーチャル・キャンパ
ス・システムを使った「イブニングセミナー」の聴講も可能として講演回数を増大
させた。単位の実質化の観点から、平成20年度の「先端科学トピックス」の単位認
定方法を変更することにした。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【103】 【103-1】
⑧ 博士後期課程では専門分野の能力を ○ 副指導教員の開講科目の履修を原則 理工学研究科後期課程では、４月の新入生オリエンテーションの際に、副指導教
深化させるために少人数教育を行い、自 として義務づけ、副指導教員による指導 員の開講科目の履修について文書で配付し、履修指導をおこなった。実際ほとんど
立した研究者を育成する。 を充実する。 の学生が履修している。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【104】 【104-1】
［教育方法］ ［教育方法］ 英語を会議言語とした「国際学生会議」を開催した。「サステナビリティ」を議
⑨ 院生の外国語能力や発表能力の育成 ○ 院生の外国語能力や発表能力の育成 題にして、全学から学生委員を募り、実行委員会を組織した。内外から50編以上の
に努め、国内外の学会、シンポジウム等 に努め、国内外の学会、シンポジウム等 論文が集まるとともに、国外から18名の参加者があった。
に参加させて、研究発表や討論の体験を に参加させて、研究発表や討論の体験を
奨励する。 奨励する。 教育学研究科では、大学院生の学会・シンポジウムへの発表・参加の実績は、HP

に掲載して広報している。各専修とも学会・シンポジウムへの発表・参加の奨励は、
積極的に行っている。

理工学研究科では、大学院生による学会発表や論文発表に関する資料を、平成19
年度末に実施した「大学院勉学調査」アンケートから抽出し、プレゼンテーション
能力や外国語能力の現状分析を行った。また、平成19年度「先端科学トピックス」
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では複数回の英語講演を実施し、大学院生の英語能力向上の一助とした。
大学院履修要項に英語での授業を行う科目名を掲載し学生に周知している。更に、
実施状況については、大学院教務委員会等で問題点などを議論し、委員を通して各
専攻にフィードバックしている。

また、外国人来学研究者による講演会を各専攻とも積極的に行っている。更に、
ICASに関連した共同研究者による講義も受講できる体制を整えている。
VBLの企画によって海外から講師を直接招聘し、IT技術や超塑性材料に関連した話
題を中心にした英語による講義を実施した。これにより、外国語と最新の科学技術
に関する教育内容を充実することができた。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【105】 【105-1】
⑩ 多様な留学生のための日本語教育や ○ 多様な留学生のための日本語教育や 留学生による授業評価や留学生センターFD研究会を実施した。学生の満足度は高
多文化理解教育等の充実を図る。 多文化理解教育等の充実を図る。 い。日立キャンパスとの遠隔講義の開講が決定した。各地域団体との留学生交流を

活発に行った。
全く日本語に接触した経験のない初級から、本学正規留学生同等のレベルまでの、

交換留学生を含む学生の多様なニーズに応えることができるよう、カリキュラムを
整えた。授業は集中クラス形態で、短期間に日本語能力の向上が期待できるように
編成した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【106】 【106-1】
⑪ 就職・インターンシップ支援体制を ○ 実務的な講義を開講し、学習への目 理工学研究科では、インターンシップは、27名（博士前期課程学生）が受講した。
整備し、就職意識の啓発を図る。 的意識の向上や起業家精神の育成に努め 職業啓蒙的授業として、後期に、「実学的産業特論」、「実体験ものづくり論 -PET

る。 教育-」が開講された。受講者は、それぞれ37名と13名であった。
各専攻から２名ずつの講師を選び「若手エンジニアリング特別講義」を開講した。

講師アンケートによれば、「先生や学科の後輩たちと交流することができ有意義で
あった」、「学生にとって社会人になる事のイメージを伝えるためのいい機会であ
った」、「企画としては非常に面白いものだと」との意見をいただき、成果があっ
たと考えられる。講演では、ほとんどの講師の方が学生に対し、就職後はコミュニ
ケーション能力が必要であると主張され、コミュニケーション能力を養う教育が重
要であると感じられた。

VBLでは、IT技術や超塑性材料に関連した話題を中心にした英語による講義を実
施した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【107】 【107-1】
［成績評価］ ［成績評価］ 人文科学研究科では、平成18年度に行なったシラバスの全面的改善作業によって、
⑫ 科目ごとに達成基準を設け、適正な ○ 科目ごとに達成基準を設け、適正な 平成19年度大学院学生便覧（シラバス）は面目を一新したが、平成19年度秋から始
成績評価を行って、修了生の質を確保す 成績評価を行って、修了生の質を確保す まった平成20年度シラバス作成作業においては、達成基準の明文化をはじめ個々の
る。 る。 科目ごとの記載のバラツキを入念にチェックし、さらなる改善を行なった。あわせ

てシラバスの形式の再検討を行ない、記入要領を一部改訂した。
これまで整備されていなかった、学位論文に代わる「特定の課題についての研究

の成果」の審査基準について、コミュニケーション学専攻長が中心となり検討を行
ない制定した。院生対象「大学院の学習環境等についての評価調査アンケート」結
果によれば、成績評価の適切性にたいしては、ほぼすべての回答は肯定的であった。

教育学研究科では、次年度の授業シラバスには、各授業科目の「成績評価の方法」
とは別に「成績評価の基準」の項目を入れ、評価に該当する基準内容を明示するこ
とに決定した。本年度中に全授業科目の成績評価基準が揃い、20年度大学院生便覧
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にあるシラバスに明記されることになった。

理工学研究科では、各専攻で授業点検評価を行い、授業点検報告書にまとめた。
その内容を教育改善委員会で検討・評価した。また、大学院教務委員会を発足させ
た。修士論文の合格基準、特別演習、特別実習の授業のあり方について教育制度改
革委員会で議論を行い、各専攻の実情について調査を行った。
授業科目の合格基準はシラバスに明示され、それに従って成績評価が行われている。
画一的な成績評価が困難な特別演習、特別実習や修士論文についても合格基準と評
価方法についての議論を各専攻ではじめている。

農学研究科では、前年度に議論した成績評価基準及び修了認定基準をもとに中期
計画委員会で再度議論し、来年度から成績評価基準及び修了認定基準をシラバス及
び履修の手引きに記載することとした。成績評価基準及び修了認定基準は来年度か
らの運用と成る。成績評価に関する学生からの申し立てのシステムはすでに運用さ
れている。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

③ 教育の実施体制等に関する目標

［教育実施体制］
中 ① 教養教育をはじめとする学士課程教育を円滑に組織的に実施する。

② 幅広い教育研究分野の連携体制をつくり、総合力の発揮が可能な教育実施体制を推進する。
期 ③ 教育の内容と方法の質的向上を図るため、教員の採用方法を改善するとともに、研修制度を整備する。

［教育設備等の活用・整備］
目 ④ 教育設備や図書を整備し、教育方法の改善を図る。

⑤ 情報メディアを活用した先進的方法による教育を行う。
標 ［連携した教育］

⑥ 近隣大学及び研究機関との連携や高等学校との連携及び社会人教育に対して積極的に対応する。
［教育の質の改善］
⑦ 教育成果の点検・評価システムを充実させ、教育の質の向上を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【108】 【108-1】
○教養教育 ○教養教育 平成19年度は、専門部会の上に企画実施部、専門部会長と専任教員からなる点検
［教育実施体制］ ［教育実施体制］ 評価部、そして教育支援部を置く。これらの各部は副センター長や専任教員と連携
① 大学教育研究開発センターを改組し、○ 大学教育センターを中心に教養教育 し、センター運営委員会やセンター会議を中心に教養教育の企画実施にあたってい
専門への広い意味での基礎教育を含む教 を円滑に実施できる体制を確立する。さ る。「教育力向上プログラム」を継続するため、平成20年度からはセンター組織を
養教育の実施組織として整備充実し、継 らに、平成１９年度で終了する「教育力 企画実施部と教育点検支援部の２組織体制とすることが決定された。
続的な改善がやりやすい組織体制とす 向上プログラム」を継続する体制を整備
る。 する。 年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【109】 【109-1】
② ４年一貫教育の実現のために、教養 ○ ４年一貫教育の実現のために、教養 授業担当科目の登録については昨年度の試行結果をふまえて、登録内容を見直し、
科目区分と履修基準を見直し、各分野で 科目区分と履修基準を見直し、各分野で 簡素化してバージョンアップを図った。新担当方式の運用を図った。
専門性の基盤となる教養科目と専門基礎 専門性の基盤となる教養科目と専門基礎 教養科目区分と履修基準の見直しについては、平成17年度から従来の分野別科目
科目を重視した実施体制を構築する。 科目を重視した実施体制を構築する。 を分野を超えて学習する分野別教養科目と専門の基礎となるべき分野別基礎科目に

分けた。平成19年度には学部によっては専門科目の一部を分野別基礎科目に移行し、
４年一貫教育の実現を図った。

年度計画は、継続的な課題になっている。中期計画はおおむね進行した。

【110】 【110-1】
③ 教養教育体制、教育内容の管理・評 ○ ＪＡＢＥＥに関連して教養科目につ JABEEのため、今年度後学期分答案用紙の統一的使用を奨励し、学部とセンター
価体制を見直し、JABEE認定可能なレベ いての書類の受付、整理、保管(電子化) 間での協力体制の維持に努めた。
ルに整備する。 を効率的に実施するための事務管理の体 成績関連資料の電子的保管を効率的に実施するためのシステム整備と事務管理体

制を、関連学部と協力して整備する。 制の整備を、関連学部との連携のもとで行った。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【111】 【111-1】
［教育設備等の活用・整備］ ［教育設備等の活用・整備］ Eラーニングシステムの利用者を拡大するため、各学部で利用講習会を開催した。
④ 情報通信環境を整備し、シラバスや ○ 情報通信環境を整備し、シラバスや 英語学習室を理学部棟に開設し、30台のPCを導入し、その後、学生学習室の30台を
教育資料を電子化するとともに、ＩＴ機 教育資料を電子化するとともに、ＩＴ機 加えて60台そろえた。教育改善経費を用いて、授業に必要な設備（プロジェクター、
器や情報システムを利用した効果的授業 器や情報システムを利用した効果的授業 スクリーンなど）を整備した。
の開発・普及や教養教育のe-learningシ の開発・普及や教養教育のe-learningシ
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ステムの整備を図る。 ステムの整備を図る。 TV会議システムは農学部100番教室の１セットを更新した。同システムは計画的

に更新しており、授業での活用がさらに進んでいる。VCSの授業への活用として、S
CSを介して農学部が５連合大学院による連合一般ゼミナールを前期・後期、10月か
ら工学部専門科目「電気回路演習」などを開講している。急遽決まった建物改修工
事の影響で、当初計画（３組更新）の達成はできなかった。

利用実績は、平成16年度45回。平成17年度74回。平成18年度125回。平成19年度1
14回。利用回数が増えている理由は、平成17年度がSCSセミナーの配信利用。平成1
8年度が授業本数の増加。平成19年度の減少は、平成18年度に実施した授業が開講
されなかったことや改修工事の影響による。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【112】 【112-1】
⑤ 学生の自律的学習を支援するプログ ○ 学生の自律的学習を支援するプログ IT基盤センター計算機システムについては、夏季休暇を中心に、授業等への影響
ラムを支える諸施設を整備充実する。 ラムを支える諸施設を整備充実する。 が極力少なくなるように最適化作業（端末の立ち上げ速度の向上、ソフトの取捨選

択、安定性の向上など）を進めた。教務情報ポータルシステムについては、センタ
ーが技術面・運用面でのサポートを行っており、卒研着手判定モジュールの追加（工
学部技術部が開発）や、シラバス公開環境の整備などを進めた。

教養教育における教育用パソコンの利活用を促進するため、共通学生学習室設置
の教育用パソコンを英語学習室に移設した。さらに、増加する端末室を限られた人
員で管理するため、遠隔監視システム及びICカード入退システムを増強した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【113】 【113-1】
［連携した教育］ ［連携した教育］ 教養科目の公開講座化を進め、人文系11科目、社会系9科目、自然系10科目、総
⑥ 授業を積極的に公開する。 ○ 教養科目の公開講座化を引き続き、 合系15科目、合計45科目を公開した。受講者は合計103名であった。

積極的に進めていく。
年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【114】 【114-1】
⑦ 社会人、専門職業人を活用した教育 ○ 総合科目を中心にして、社会人・専 社会人・専門職業人を活用した講義としては、総合科目において、キャリア教育、
を行う。 門職業人を活用した講義を一定程度開講 社会人としての一般常識を身につける、自己を見つめ深める、などの内容で社会人

する。 ・専門職業人を非常勤講師として5本開講した。受講者も多く、また、今年度の推
奨授業候補として推薦も受けた。成果は上がっている。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【115】 【115-1】
［教育の質の改善］ ［教育の質の改善］ 今年度より、点検評価部が中心となって授業アンケートの大幅改訂を実施した。
⑧ 教養教育に関する点検評価システム ○ 点検評価のフィードバックのシステ 新システムでは教員の自己点検評価を数値化し、公開した（学内限定）。集計報告
を充実し、評価結果をフィードバックし ム化を図り、その要項を定める。 も公開し、それらの分析も行った。FD研究会（専門部会FDおよび全学FD）で満足度
て改善に資する。 の高い授業をテーマにとりあげた。出席者は70名弱であった。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【116】 【116-1】
○学士課程 ○学士課程 教育学部では、それぞれの課程の見直しを議論してきた。その中でとくに人間環
［教育実施体制］ ［教育実施体制］ 境教育課程の見直しが議論され、具体的な改編案を模索している。具体的には心理
① 学内の各教育組織の見直しを行うと ○ 学内の各教育組織の見直しを行うと コースを学校教育教員養成課程に移すことが議論されている。
ともに、教職員の教育への適切な配置を ともに、教職員の教育への適切な配置を
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促進する。 促進する。 理学部では、各コースにおいて教務委員を中心に、担当教養科目、専門基礎科目、

標準科目、発展科目の確認を行い、FDの結果も考慮し、教員間での負担が偏らない
ように授業担当教員を決定した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【117】 【117-1】
② 対応する分野で、順次、JABEE認定に ○ 対応する分野で、順次、ＪＡＢＥＥ 工学部の６学科でJABEEに準じて学習・教育目標と開講科目を対応づけた。この
対応可能な教育体制を構築する。 認定に対応可能な教育体制を構築する。 ことにより、全学科をJABEE基準とすることとなった。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【118】 【118-1】
③ 担任制の充実に努める。不登校学生 ○ 担任制により、学生の学業や生活に 人文学部では担任マニュアルを策定し、それに基づいて指導を行っている。不登
や単位取得不足学生に対する教育・相談 関する相談・指導体制を整え、不登校学 校学生や取得単位が規定の必要単位数に達していない学生をリストアップし、1、2
体制を整備する。 生（科目未登録学生を含む）や単位取得 年は主題別ゼミナールの指導教員に対して、また、3年以上は各専門演習の指導教

不足学生に対するきめ細かな教育支援が 員が面談、指導を行った。また、学生委員会では、こうした学生が、指導の結果、
行われているかどうか点検し、必要な改 既定の単位を取得したかどうかを、3月に追跡調査した。
善策を検討する。

教育学部では、年度初めに、各教室で学年毎に全般的な指導を行ない、さらに担
任教員が必要に応じて面接で学生個人の状況を把握するように努めた。今年度は、
特に、大学の状況に慣れていない１年生に格段の配慮がなされて７割ほどの教室で
面接を実施し、学生の現状を押さえて指導した、１年生の主題別ゼミナールを担任
教員が担当して日常的な問題の相談に対応した、また、気が緩みがちな２年生に対
しても授業・実験・実習の際に指導がなされている。３・４年生にはゼミや就職・
進学ガイダンスの機会に担任および指導教員を通して支援が行われている。
今年度は、担任および指導教員による学生指導が全般的に浸透してきたと判断でき
る．それは、今年度の退学者数が例年よりも少ないこと、教員採用試験の合格者数
が最近では最多の85名に達したことからも伺える。

工学部では、教員アドバイザー制度を実施した。入学時に１教員あたり4名程度
の１年生を割り当て、前期と後期に各1回面談し、学習や生活上の問題について、
適切な助言を与えた。アドバイザーは担任と連携して適切な対策を実施する。面談
結果を記録・報告する書式を定めている。特に、後期の面談では各学生が前期の成
績データを入力したポートフォリオに基いて指導を行っている。

農学部では、教務委員会、学生委員会が中心になって年間スケジュールを作成し、
特に1年次生に対する履修相談・その他の助言体制を適切に運営している。常時開
設の何でも相談室は学生の間で評判がよく、相談件数以上の成果を上げている。オ
フィスアワー等の支援体制も、電子メール利用の連絡・相談等を含めて良好に機能
している。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【119】 【119-1】
④ ＦＤの改善と一層の充実を図り、Ｆ ○ ＦＤの改善と一層の充実を図り、Ｆ 全学部で多様なFDを実施体制を構築し、実施して教員の研修を推進した。
Ｄによって新採用教員と現職教員の研修 Ｄによって新採用教員と現職教員の研修
を推進する。 を推進する。 人文学部では、教員集団別FDの報告書により要望を取りまとめた。そこでは、有

意義でお互いに得るものが多い、業務としてのプライオリティーを高めるべきだと
いった意見が多く出された。

教育学部は、新たに新設されコミュニケーション力育成のための中核となる授業
『ことばの力実践演習』に関わる授業内容の標準化、評価内容および基準などにつ
いてのFDを昨年度から継続的に実施（今年度は４回）している。
11月に授業アンケートにおいて学生からの指摘の多かった「板書の仕方について」
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のFDを実施した。出席者は101名。文字指導の専門家を講師としてのFDである。

年度計画を達成した。

【119-2】
○ カリキュラム、シラバス作成に全教 理学部では、本年度は専門科目４科目についてピアレビューを実施した。
員が携わり、授業及び成績評価において ６月開催の教学点検委員会において、今年度の授業参観実施要領を策定した。
全教員が絶えず情報交換をして問題点を （１）昨年度と同様コース単位で実施。
共有し、教授能力の向上と教育方法の改 （２）基礎的な科目を対象とする。
善を図る。ＦＤや研修会等への積極的参 （３）授業参観の報告書の書式を統一する。
加を図る。 これらをもとにFDを実施した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【120】 【120-1】
⑤ 分野間で授業内容の調整を行うため ○ 分野間で授業内容の調整を行うため 人文学部では、新カリキュラムを中心として分野間・科目間での授業内容を調整
のシステムを作り、科目間の統一性の確 のシステムを作り、科目間の統一性の確 する組織としては学部共通科目運営会議（学部共通科目ガイドラインの見直しを審
保や学際的テーマに対応できる柔軟な教 保や学際的テーマに対応できる柔軟な教 議）、学部共通科目専門部会（英語、英語以外の諸言語、インターンシップ）があ
育体制を整える。 育体制を整える。 り活動している。

人文コミュニケーション学科にはカリキュラム調整会議がありコースを越えた全
学科的な課題の検討や解決に取り組んだ。

教育学部では、昨年度に引き続き、平成18年度FDでの意見交換を参考にし、教科
教育と教科専門の連携融合の成果の確認と新たな教科教育と教科専門との連携融合
の可能性の検討を行った。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【121】 【121-1】
⑥ ＴＡ制度による、学習指導体制の強 ○ 学習指導体制の強化という視点から、 人文学部では、昨年度に引き続いて、TAの現状とニーズに関するアンケートやヒ
化を図るとともに、ＴＡの配備の仕方や 学部におけるＴＡの現状と教員・学生の アリングを行い、その利用にあたっての問題点の分析と、利用の拡大の方策につい
活用の改善を行う。 ニーズについて点検し、ＴＡの配備の仕 て、検討を行った。TAの利用については、予算面で制約がある他、アンケートや採

方や活用の改善を図る。 用状況の分析の結果、利用される授業が、毎年一定していることが明らかになった。

理学部では、実験系科目を中心にTAの活用を行い、学習指導体制の強化に効果的
であることが確認された。

数学・数理情報のコース長を中心に「数学相談室」と「プログラム相談室」を引
き続き開設した。大学院修士課程の学生をTAとして採用し、複数の授業科目に対応
した学習の相談室を定期的に開設することにより、学部生の数学、情報関連の基礎
知識を定着化させるとともに、大学院生の教育的なコミュニケーション能力の向上
を図った。

教育学部、工学部、農学部では、TAの報告書が提出され、その点検評価を行った。

年度計画を達成した。

【121-2】
○ ＴＡに対するガイダンスを実施する 工学部、農学部では、TAガイダンスを実施した。
とともに、教養教育シンポジウム及びＦ
Ｄ研究会への参加を要請する。 大学教育センターでは、TAガイダンス用マニュアル（学生用・教員用）を作成し、

関係者に配布した。同時に実施報告を義務付け、その教育効果の点検を行う体制も
作った。今年度の教養教育シンポジウムとFD研究会に学生の参加を要請した。
TA実施報告書の返却を待って、点検をおこなう。
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年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【122】 【122-1】
［教育設備等の活用・整備］ ［教育設備等の活用・整備］ 人文学部では、新入生にアンケートをおこないそれをもとに「人文学部情報処理
⑦ 授業の電子化等を図り、情報メディ ○ 授業の電子化等を図り、情報メディ 能力スタンダード（情報処理概論向け）」を策定した。また、情報機器を利用した
アを利用した多様な授業形態に対応す アを利用した多様な授業形態に対応す 教育の効果的配置について検討した。
る。 る。 人文学部情報処理能力スタンダード策定に向けてのアンケート調査の分析作業の

結果以下の点が明らかになった。
①今年度入学者のほぼ全員（99.3％）がパソコン経験を有する。
②使用経験のあるソフトは多岐にわたり、学生個人によって経験・スキルに差があ
る。
③半数以上の学生が、自分個人で利用するパソコンを所有しており、そのうちイン
ターネット利用が可能な環境が70％を超えている。
④情報関連の検定・資格を取得している学生が（前年度調査と比較して）増えてい
る。また、資 格取得を希望している学生も増えている。（全体数から見ると決
して多くない）
⑤パソコン操作に対するスキルの自己評価データから、新入生は基本ソフトの操作
能力の必要・重要性を前年度の学生より強く感じていると考えられる。その結果、
パソコン関連授業やパソコン使用に対する意欲の高さが反映されている。また、情
報セキュリティ知識に対する意識も高いと考えられる。
⑥大学生活だけでなく社会人になってからも役立つパソコンスキルを身に付けたい
という要望もある。

こうした分析結果から情報処理能力スタンダードとして以下の２点が柱となるこ
とが判明した。
①大学生活（勉学、研究、就職活動など）をサポートする最低限のパソコン知識・
スキルを身に付ける。
②情報セキュリティに関する基本知識・態度を身に付ける。

平成19年度には新たに「博物館と映像表現」、「文化遺産情報処理基礎論＆電子
プレゼンテーション論」、「文化遺産情報処理基礎論＆ネットワーク論」を開講し
た。

「アンケート調査の集計・分析や情報機器の操作能力を向上させるパソコン入門
・2単位」や「エクセルを活用した社会調査関係の演習」を配置した。

教育学部では「学区の中にある宝物-茨城県総博物館計画-」というタイトルのも
とにhttp://eye.edu.ibaraki.ac.jp/portaldb/で公開を開始した。
「植物観察システム」についても、コンテンツの充実を図り、試行版を公開した（h
ttp://biobio.edu.ibaraki.ac.jp/index.html）。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【123】 【123-1】
⑧ バーチャルキャンパスシステムやイ ○ 新ネットワークを安定かつ安全に運 IT基盤センターでは、平成19年3月にレンタル導入したネットワークシステムに
ンターネットを改善整備し、３キャンパ 用すると共に、キャンパス間接続サービ ついては、当初、ネットワーク認証に対するトラブルが多くみられ、その対応をし
ス間での効果的な教育の実施を図る。 スの改善調査を行う。また、バーチャル て安定運用に移行した。キャンパス間接続については、5月に、日立、水戸、阿見

キャンパスによる効果的遠隔授業の実施 キャンパス間の相互接続を100MBから1GBに、広域水圏センターとの接続を2MBから1
を支援する。 0MBに増強した。また、本部事務棟、農学部講義棟、附属中学校、附属小学校、附

属幼稚園などのネットワーク整備（ケーブル敷設や設定変更等）を実施した。
バーチャルキャンパスについては、運用支援を実施すると共に、日本原子力研究

開発機構、連合農学研究科、ICAS、４大学連携大学院等の遠隔講義システムについ
て、技術相談と導入に対応した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【124】 【124-1】
⑨ 教材や学習指導法等に関する開発を ○ 一般教員がＥラーニングシステム(学 大学教育センターでは、学習管理システム講習会を各学部で開催した。今後定期
支援するシステムを構築する。 習管理システム)を用いた教材開発を行 的に開催することで教材開発の支援体制を構築した。また、上記システムの利用向

う際に、十分な技術的支援を実施できる 上を目指すため、FAQと利用マニュアルを作成し、HPに掲載した。特色GP予算で技
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運用体制の構築を目指す。 術補佐員を2名雇用し支援体制を充実した。さらにeラーニングの普及をめざすため

に、自然系専門部会の下に「eラーニング推進ワーキンググループ」を設置した。
システムを利用している教員は約50名、93科目である。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【125】 【125-1】 図書館情報ガイダンスや授業を全学部対象に行った。
⑩ 図書館における情報リテラシー教育 ○ 図書館における情報リテラシー教育
の充実・強化を図る。 の充実・強化を図る。 内容は、IT基盤センターのネットワーク及びパソコンを使用しての、OPAC検索等

の指導である。実施結果はホームページで報告。
http://www.lib.ibaraki.ac.jp/literacy/2007/07kekka/07kekka.html

ガイダンス終了後の学生アンケートによると、概ね理解と好評を得ているが、よ
り早い時期に実施してほしいという希望があったので、次年度に改善することとし
た。

懸案であった工・農学部の情報リテラシー教育の充実に関して、農学部の全面的
な理解と協力のもとに、新入生はもとより２年生以上の学生に対するガイダンスを
効果的に実施できた。工学部に関しても、来年度から履修ガイダンス等で新入生全
員に対して実施予定である。

上級的なリテラシー活動では、４年生・院生を対象として、電子ジャーナル入門
と文献の検索・論文入手法の講習会を工学部分館として初めて実施した。また外部
インストラクターによる電子ジャーナル（ScienceDirect）講習会を実施し、多数
の参加者があった。

教員の要請に基づいて、適切にテキストの充実をはかり、期待に応えることがで
きた。資料：http://www.lib.ibaraki.ac.jp/literacy/2007/07kekka/07kekka.html

年度計画を達成した。中期計画は進んだ。

【126】 【126-1】
［連携した教育］ ［連携した教育］ 単位互換協定の更なる活用を図るため、本学ホームページに情報を掲載し、一般
⑪ 他大学との単位互換協定の締結や放 ○ 他大学等との単位互換状況の検証を 向けの広報の充実に加え、本学学生への情報提供も充実させた。具体的には、本学
送大学の活用等を進め、多様な履修機会 行い、その活用課題を整理し、協定を見 ホームページの在学生向けページに単位互換案内記事を掲載した。
の提供を行う。 直す。 平成19年度は、茨城キリスト教大学へ11名、放送大学へ1名の学生を派遣してい

る。茨城工業高等専門学校から工学部へ23名、福島工業高等専門学校から工学部へ
12名の学生を受け入れている。

年度計画を達成した。中期計画はおおむね進んでいる。

【127】 【127-1】
⑫ 大学の授業を高校生に受講させる機 ○ 大学の授業を高校生に受講させる機 模擬授業及びプレカレッジ講座の授業科目一覧を本学ホームページ上に掲載し、
会を設けるなど、高大連携教育を推進す 会を設けるなど、高大連携教育を推進す 高等学校への情報を積極的に提供し、出前授業等を実施している。今年度において
る。 る。 はプレカレッジ講座及び模擬授業で、58校へ延べ155名の教員を派遣した。なお、

高校生向け公開講座を４本開講し、公開授業も合わせて52名の高校生が受講した。

教育学部では、34の模擬授業（出前授業）と17の公開授業において高大連携教育
実施状況調査書を課し、点検・改善に行かした。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【128】 【128-1】
［教育の質の改善］ ［教育の質の改善］ 全学部で学生による授業アンケートを実施し、教員にフィードバックして組織的
⑬ 学生による授業評価と教員による教 ○ 学生による授業評価と教員による教 な改善へ導く体制を継続した。平成19年度は２回目の教育改善評価を実施した。評
育評価を総合的に分析して、改善策を立 育評価を総合的に分析して、改善策を立 価報告書は６月に学長に提出される。
案・実施するシステムを構築する。 案・実施するシステムを構築する。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。
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【129】 【129-1】
○大学院課程 ○大学院課程 実績は、年度計画【102-1】の「計画の進捗状況」参照。
［教育実施体制］ ［教育実施体制］
① 専攻間で共通的授業内容の調整を行 ○ 専攻・専修間で連携して、学際的テ 年度計画を達成した。
うためのシステムを作り、学際的テーマ ーマに対応できる柔軟な教育・研究指導
に対応できる柔軟な教育体制を整え を行う。
る。

【129-2】
○ 授業の系統図を専攻・分野ごとにと 理工学研究科・理学系では、平成19年度の学期始めに、専攻毎に取りまとめた「授
りまとめると共に学際的なテーマに対応 業の系統図」を「大学院学生便覧」とともに配布して説明を行った。また、平成21
した授業の可能性について検討を行う。 年度改組に向けて、系（分野）毎の「授業の系統図」の取り纏めを引き続き検討し

ている。学際的なテーマに対応した授業として、学際的テーマを扱う「先端科学ト
ピックス」をより充実させるために、バーチャル・キャンパス・システムを使った
「イブニングセミナー」の聴講も可能として実施した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【129-3】
○ 専攻間において共通的授業を行うた 理工学研究科・工学系では各専攻のカリキュラム系統図やコースツリーを作成
めのシステム作りを行う。 し、これを基に共通授業について議論を進めた。平成19年度は、共通科目、「工学

特論」、「工学部特別講義」として実施を進めた。特に、「工学部特別講義」では12
科目以上開講されている。特別講義等が増えているなど、共通科目が充実し前進し
た。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【130】 【130-1】
② ＲＡ制度の活用により、第一線の研 ○ ＲＡが有効に活用されたかをチェッ 理工学研究科では、19年度に34名採用した。
究活動に触れさせ、研究教育を効果的に クする方策を検討する。報告会の開催及
行う。 び報告集の作成を検討する。 平成16～19年度の修了生のうち、RAを受給した学生は、それぞれ、7名、9名、4名、

16名であった。受給した学生の合計学術誌論文数は165編であり、RAの研究活動は
活発に行われている。

平成19年度もRA実施報告書をチェックし、研究成果を確認した。

【131】 【131-1】
［教育設備等の活用・整備］ ［教育設備等の活用・整備］ 平成19年度研究推進経費による核磁気共鳴装置のデータ処理システムの更新が認
③ 先端科学技術に関する教育・研究支 ○ 先端科学技術に関する教育・研究支 められ、更新した。
援拠点を整備し、高度の各種分析機器を 援拠点を整備し、高度の各種分析機器を ・運営費により液体窒素自動供給装置の保守点検を行った。
効率的に管理・運用し、共同利用の推進 効率的に管理・運用し、共同利用の推進 ・平成19年度研究設備維持費によりICP室空調機器を修理した。
と測定サービス等の充実に努める。 と測定サービス等の充実に努める。 ・職員による核磁気共鳴装置、元素分析装置、EDX付走査電子顕微鏡を用いた依頼

分析を、それぞれ394件、59件（内学外者2件）、2件（内学外者1件）行った。また、
専門委員による利用講習会を9回開催した。

今年度試行中の「化学系研究設備有効活用ネットワークの構築」事業を通じて元
素分析の分析依頼が初めてあり、依頼分析を実施した。

遺伝子実験施設としてDNAシークエンスの受託分析を多数行った。多様なバイオ
教育支援を実施した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【132】 【132-1】
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［連携した教育］ ［連携した教育］ 工学特別講義や先端科学トピックスを継続して実施し、最先端技術に関する話題
④ 魅力あるカリキュラムを構築するた ○ 近隣大学及び研究機関との連携を引 や、ものづくりの実務に深く関わる話題にふれる機会を提供した。工学特別講義や
め、近隣大学及び研究機関との連携を推 き続き推進し、カリキュラムの内容充実 先端科学トピックスの多くは、本学に隣接する日本原子力研究開発機構などの研究
進し、単位互換制度、連合大学院制度、 を図る。 機関や、日立製作所などの先端的製造業所属の講師によって担われている。また「も
連携大学院制度の積極的利用を図る。 のづくり技術と経営」をテーマに、７大学大学院合同セミナーを例年通り実施し、

大学院生を対象に近隣大学の最先端の研究成果に触れる機会を設けた。

年度計画を達成した。

【132-2】
○ 四大学大学院連携について、進行中 四大学大学院連携については、ITスペシャリスト育成プログラムから教育を開始
のプロジェクトを着実に実施するととも し、８月、９月に「リアルタイムOSとリアルタイムプログラミング」を集中講義形
に、さらに連携を深める具体的なプログ 式で(LSI/IT特別コースと共同)実施した。この授業コンテンツは、他の３大学にも
ラムを検討する。また、引き続き筑波大 提供された。四大学大学院連携は、茨城大、宇都宮大、群馬大、埼玉大の理工学系
学、県立医療大学等の大学との単位互換 の大学院の連携で、平成20年４月には、四大学大学院に「人間創生情報学コース」
の可能性について検討する。 を開設し、携帯端末などの小型化が著しい電子機器用の組み込みソフトウェアに関

する高度なIT技術者を共同で養成する。

近隣の他大学との単位互換については、茨城キリスト教大学以外については派遣
・受け入れの実績がないという問題があったが、筑波大との単位互換については、
筑波大の改組にともない協定の見直しが必要となったことから、これを機会に実績
のあがる新しい連携手法の議論を共同で進めることなった。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【133】 【133-1】
⑤ 茨城大学・宇都宮大学・東京農工大 ○ 茨城大学・宇都宮大学・東京農工大 教員資格判定基準について、各構成大学の判定基準を基に見直すこととした。連
学で構成される連合農学研究科による教 学で構成される連合農学研究科における 合農学研究科として、「体系的博士農学教育の構築」のプログラムを大学院教育改
育研究体制を継続し、将来のあり方につ ３大学の連携を強化するとともに、教育 革支援プログラムに応募し採択された。キャリアパス支援センターに関する業務を
いても積極的に検討する。 研究体制の改善・充実を図る。 開始した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【134】 【134-1】
⑥ 社会人学生のための指導体制を整備 ○ 社会人大学院生への指導方法を改善 教育学研究科では、11月から12月にかけて現職派遣大学院生修了生12名の勤務先
する。 し、実施体制を整備する。 に赴き、教育学研究科の研究指導方法等について聞き取りアンケート調査を実施し

た。かなりよい評価が得られた。また、研究指導方法の質的側面は自由回答方式で
聞き取りをした。その結果、自由な(考える)時間があったこと、自由な討論ができ
たこと、大学教員や他専攻・専修の派遣教員とのつながりができたことを高く評価
していた。全専攻必修のオムニバス的授業に対しては評価が低いことを心配したが、
予想に反して高い評価であった。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【135】 【135-1】 全研究科で教育・指導の点検評価を行う体制が整備された。
［教育の質の改善］ ［教育の質の改善］
⑦ 授業の在り方や研究指導、学位認定 ○ 授業の在り方や研究指導、学位認定 教育学研究科では、授業のありかたや研究指導、学位認定などについて点検を行
などについて点検を行うシステムを充実 などについて点検を行う体制を整備す なう体制として、大学院専門委員会内部に「大学院自己点検評価ワーキンググルー
し、教育の質の改善を図る。 る。 プ」（6名）を設置した。研究指導の点検に関しては、平成18年度委員会が策定し

た研究指導計画届制度に基づき、全正副指導教員が5月に研究指導計画を提出し、
これを同ワーキンググループはじめ大学院専門委員全員で点検した。
学位の認定基準と学位論文の評価方法を、平成20年度大学院履修要項に明文化する
こととした。学位論文には特定課題の研究成果に加えて、学校教育・教科教育との
関連を考察した副論文をつけることとした。

農学研究科では、19年度の授業アンケートが全授業で実施された。教員による授
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業評価も実施した。授業アンケートに対して各教員は授業評価を行ない自己点検と
改善に努めた。授業アンケートのうち先端農学基礎科目（６科目分）は過去３年分
が全教員に配信され、FD「先端農学基礎科目の進め方を考える」の資料として活用
された。これにより、各科目間での授業方法や成績評価方法の差が認識され、先端
農学基礎科目代表者会議と科目担当者会議を通じて研究科内で統一していく方向で
議論が進んだ。また、教務委員会により先端農学基礎科目のガイドラインも策定さ
れ、大学院教育の質の向上が図られた。

年度計画を達成した。

【135-2】 理工学研究科・工学系では、専攻の教育点検報告書の標準フォーマットを作成し
○ 教員の教授能力の開発と教育方法の た。全専攻に対して、教育点検の結果を、このフォーマットに準じて作成するよう
研究・工夫をさらに図るため、ＦＤ活動 に求めた。各専攻から提出された報告書を教育改善委員会で分担してチェックし、
を継続して進める。 各専攻で正しく教育点検評価が行なわれていることを確認した。今年度は、特に特

別実験・特別演習の実施内容について詳しく調査を行い、抽出された問題点を教育
制度改革委員会につたえ、改善策の検討を依頼した。

農学研究科では、農学部中期計画委員会の中にFD委員会を設置し、学部FDと共通
でFD研修会を４回実施した。
第１回（参加者30人）現代GPセミナー2007「農学部教育研究と地域連携についてー
アメリカにおけるAgroecologyの展開から地域連携を考えるー」
第２回（参加者20人）「茨城大学の教養教育改革と方向性」
第３回（参加者20人）「自然系基礎教育専門部会FD」
第４回（参加者12人）「先端農学基礎科目の進め方を考える」を実施した。
FD活動の講演、事例紹介、意見交換等を通じて、教員間での問題意識の共有と教育
方法の研究・工夫に様々な可能性があることが認識できた。授業方法として参考と
なる取組みとして、双方向型や課題解決型の学生が主体的に参加できる授業形態が
紹介され、学生からも意欲的に取り組めるとの報告があり、総体的に判断すると教
員の教授能力の開発と教育方法の研究・工夫をが各教員の努力によりさらに図られ
た。成果は順調にあがっている。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

④ 学生への支援に関する目標

中 ［相談・助言・支援］
期 ① 多様な学生の要請に対応し、学生に対する学習・生活・相談等の支援・サービス機能の向上と、指導体制の整備を図り、組織的・総合的な学生支援を推進する
目 とともに、点検評価を行ってその改善に努める。
標 ② 学生への経済的支援を推進する。

③ 学生の身体的・精神的健康の維持と増進を図る。
④ キャンパス環境の向上を図る。
⑤ 課外活動への支援を強化する。
［就職支援］
⑥ 学生の就職支援を推進し、職業観を涵養し、就職意識を啓発する活動を行う。
［留学生・社会人支援］
⑦ 留学生に対する支援制度の充実を図る。
⑧ 社会人学生の学習に特別の配慮をし、修学を容易にする方策をとる。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【136】 【136-1】
［相談・助言・支援］ ［相談・助言・支援］ 平成20年1月、学生センターが竣工したことにより、１号館中庭の改修を行ない、
① 水戸キャンパスには学生サービスの ○ 平成１８年度に立てた「学生サービ 学生の憩いや交流のためのライトコートとして活用を図った。
センターを整備し、日立と阿見キャンパ スセンター」の整備計画に基づき、学生 日立地区（工学部）及び阿見地区（農学部）の事務部学務係を学生センター分室と
スにはその分室を整備して学生サービス のための共有スペースを設けるため共通 して位置づけ、水戸地区学生センター（学務部・各センター）との密接な連携のも
を総合的に行う。学生支援業務の点検評 教育棟１号館中庭の改修工事を行う。 と、３キャンパス同質のサービス提供ができることになった。
価を行って、学生サービスの改善に資す
る。 日立キャンパスでは、年度当初に在学高学年生による2年次生へのサポート（ピ

アサポート）を行い、学生サービスを分かりやすく周知させた。主なピアサポート
内容は、教室等の場所案内、サークル紹介、車の入構や登録手続き、各種証明書の
提出先案内、日立キャンパス近辺の案内などである。

年度計画を達成した。

【136-2】
○ 水戸地区学務事務の一元化を検討し、 学生センター設置のための改修工事が１月末に竣工し、共通教育棟１号館に学生
学生サービスを考慮した体制を整える。 生活課と学生就職支援センターが移動したことにより、入学課を除く学務部事務の

窓口と大学教育センター、留学生センター、学生就職支援センターの３センターが
１号館にまとまり、学生にとって利用しやすい環境となった。さらに、教務情報ポ
ータルシステム運用により学務部と各学部の学務事務との連携が図れた。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【137】 【137-1】
② 学生の学習室及び交流室のスペース ○ 学生の学習室及び交流室のスペース 人文・教育・理学・工学の大型改修工事に合わせて全学共通スペースを創出し、
を充実し、教室・実験室等の環境の整備 を充実し、教室・実験室等の環境の整備 学習室や交流室とした。又、重点的に教室・実験室の整備も行った。
充実を進め、学習環境の向上を図る。さ 充実を進め、学習環境の向上を図る。さ
らに、学生用図書を充実するとともに、 らに、学生用図書を充実するとともに、 工学部（日立キャンパス）では、多賀工業会館の増築により、学生用スペースが
図書館や学習室等の利用時間を延長す 図書館や学習室等の利用時間を延長す 確保される見込みになった。
る。 る。

農学部（阿見キャンパス）では、農場実習を終えた学生が泥の付いたままで研究
棟へ入るのを防止するため、洗浄施設が新設された。
教室では電子プロジェクターの設置が行われた。パソコン10台分の更新が実施され
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供用された。図書館では閲覧室・自習室の椅子50客が更新され、学生に対する勉学
環境の向上に資した。

学生用図書購入予算の有効活用のため、本年度はじめて学生主体の選書を試行し
た。実施回数２回、参加人数９名、選書冊数約70冊。選書した図書の展示を１月下
旬から実施した。留学交流課から、留学生用図書費10万円が移行された。留学生担
当教員に依頼して選書をおこなった。

20年度シラバス情報（教養教育）により、教科書や参考書を年度内に発注・受入
を行った。20年度シラバス情報（専門教育）についても、入力が終了した学部から
データ提供を受け、発注・受入を行い利用に供する。
4月から開館時間を1時間延長し、閲覧、パソコン利用の利便性を拡大した。

平成19年度の利用者は、319,350人にとどまり、前年度に比べて1.8％（6,021人）
の減少となった。開館時間を夜間１時間延長したことによる直接の効果は見られな
かった。しかし、試験期間の平均利用者はおよそ2,000人であり、授業のある平日
の平均利用者1,600人に比べておよそ400人増となり、試験期間など学生が学習の場
を必要とする時は、開館時間を延長することで、効果的に学習環境を提供できた。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【138】 【138-1】
③ 学務情報の総合的管理と利便性の向 ○ ＩＣカード化された学生証により学 本年度も全学年を対象に健康診断証明書の自動発行を行なった。平成19年度の健
上のため、学生証のＩＣカード化を図る。生の健康診断証明書の自動発行を行う。 康診断書の発行部数は5,610枚である。

自動発行したことにより、学生はICカードを用いて、自動発行機から健康診断証
明書を受け取ることができるようになった。また、従来、手書きで発行していたた
め、事務的作業は膨大であったが、自動発行により保健管理センター看護師の事務
的負担が軽減された。

学生定期健康診断におけるICカードを用いて測定機器からの自動入力システムに
ついて、IT基盤センター、徳島大学保健管理センターと共同研究をおこない、自動
入力ソフトおよびデータベースソフトを開発した。平成19年度は、水戸キャンパス
と阿見キャンパスにおいてシステムを試行した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【139】 【139-1】
④ 奨学制度を学生へ周知し、各種の奨 ○ 平成１８年度に引き続き、本学独自 ①平成19年度は、「授業料免除制度に関するWG」からの答申に基づき、論点１（学
学金制度の利用を拡大するとともに、勉 の学生の経済支援策について検討を進め 業成績優秀者に対する授業料免除）及び論点２（授業料免除は半額免除を基本とす
学意欲の高い学生に対する経済的支援の る。 る）について、平成20年度から実施すべく、中央学生委員会で検討を進めた。
充実に努める。 ④平成18年度に引き続き、寺島薬局株式会社からの寄附により、12名の学生に対す

る給付奨学金制度を実施した。
⑤日本学生支援機構の奨学金および地方公共団体他の奨学金について本学のホーム
ページに掲載し、周知を図っている。
⑥留学生に対しては、社会連携事業会で400万円の予算を確保して、10名に学費補
助を実施した。留学生については、その他の各種奨学制度により45名が奨学金を受
給した。

年度計画をおおむね達成した。

【139-2】
○ 平成１８年度に引き続き、学生ポー 本学ホームページにある奨学金制度には、携帯端末からもアクセスでき、また現
タルシステムと本学ホームページ奨学金 在、学生ポータルシステムから奨学金制度にもリンクされるので、特に携帯端末と
制度の携帯端末とリンクさせる。 ポータルシステムとのリンクは不要となった。

在学中の留学生が利用できる奨学金制度等に関する情報を、留学交流課の掲示板、
留学生センターのホームページ、およびメーリングリストを利用して随時周知した。
メーリングリストは後学期になって利用が可能になり、教職員がメーリングリスト
をより頻繁に利用するようになり、情報の周知を迅速化できた。
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年度計画の目的はおおむね達成した。中期計画は進んでいる。

【140】 【140-1】
⑤ 学生の身体的・精神的健康の維持と ⑥ 学生の身体的・精神的健康の維持と 茨大なんでも相談室を運営し、適時適切な相談に対応する体制を組んでいる。
増進を図るとともに、精神衛生やセクシ 増進を図るとともに、精神衛生やセクシ 相談件数は水戸地区で1,010件、日立地区で170件、阿見地区で42件となっている。
ュアル・ハラスメントなどに係わる相談 ュアル・ハラスメントなどに係わる相談 水戸地区には専任のインテーカーを配置した。また、インテーカーや相談員を学生
体制をより充実する。 体制をより充実する。 相談研修会を始めとする研修会に派遣し、知識技能等の修得に努めさせた。

３キャンパスのインテーカーと教育担当副学長との懇談会を実施し、情報交換を行
った。

学生相談センター運営委員会を開催し、各学部の学生相談に対する取り組みや三
地区の相談室の相談状況等についての情報交換等を行った。また学生支援GPへの取
り組み等について意見交換を行った。

学生相談の方策等について学ぶことを目的とした研修会を10月に実施した。

阿見キャンパスでは、内科医が毎月1回相談に応じていて、4月から1月までに26
人の相談があった。また、臨床心理士のカウンセラーが月に2回相談に応じていて、
4月から1月までに71人の相談を受けている。カウンセラーの相談時間をもっと増や
して欲しいとの要望も出ている。精神科医の相談も月に1回行われていて4月から1
月までに11人の相談があった。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【141】 【141-1】
⑥ キャンパス内バリアフリー化や障害 ○ 建物の改修工事が行われる場合は、 障害者用施設設備の充実としては、学生センター設置工事において、バリアフリ
者用施設設備の充実を図り、障害のある バリアフリー化を推進し、学生のキャン ーを考慮した設計がなされ、障害がある学生等に対応した。（スロープ、障害者ト
学生が利用しやすい環境を整備する。 パスライフを向上させる。 イレの設置）

大型改修工事に合わせて、改修建物のバリアフリー化を実施した。歩道ペイント
により車いすスペースを確保した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【142】 【142-1】
⑦ 各種福利厚生施設の有効な利活用に ○ 福利厚生施設等の整備・充実を図る。①福利センター２階食堂（グリル）の厨房の床の劣化が激しいため、修繕を行った。
努め、施設の整備改善を図る。 ②大学生協から１階食堂の改修について依頼があり、現在大学と大学生協間で検討

している。
③多数の学生が利用している大学会館食堂ホールの衛生環境を向上させるため、網
戸の設置を行った。
④大学会館の耐震値が低いため、平成19年度補正予算において、耐震補強する予定
である。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【143】 【143-1】
⑧ 学生の課外活動を支援・助言し、課 ○ 学生の課外活動の支援を充実させ、 教育学部は、水戸市との連携協定のもとに小・中学校での教育ボランティア活動
外活動の活性化に努力するとともに、課 活性化を図るとともに、地域との連携を を継続している。今年度は、理科支援員として水戸市内の小学校へ学生を派遣した。
外活動に要する経費・施設の充実、表彰 支援する。 学生による各種の親睦的活動、学習活動、教育ボランティア活動に、教員が組織的
制度等の充実を図る。 に参画・支援することにより、主に学校教員を目指す多くの学生にとって、ともに

学ぶ意義や方法を体得させる効果があったといえる。また、自立し、自律的に振る
舞うことのできる社会人としての基礎を改めて学び直したことの効果は大きなもの
であったと考えられる。

学生によるC-mail（広報誌）やサークル紹介情報誌「Choice」の発行、サークル
リーダー研修会の実施、管弦楽団および吹奏楽団に対して楽器購入（約350万円）
などの支援をした。第56回関東甲信越大学体育大会の主管当番大学として、当初の
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目的を達成した。また、学外からのボランティアニーズと学生サークル等とのアレ
ンジを図り、学生の課外活動と地域との連携を支援した。(大道芸、落語研
究会、児童研究会等の老人ホーム他への派遣等)。社会連携事業会で実施した学生
地域参画プロジェクトの活動を支援した。課外活動で優秀な成績を得た学生の表彰
を行った。（学生表彰者：学術教育7項目11名、課外活動47項目119名、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ1項
目12名、その他5項目47名 合計189名）

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【144】 【144-1】
［就職支援］ ［就職支援］ １）水戸キャンパスでは、６月に１、２年次生対象に「就活での悩み」１月に「就
⑨ 就職相談体制の強化、就職先の開拓 ○ １年生からの就職ガイダンスを計画 職活動を知ろう！」を、日立キャンパスでは６月に１年次生対象に「学部での取り
や情報収集の提供などの就職活動に対す し、職業意識を涵養する。 組み方が進路を決める -学部時代の過ごし方 - 」を開催し、低学年から就職に対
る支援を行う。さらにインターンシップ する意識の涵養を図った。
講座や就職ガイダンスの充実を図り、職 ２）毎年12月東京ビッグサイトで開催される「就職EXPO」には３地区ともバスをチ
業観を涵養し、就職意識を啓発する活動 ャーターして学生を引率して就職に対する意識付けを行っている。今年度は４台（2
を行う。 00名）、㈱日経ディスコの協力で、東京ビックサイトで開催される合同企業説明会

へ本学の学生用に無料バス２台を出すことができた。これにより、東京で開催され
る合同企業説明会参加希望の学生のニーズをほぼ満たすことが出来た。
３）３年生向けの冊子「就職の手引き」を、６月に配布した。更に、学生達がこの
手引きを有効に活用するために、７月に今年度初めて「就職の手引き活用法・夏休
みの有効な過ごし方」というガイダンスを実施した。
４）今年度もNPO法人人材雇用協会の協力を得て、「就活 SWITCH ON CAFE]を実施、
35名が申し込んだ。４回の内２回は学内で、後の２回は学外で実施した。

年度計画を達成した。

【144-2】
○ 外部の専門機関に就職ガイダンスを 学生就職支援センター主催の就職ガイダンスを３キャンパスで合計57回実施し、
依頼し、学生に早期から就職への取り組 延べ5,019名が参加した。
み方の意識付けを行う。

リクルート、毎日コミュニケーションズ、日経ディスコなどの専門機関に就職ガ
イダンスの講師を依頼し、就職活動の具体的取り組みについて説明を行った。10月
に行われた２回のガイダンスの出席者数は190名と210名で大盛況であった。

【144-3】
○ 本学卒業生のうち、企業に就職して 各専攻から２名ずつの講師を紹介していただき「若手エンジニアリング特別講義」
いる者に業界研究に関するガイダンスを は、２月に開講した。講演では、ほとんどの講師の方が学生に対し、就職後はコミ
依頼する。 ュニケーション能力が必要であると主張され、コミュニケーション能力を養う教育

が重要であると感じられた。

主として本学卒業生が就職している企業75社を招いて学内合同企業説明会を２月
に３日間行った。参加学生の実人数は287人であった。ちなみに昨年度の学内合同
企業説明会の参加学生は延べ人数で250名であった。

年度計画を達成した。

【144-4】
○ 低学年から職業適性検査等を受検さ 平成19年度に実施された職務適正テスト（無料）（５月）やSPI試験（有料）（７
せ、自己分析、職業適性の自己発見につ 月と12月の２回）は主として３年次生向けとアナウンスされたので、１、２年次生
なげる。 の受験者は少数であったと思われる。

職務適性テストは、希望者が受験可能で、総人数102名で、昨年度の260名を大幅に
下回った。大多数は学部３年次生と思われる。SPI試験は、就職活動における入社
試験の一環なので学部３年生と院１年生で、２回の合計が66名で、昨年度の143名
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を大幅に下回った。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【145】 【145-1】
⑩ 卒業生へ大学院への社会人入学、研 ○ 同窓会および修了生との連携関係を 工学部から多賀工業会への情報提供／利用の合意を、学生へ周知した。この結果、
修生入学などによる卒業後の再教育の機 強化する。 住所変更などの卒業生に関する情報フィードバック機能が強化された。多賀工業会
会があることを積極的に周知するととも が推薦した卒業生による就職ガイダンスについては、11月に開催して51名の出席を
に同窓会を仲立ちとした卒業生との連携 得た。また、12月には多賀工業会と工学部の連携を更に強化するための協議を持ち、
協力関係を活発にする。 卒業生による就職ガイダンスの継続決定を確認すると共に、工学部オープンキャン

パス等と連動した多賀工業会の行事開催の考慮などに工学部と多賀工業会との連携
が強化される方向にある。

卒業生に対するアンケートは、各学科、専攻で行われている。ただし、全ての学
科、専攻で行われていない。いくつかの学科、専攻において平成18年度の外部アン
ケート（工学部全体）はFDの検討資料として利用されている。それ以外に、独自の
外部アンケートの実施、または実施予定の学科、専攻があり、JABEE目標の項目設
定に関して、卒業生や求人企業担当者の方々の意見を教育に反映させている。

年度計画を達成した。

【145-2】
○ 卒業生で企業勤務者と在学生の交流 平成15年度から始められた「卒業生50人と就職の話をする会」は平成20年１月開
会を実施する。 催の会で35回目を迎えた。平成19年度は第33回～第35回までの３回開催され、学生

の就職意識啓発を図った。
ゲストと学生が就職についてざっくばらんに話す機会を提供し、参加者には極め

て好評である。なお、この会の活動成果に関しては学生就職支援センターのHP、卒
業生50人と就職の話をする会に掲載。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【146】 【146-1】
［留学生・社会人支援］ ［留学生・社会人支援］ 新入留学生のオリエンテーションの際に、チューターと留学生との対面式及びチ
⑪ 留学生からの学業や生活に関する相 ○ 留学生の学習支援体制を充実すると ューター活動に関する説明会を行い、チューター活動をサポートした。水戸地区チ
談体制を強化し、カウンセリングや研究 ともに、学生チューターの指導・訓練を ューターのメーリングリストを作成し、ネットワークを構築して、留学生支援体制
指導体制を改善する。さらに、学生チュ 行い、留学生支援を実効あるものにする。の充実を図った。水戸、阿見、日立それぞれのキャンパスにおいて、チューター懇
ーターによる支援体制を点検し充実を図 談会を実施し、チューター制度と留学生支援体制について意見を交換した。チュー
るとともに、日本人学生との交流を活発 ター懇談会の出席者数は、水戸(教職員9名、チューター19名)、阿見(教職員19名、
に行う。 チューター4名、留学生4名)、日立(教職員13名、チューター8名)であった。

また、チューターに留学生行事への参加を積極的に呼びかけ、留学生と交流する機
会を増やした。

年度計画を達成した。

【146-2】
○ 主として日本人学生対象の「外国語 「外国語としての日本語教育基礎コース」を実施した。
としての日本語教育基礎コース」を平成 全く日本語に接触した経験のない留学生から、本学正規留学生同等までの多様な
１９年度実施する。 レベルやニーズに応えられるよう、カリキュラムを整え、教員ミーティング等を通

じて随時調整を図った。

年度計画を達成した。

【146-3】
○ 引き続き留学生の学業や生活に関す 留学生センターの専任教員２名が留学生の生活・勉学面でのサポートをするため
る相談体制を強化し、カウンセリングや に相談・指導に当たっている。それに加えて、４月には、保健管理センターの協力
指導体制の改善を図る。 を得て、新入留学生を対象にオリエンテーションを実施し、大学生活等に関するガ
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イダンスを行うとともに、生活の相談及び助言、留学生の健康問題などについて指
導した。また、センター教員２名が５月中旬に新入留学生全員を対象に個人面談を
実施し、個々人が抱えてる諸問題を聞き取りし、指導にあたった。さらに、「外国
人留学生のためのガイドブック」を日本語・英語・中国語・韓国語の４カ国語対応
で作成し、全留学生、チューター及び留学生指導教員に配布した。

留学生センター教員が中心となって、各学部の協力を得て「2007年度茨城大学留
学生のアンケート調査（日本語版と英語版）」を実施し、60％超えのアンケート回
収率を達成した。

年度計画を達成した。

【146-4】
○ ステューデント・アシスタント制度 中国人留学生１名と韓国人留学生１名が週に２回づつ、留学交流課にステューデ
の有効活用を図る。 ント・アシスタントとして勤務し、翻訳業務、留学生関連行事の企画、母国語によ

る相談業務の補助などにあたっている。
ステューデント・アシスタント制度が定着している。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【147】 【147-1】
⑫ 留学生と関連地域団体との交流を促 ○ 留学生と地域団体との交流の実施内 地域団体との交流として、水戸東ロータリークラブ主催の「心の交流会」(6月、
進し、日本文化理解のための教育の充実 容を検討し、更に活性化させて、留学生 46名)への参加、地域催事への参加、県内高校への留学生派遣(5月、10月4回、延べ
を図る。さらに、帰国後の支援を図る。 の日本理解の向上と地域住民の国際理解 17名)、及びホームステイ(12月、1月、延べ17名)の実施などを通して、留学生が地

に貢献する。 域住民と関わる機会を設け、日本人家庭などで日本の習慣や文化を学ぶなど、相互
交流や日本理解を促した。また、地域住民との交流会等(「11月、支援団体等18名、
留学生31名」、「12月(日立地区)支援団体等16名、留学生60名」、「2月(阿見地区)支
援団体等11名、留学生15名」、「2月(水戸地区)支援団体等23名、留学生22名」)を
開催し、留学生と地域団体との交流を活性化させ、地域住民の国際理解に努めた。
さらに、水戸市国際交流センターにおいては、財団法人水戸市国際交流協会の共催
で、日本語研修コースの成果発表会(2月)を催し、地域住民など50名以上の聴衆を
前に、3か国8名の留学生が自国の紹介などのテーマで発表をした。発表に対して活
発な質疑応答が行われ、留学生、日本人の相互理解に寄与できた。

年度計画を達成した。

【147-2】
○ 留学生の帰国後の支援を図る方策を 留学生の帰国後の支援として、平成19年度卒業予定者を対象に、進学・就職状況
引き続き検討する。 等調査を実施し、卒業後の進路状況及び連絡先の把握に努めた。また、留学交流課

と留学生センターが中心となり、本学の留学生の帰国後の支援策について検討した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【148】 【148-1】
⑬ 社会人学生への相談等に対応できる ○ 社会人学生への学習相談・支援を強 教育学研究科では、学習相談の体制と実施は、選修毎に整備され、行われている。
支援体制を整備する。 化する。 例えば、毎週の個別指導、社会人であることを活かしたテーマの選択、視野拡大と

研究意欲喚起のため各種研究会・学会参加の奨励がなされている。
人文学部では社会人が利用しやすい聴講制度について、前年度に引き続き調査を

行った。まず第一に、本学とほぼ同様の条件を持つ国立大学の人文系学部に対して
行ったアンケート調査の集計を行った。その結果、聴講制度について、積極的に整
備している大学はないことが判明し、本学独自の取り組みが必要であることを再認
識した。第二に、人文学部の聴講生（科目等履修生）に対して、ヒアリング形式の
アンケート調査を、前年度に引き続き実施した。その結果、昨年度とほぼ同様の問
題点（広報が十分ではないこと、開講と入学許可との間にタイム・ラグがあること、
検定料・入学料・授業料が高額であることなど）のほか、ガイダンスがないので、
図書館・食堂など大学諸施設の利用に支障をきたしていることなどが指摘された。
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年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【149】 【149-1】
⑭ 学生及び留学生向けの宿舎の利活用 ○ 学生及び留学生向けの宿舎の利活用 洗濯機などの設備の保全等のほかに、風呂や廊下等の共有部分の大掃除及び粗大
について点検を行い、運営の改善に努め について点検を行い、運営の改善に努め ゴミの回収を行い、居住空間の改善を図った。
る。 る。 老朽化が激しいため、学生寮整備検討WGを設置し、入居学生を対象としたアンケ

ート調査の結果を踏まえて検討を進めている。
懸案事項となっていた水戸地区国際交流会館の増築(留学生用12室)が完成し、後

学期から入居が可能となった。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中 ［方向性・重点領域］
① 知的資産の増大に貢献する水準の高い学術研究活動を推進するとともに、研究の重点領域を設定し、地域性と総合性を特色とする研究を推進する。

期 ［社会への還元］
② 研究成果を高度の専門的な職業人養成を目的とした教育にフィードバックするとともに、産業技術の発展並びに国民生活の向上などのため積極的に社会へ還元

目 する。
［水準と成果の検証］

標 ③ 研究目的や目標に照らして、評価に耐える研究内容と水準を達成する。
④ 研究に関する多面的な評価システムを構築するとともに、外部評価を実施し、研究内容や成果の点検・評価・改善を行う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【150】 【150-1】
［方向性・重点領域］ ［方向性・重点領域］ ICAS機関長三村信男教授が地球温暖化に関する政府間パネル（IPCC）の第４次報
① いくつかの分野で研究拠点となるべ ○ 地域的・社会的・国際的に特徴ある 告書の重要な執筆責任者として参加し、ノーベル平和賞受賞に貢献した。
き重点研究を育成し、高い水準の研究を 共同研究に積極的に関わり、国際レベル 人文学部青山和夫教授が「古代期マヤ人の日常生活と政治経済組織の研究」で第
行う。 の研究を行う。 4回日本学術振興会賞、第4回日本学士院学術奨励賞を受賞した。

第４回Japan－Taiwan ALMA Meetingを初めて日本で開催した。
第５回日中クロスオーバーサイエンス「量子生体分子科学拠点の形成」合同シン

ポジウムを行った。中国ハルピン市で東北農業大学と共催の国際シンポジウム「東
北アジアの持続可能な農村開発」を開催した。インドネシアのボゴール農業大学、
ガジャマダ大学、ウダヤナ大学から教員、学生を招聘し10月に国際シンポジウム「を
開催した。ガジャマダ大学、ウダヤナ大学に教員、学生を派遣し、インドネシアで
国際シンポジウムを開催した。

ベトナム・フェで「気候変動に起因する自然災害適応策に関する国際シンポジウ
ム」を開催した。

年度計画は上回って達成された。

【150-2】
○ ＳＣＯＰＥ計画の中から、将来工学 今年度はSCOPE計画中の環境関係の学生主体国際会議を実施し、発表論文53編の
部の特徴の一つになり得る研究分野を創 中７編が外国の発表者で盛況のうちに終了した。５つのプロジェクトはそれぞれ活
成する。 発に研究し、特徴を出している。

年度計画を達成した。

【150-3】
○ フロンティア応用原子科学研究セン フロンティア応用原子科学研究センターの平成20年４月設立を目標に、平成19年
ター（仮称）設立を準備し、中性子応用 ４月19日付けでフロンティア応用原子科学研究センター設立準備室を設置し、県BL
諸分野における高度研究を推進するとと 開発研究部門及び研究・連携企画部会を置いた。県BL開発研究部門においては、専
もに、同センターの県ＢＬ開発研究部門 任の教員を雇用し、茨城県中性子ビームラインの運転維持管理研究を実施するとと
が中心となり、茨城県中性子ビームライ もに、平成19年度に予算措置された連携融合事業「中性子ビームの学術・産業利用
ンの運転・維持・管理・研究を実施す における容易性確立のための技術開発」を大学院理工学研究科とともに推進した。
る。 また、平成20年２月にセンター発足に向けての特別講演会を開催した。

年度計画を達成した。

【150-4】
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○ 研究プロジェクト推進委員会のもと 研究プロジェクト推進委員会において、茨城大学の研究システム改革を推進する
に重点研究の育成を推進する。 ための「茨城大学の研究推進方針」がまとまり、９月の教育研究評議会において了

承された。「グローバルCOEプログラム」応募・採択を目標に、意向・準備調査を
全学対象に行った。調査結果をもとに、応募に向けた検討を行い、応募した。

年度計画を達成した。

【150-5】
○ 「東京大学サステイナビリティ学連 ICASはIR3S参加大学・協力大学とのネットワークの構築、研究、教育、アウトリ
携研究機構」の参加大学として地球変動 ーチなどの面で極めて活発に活動を展開した。
適応科学を中心にサステイナビリティ学 具体的には、１）３っの研究分野を設定して国内外での共同研究、シンポジウム
の研究を推進する。 等の開催、研究論文の発表を活発に行った。２）大学院での英語による講義、教養

科目「サステイナビリティ学入門」の講義を開講した。３）平成21年度からの大学
院サステイナビリティ学教育プログラムの開設を決定し、東大との大学院の単位互
換協定等も締結する予定である。４）アウトリーチ及び産官学連携では、多くの一
般シンポジウムを行い茨城県や茨城産業会議などとの協力も進めてきた。５）情報
発信面でもICASニュースを発行するとともに社会連携事業会「茨苑」等に積極的に
情報を掲載した。６）学内及び外部評価を実施した。

ICASの研究成果が政府の気候政策に生かされ、また、マスコミで広く報道される
など、研究及び社会貢献の面で目標を超えて計画を達成した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【151】 【151-1】
② 地域課題の解決をめざした全学的な ○ 地域の教育力、自治体等との連携、 教員地域連携プロジェクト及び学生地域参画プロジェクトを実施した。教員地域
プロジェクト研究など、地域貢献型研究 地域環境形成、産官学連携、学術文化と 連携プロジェクトは、20件の応募の中から採択された14件が事業を展開した。また、
を推進する。 いう５分野を中心に、地域連携推進本部 学生地域参画プロジェクトについては、12件の応募から採択された10件のプロジェ

と学部・センターとの密接な協力の下で クトがすべて終了し、１月開催のプロジェクト報告会にて研究成果のプレゼンテー
特色のある地域連携型研究を育成する。 ションを実施し、審査会の結果、理学部「筑波山～霞ヶ浦周辺を対象とした地域振

興を目標とする地質情報活用プロジェクト」が、今年度の学長表彰に選定された。
これらの研究成果については、広く社会にPRを図るべく成果物として刊行する予定
である。

今年度の主な新しい取組みとして、鹿嶋市役所での学生インターンシップの開始
（２回）、日立市との市民講座「茨苑セミナー日立」の開設、共同研究開発センタ
ーを中心とした日立製作所との協力による「茨城RAM人材育成プロジェクト」、茨
城県経営者協会との地域連携講座（地域連携論Ⅱ）が実施されるなど、十分な成果
を得たと考える。

茨城県霞ヶ浦環境科学センターとの連携活動や農学部における学生や周辺農家を
取込んだ耕作放棄地の再生活動等について活発な活動が展開された。新たな事業と
して、茨城産業会議との主催及び協定自治体の後援により地球温暖化講演会の開催
を実施し、多くのマスコミにも取り上げられるなど当初の計画どおりに推移したと
思われる。

年度計画を上回って達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【152】 【152-1】
③ 環境の保全に関わる学際的な教育研 ○ 平成１８年度に附属農場を改組して FSセンターでは研究業績は学会誌発表７報、口頭発表19報であった。また地域連
究の推進と技術開発を行う。 設立したフィールドサイエンス教育研究 携として住民参加の「家庭菜園」講座、農業懇談会、茨城県医療技術大学との園芸

センターの活動を推進する。 療法の共同研究をするなど活発に活動した。
業務面では、米やそばの生産、果樹、野菜の生産は前年比＋であったが、米、そ

ばの価格が低く前年比を達することが不可能と思われたが牛の価格が上昇し、前年
比を達成できることになった。研究面では、研究業績の向上が認められた。

年度計画を達成した。
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【152-2】
○ 従来の実績の上に、茨城県の地質環 日本陸水学会第72回水戸大会事務局として開催し、多くの研究成果を公表した。
境や生物環境、沿岸環境に関する研究を 気候変動に関する研究保全の研究ではIPCCに加わり極めて大きな成果を上げた。
行う。また、地球変動適応科学研究機関 茨城県霞ヶ浦環境科学センターとの共同研究を昨年度に引き続いて実施し、成果は
と協力し、地球温暖化・気候変動の影響 3月18日に開催した地域連携シンポジウムで発表した。155名の参加者があった。第
予測と適応策をはじめサステイナビリテ 1、2回は茨城大学と茨城県霞ヶ浦環境科学センターとの共同研究や教育活動の報告
ィ学に関する研究にも参加する。それら が中心であったが、今回はその実績を基に霞ヶ浦の自然環境を資源として、茨城大
を通じて、環境保全に関わる学際的な教 学が自治体、地元企業、市民と連携を組み地域振興にどう貢献するか提案した。茨
育研究の全学的推進役としての役割を担 城県霞ヶ浦環境科学センターと連携して社会人や学生を対象とした「霞ヶ浦大学」
う。 構想の提案。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【153】 【153-1】
［社会への還元］ ［社会への還元］ 中性子をメインとして極超短波長電磁波やプラズマなど粒子線利用の産業促進及
④ 博士の学位を持つ高度な技術者・研 ○ 高度な解析・実験技術の支援ができ びそれらに携わる技術者開拓のシステムを構築して、博士後期課程学生の教育を実
究者を養成する。 る博士の学位を持つ技術者・研究者を養 施した。

成する。 理工学研究科では平成19年度に40名が博士を取得した。そのうち、期間短縮修了
博士が5名であった。博士修了者27名の平成20年3月末の就職率は89％であった。
農学野教員は連合農学研究科に所属して主指導教員として19名の博士を輩出した。

【154】 【154-1】
⑤ 研究成果を社会に還元するため、技 ○ 研究成果を社会に還元するため、技 研究成果の社会還元については、今年度も以下のような内容で多様に展開された。
術研修や市民を対象とした公開講演会等 術研修や市民を対象とした公開講演会等 ・常陸大宮市との地域連携協定に基づいて行われた市民大学講座の開講
を積極的に開催する。 を積極的に開催する。 ・地域史シンポジウム「北関東の武士（もののふ）たち―新しい中世武士団のイメ

ージ―」をテーマに開催
・「大学と自治体等の地域連携事業のあり方について考えるワークショップ」を開
催し、常陸大宮市、大洗町、茨城県、グリーンふるさと振興機構等から担当者をパ
ネラーとして招き、地域連携委員会、地域総合研究所、生涯学習研究センター等大
学側の担当者と意見交換を行った。報告書を作成した。

教育学部（理科教育教室）が応募した、文部科学省事業「サイエンス・パートナ
ーシップ・プログラム」が採択され、中学校教員49人の参加のもと、７回の研修会
を実施した。この成果が評価され、平成19年3月から6回連載の記事を「少年写真新
聞社」に掲載することとなった。計画的に、茨城県教育庁との連携のもとでSPPを
実施し、着実に成果を上げている。

鹿嶋市教育委員会との連携で、鹿嶋市教員指導力向上の研修会を実施した。
県教委高校教育課との連携で、県立高校キャンパスエイド研修会を実施した。

茨城県との連携では、平成19年度土づくりシンポジウムへの協力や環境に優しい
農業推進大会の共催などを行なった。阿見町との連携では、「安全な地域づくり、
自然を活かした地域づくり」という標題の地域連携シンポジウムを共催した。

公開講座･公開授業を合計した総受講生は326名、収入総額は約150万円である。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【155】 【155-1】
⑥ 国・地方公共団体等の各種審議会・ ○ 国・地方公共団体等の各種審議会・ 県内各組織に連携を呼びかけるための冊子として学部教員の研究テーマを盛り込
委員会並びに学協会の調査活動等へ参加 委員会並びに学協会の調査活動等へ参加 んだ『講師団名簿』を昨年度3月に作成した。教員の異動等による修正や内容の充
し、研究成果の社会への還元を促進する。し、研究成果の社会への還元を促進する。実を図る必要から、今年度、当冊子の全面改訂に取り組んだ。
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各種審議会・委員会および学協会活動等への参加の実績・実態を、一覧としてWE

B上に公表した。

年度計画を達成した。中期計画は順調に進んでいる。

【156】 【156-1】
⑦ 国・地方公共団体・民間企業及び特 ○ 国・地方公共団体・民間企業及び特 常陸大宮市関係事業では、森を活かしたまちづくり協議会事業や、企画課男女共
殊法人等との間で、共同・受託研究や連 殊法人等との間で、共同・受託研究や連 同参画係が企画する新たな講座「常陸大宮市男女共同参画講座」、市民憲章制定へ
携・交流の機会の増加を図る。 携・交流の機会の増加を図る。 の協力、地域連携シンポジウムの開催など多彩な内容をもって連携事業が展開され

た。
同じく大洗町とも連携協定を結んでから3年目を迎え、大洗町国際交流協会の発

足や、日本語教室の継続など2分野で連携事業が進められた。

年度計画を達成した。

【156-2】
○ ひたちものづくりサロン（HMS）とい 茨城県、日立市等の自治体や茨城産業会議、地域企業、更に各種の支援機関等と
ばらき・ベンチャービジネスプラザ（IV 交流･連携を図って、産学官連携を推進し、これ等の活動を通じて共同研究の増加
SP）を合体させた交流会や工学部交流会 を図った。
を引き続き実施し、今後も共同研究の増 ひたちものづくりサロンの研究グループは、現在、15研究グループが活動してい
加を図る。 る。この研究グループへの参加数は、企業から延べ176社、221人、一般4人、支援

機関から延べ38機関46人、茨城大学からは工学部の教員を中心に延べ194人が参加。
合計465名の参加者を得た活動になっている。共同研究実施件数は170件である。

昨年度は161件であり、この数値は全国の国･公・私立大学全体の中で28番目に多
い件数であった。今年度は現在のところ昨年度より9件増加している。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【157】 【157-1】
［水準と成果の検証］ ［水準と成果の検証］ 人文学部では、本年度は紀要等を図書館のリポジトリに入れ、学外からのアクセ
⑧ 国際学会や全国的レベルの学会、研 ○ 国際学会や全国的レベルの学会、研 スが容易になった。学部紀要掲載論文数は平成16年度34、17年度34、18年度35に対
究会等における研究発表や、学術誌にお 究会等における研究発表や、学術誌にお し、19年度41本であった。
ける論文発表を積極的に行い、研究成果 ける論文発表を積極的に行い、研究成果 人文学部紀要については、各紀要年２回の刊行を実現することができた。
を公開し、当該研究分野の発展に資する。を公開し、当該研究分野の発展に資する。

年度計画を達成した。

【157-2】
○ 研究成果を学会、学術雑誌、著書等 研究成果を研究者情報データベースに記入させ、web上で公開している。
で積極的に公表し、また特許、あるいは 平成19年度中に登録された「学術論文」、「国際会議論文」の総数は1,223件であ
実用化等により研究成果を積極的に社会 った。受賞は人文2件、教育2件、理学1件、工学11件、農学3件であった。
へ還元する。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【158】 【158-1】
教員評価委員会の審議を経て、全教員に対して研究を点検評価し、教員を評価す

⑨ 教員の研究を点検評価し、教員評価 ○ 教員の研究を点検評価し、教員評価 るシステムを構築した。平成19年度について評価を実施した。評価書は６月作成さ
に反映させる評価システムを検討する。 に反映させる評価システムを構築する。 れる。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

② 研究実施体制等の整備に関する目標

［研究者の配置］
中 ① 学術研究の動向や社会の要請に対応して、研究組織を柔軟に編成できる運営体制を作る。

② 大学院博士後期課程の充実を図る。
期 ［研究資金の配分］

③ 高度な科学技術の教育と研究を推進し支援するため、競争的研究資金の獲得を促進・支援する体制を作る。
目 ④ 研究活動や研究業績の状況を、学内における研究費等の配分に適切に反映させる。

［研究設備の整備］
標 ⑤ 研究活動の状況を把握し、研究の質の向上や改善を図るための設備を整備する。

⑥ 情報の総合的管理と活用を図り、情報セキュリティを確保する。
⑦ 図書資料の充実と利用環境の改善を図る。
［知的財産管理の整備］
⑧ 知的財産の管理及び技術移転のための組織を整備し、研究成果の社会への還元を推進する。
［共同研究］
⑨ 学内共同教育研究施設の整備充実を図る。
⑩ 学外の研究組織との研究連携や技術協力を推進支援する体制を整備する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【159】 【159-1】
［研究者の配置］ ［研究者の配置］ 平成17年度に学部と学野に分離した学野・領域制の現状とその諸問題について、
① 学士課程の教育組織から教員組織を ○ 新たな教員組織である学野内の領域 人文社会科学野の領域のあり方とその再編について検討した。
分離し、柔軟に研究組織を編成できる体 について、平成１８年度に実施した運営 理学部では、領域の変更を行った。
制とする。 上の問題点に関する点検結果に基づき、

必要な範囲での再編も含めた改善を図 年度計画を達成した。中期計画はおおむね達成された。
る。

【160】 【160-1】
② 学内共同研究の組織化や支援する体 ○ 引き続き学内、学部内での共同研究 「研究推進方針」をもとに学部内及び学部間共同研究の推進を図った。
制を整え、研究条件の充実とともに、プ を促進するため、各教員の研究内容につ 人文学部では、学術委員会で紀要に続き、政経学会雑誌も本年度データベース化
ロジェクト研究を運営するための組織を いてのデータベースの充実を図ると同時 した。共同研究の組織化に関しては、昨年度新たに作った学部長裁量経費50万円に
柔軟に編成する。また、研究プロジェク に、新たに共同研究の組織化や研究活動 よる学部共同研究ユニットの募集を今年度も引き続き行い、2件を採択した。
トへ研究支援者を期限付きで配置する。 を支援する予算措置を講じる。

教育学部では若手研究者支援制度をつくり支援した。

年度計画を達成した。

【160-2】
○ 研究プロジェクト推進委員会の審議 実績は、年度計画【150-4】の「計画の進捗状況」参照。
・検討に基づき、プロジェクト研究体制
を充実する。 年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【161】 【161-1】
③ 博士の学位を持つ高度な技術者・研 ○ 超塑性工学研究センターで、非常勤 超塑性工学研究センターでは、2名の外国人非常勤研究員および3名の留学生を受
究者を育成するため、博士後期課程を充 研究員（外国人）並びに留学生や外国人 入れ、著名な外国人研究者のセミナーを開催した。
実するとともに、研究員の受入れの拡大 研究者の受入れを促進する。 海外の研究機関と以下のような共同研究を進めた。
と流動性の確保を図る。 (1)小角中性子散乱法（SANS)による超塑性セラミックスの空隙解析とそれらの特性

評価（チェコ共和国核物理研究所、ドイツHahn-Meitner研究所、フランスLaue-Lan
gevin研究所との共同研究）
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(2)アルミニウム合金系材料のECAP法による組織制御と超塑性（ロシア科学アカデ
ミー金属超塑性問題研究所との共同研究）
(3)チタン基セラミックス多孔体の精密制御と機能・物性評価
（ウクライナ国立科学アカデミー材料科学問題研究所との共同研究）

年度計画を達成した。

【161-2】
○ 研究の充実と活性化のため、ＶＢＬ VBL（ベンチャービジネスラボラトリ）では、海外研究者招聘について、以下の
の外国人研究者招聘の活性化を図る。 とおり特別講演を2回づつ開講した。

１）R.Todd教授（University of Oxford)：1月8日、11日
２）Mamun准教授（International Islamic University Malaysia）：3月3日、7日

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【162】 【162-1】
④ サバティカル等の研修制度を整備し、○ 新たに設けられたサバティカル制度 人文学部では、今年度は、サバティカル制度運用の初年度に当たるので、4月に
教員の研究能力向上を目指す。 を活用し、教員の教育・研究能力向上を 説明会を開き、制度の概略、利用期間と代替授業計画、制度の運用と候補者の選考

目指す。 等々について説明し、次年度、つまり平成20年度の制度利用希望申込を6月末を以
って締切ることとした。

これに対して4名の応募あり、直ちに人事委員会を開いて検討した結果、結論的
には、4名全員を適格候補者とすることとし、7月の教授会でそれが了承された。こ
の決定を学部長が学長に報告し、他学部からの候補者がなかったこともあり、4名
全員に学長の許可が下りた。

教育学部では、サバティカル制度に関する規則・実施細則を整備し、具体的実施
が可能となった。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【163】 【163-1】
［研究資金の配分］ ［研究資金の配分］ 人文学部では、科学研究費補助金増額をめざし、インセンティブ経費として昨年
⑤ 競争的研究資金情報の教員への広報 ○ 競争的研究資金情報の教員への広報 度に引き続き、学部長裁量経費から応募一件につき１万円の研究費を支給して、こ
体制と戦略的研究の組織化に機敏に対応 体制と戦略的研究の組織化に機敏に対応 れを奨励した。初めて応募が50％を超えた。
できる体制を整備する。さらに、資金獲 できる体制を整備する。さらに、資金獲 被採択者による「科研費獲得のための情報交換会」を7月に開催した。人文図書
得へのインセンティブを与えるシステム 得へのインセンティブを与えるシステム 室で採択された資料の閲覧を行った。
を整備する。 を整備する。

共同研究開発センターを中心として、茨城大学採用の客員教授、茨城県商工労働
部より派遣された客員教授及び日立市から派遣された客員准教授等と連携して日立
地区のみでなく、水戸地区、阿見地区のシーズ発掘を図った。また、展示会（合計
10回）にも積極的に参加して広く茨城県内外企業のニーズと茨城大学の知的財産(シ
ーズ)の活用を推進し、京都の国立京都国際会館で開催された産学官連携推進会議
において工学部及び理工学研究科の研究テーマ等を展示した。この展示会において
はJ-PARC関連で茨城県とも連携して展示し、広く茨城大学のシーズを広報した。
茨城大学と連携協定を締結している阿見町の工業懇談会に出席。茨城大学の産学官
連携活動を紹介した。訪問企業件数は12件であり、このうち3件が技術相談に発展
している。

JSTが展開するJSTシーズ発掘試験他の事業に応募。36件申請。農学部1件、理学
部2件、理工学研究科5件、工学部28件。採択は6件。農学部1件、理工学研究科2件、
工学部3件。FS 3件、チャレンジ補助金3件、中小企業振興公社 工業振興基金1件、
サポイン1件等が採択された。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。
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【164】 【164-1】
⑥ 研究評価を研究費配分に反映させる ○ 研究評価を研究費配分に反映させる 研究活動のインセンティブメカニズムの導入については、科学研究費補助金をは
システムを検討する。さらに、評価を基 システムを検討する。さらに、評価を基 じめとする競争的外部資金の獲得努力を強化し、若手教員の研究活動への支援と女
に研究体制や研究プロジェクトの見直し に研究体制や研究プロジェクトの見直し 性・外国人教員を含めた優れた研究者の確保等の推進とともに、「茨城大学の研究
を行う。 を行う。 推進方針」策定に盛り込んだ。（９月教育研究評議会了承）

教育学部は、研究・教育支援委員会の企画により「教育学部研究費特別配分」を
公募し、７月に配分審査・配分額の決定と公表、配分者への配分までを行い、４名
に対して特別配分した。 ②平成18年度について行われた教育改善評価、教員業務
評価についてのアンケートの一環として意見聴取を10月に実施した。さらに、配分
申請者、配分の審査にあたった者等を対象に意見を聴取し、その結果をもとに検討
した。

工学部では、平成20年度からの傾斜配分を考え、科学研究費の過去５年間の申請
状況を見て、一度も申請してない教員については研究費の５％の減額などの意見が
出された。なおこの減額割合については平成20年度早々に具体化することとした。

年度計画はおおむね達成された。中期計画は段階的に進んでいる。

【165】 【165-1】
⑦ ベンチャーラボ・レンタルラボを整 ○ ベンチャーラボ・レンタルラボを整 ベンチャーラボ、レンタルラボはほぼ満室で運営された。
備し、競争的資金に基づく研究や外部と 備し、競争的資金に基づく研究や外部と 学内ベンチャー企業にレンタルラボを提供している。
の共同研究スペースとして提供する。 の共同研究スペースとして提供する。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【166】 【166-1】
［研究設備の整備］ ［研究設備の整備］ 新規導入の大型設備は、走査型電子顕微鏡（工学部）、超精密立型研削盤（工学
⑧ 研究拠点となる高い水準の研究を育 ○ 研究拠点となる高い水準の研究を育 部）、熱膨張計（理工学研究科）、窒素ガス吹き付け低温装置（理工学研究科）、超
成するために、最先端の実験・分析設備 成するために、最先端の実験・分析設備 音波診断装置（保健管理センター）、全窒素自動測定装置（農学部）、超伝導フー
を導入し運用する。 を導入し運用する。 リエ変換NMR装置制御コンピュータシステム（農学部）、フーリエ変換型赤外分光

光度計（理学部）など８件である。その他、450万円から250万円の機器12台を新規
導入している。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【167】 【167-1】
⑨ 高度の研究を推進し支援するために ○ 高度の研究を推進し支援するために 大学として全学共通スペース20％確保を掲げて整備しており人文学部と理学部が
各教育研究施設の充実と施設間の密接な 各教育研究施設の充実と施設間の密接な 達成した。
連携を図る。 連携を図る。

これまで学科名のついている建物が多数あり、施設の有効利用を妨げてきた点を
改善するために、日立キャンパスの建物名称を変更した。今後は、このような環境
整備を踏まえて、共同利用可能なスペースを創出し、共同利用できるよう体制を整
える。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【168】 【168-1】
⑩ 放射線及び放射性元素利用研究にお ○ 安全性の確保を図りながら、放射線 ４月に、水戸地区ならびに日立地区の放射線業務従事者に対する教育訓練を実施
ける安全性の確保のため、設備を整備す およびＲＩ利用研究体制の整備を検討す し、100名以上の出席があった。
る。 る。 理学部Ｆ棟改修に伴う変更承認申請を水戸原子力事務所に行い、承認を得た。

外部塗装及び一部サッシ交換。排水ポンプ交換並びにドラフトチャンバーの一部
を更新した。
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年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【169】 【169-1】
⑪ 学術データベースの構築と整備に努 ○ 学術データベースの構築と整備に努 人文学部では、卒業研究題目データベース化を実現し、利用可能にした。2月教
力するとともに、外部電子情報の利用促 力するとともに、外部電子情報の利用促 授会で利用規則について報告し、教員・学生に周知した。懸案の学生サービスが実
進を図る。 進を図る。 現

した。

教育学部図書室所蔵文献の学術データベースを、学部ホームページで公開した。
公開場所はhttp://teamwork.edu.ibaraki.ac.jp/TKOFF/Plibrary/booksdata.htmで
ある。

年度計画を達成した。

【169-2】
○ 機関リポジトリの本格運営に向けて、 「図書館運営委員会機関リポジトリ部会」の設立が承認され、体制が整えられた。
学内の合意形成に向けた取組と試行実験 機関リポジトリ部会において学術情報リポジトリ運用指針が策定された。
を行う。

・教育学部から、平成18年度紀要データの提供を受け、10月1日より「ROSEリポジ
トリいばらき」を愛称として試験公開した。
・3月末現在のコンテンツ数は478、月平均アクセス数は3,472、月平均ダウンロー
ド数は1,599である。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【170】 【170-1】
⑫ 教育・研究・業務に関する情報の総 ○ 情報セキュリティポリシーの実施体 情報セキュリティポリシーについては基本方針及び対策基準の普及を進め、IT基
合的管理運営と活用を図り、学内情報の 制を強化する。また、ＩＴ基盤センター 盤センター実施手順に従って運用を行っている。各部局等の実施手順の策定が遅れ
サービスを行うとともに、情報セキュリ の業務整理を進めると共に、利用者への ている。IT基盤センター内の業務整理については新システムの導入を機にさらに進
ティを確保する。そのための組織体制の サポート体制の改善を図る。 められ、ニューズレターの発行やWebによる情報提供の充実化などを通して利用者
整備充実を図る。 サービスの向上が図られた。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【171】 【171-1】
⑬ 図書館資料の系統的な収集・整備を ○ ＩＴ基盤センターと連携し、学術情 ・水戸地区においては、朝日新聞データベースについて、現行の端末限定のスタン
促進し、電子図書館サービス機能の充実 報局の業務の一環として教職員・学生ポ ドアローン型聞蔵から、内容が充実し利便性の高いオンライン型聞蔵Ⅱの導入の検
・強化を図る。 ータルとの連携による電子図書館サービ 討を開始した。

ス機能の充実・強化を図る。
・図書館内において、次年度シラバスに掲載予定図書の情報入手、購入及びOPAC情
報の作成時期等を確認し、シラバスとのリンク情報作成の体制を整えた。

来年度の計画達成に向け準備を進めるところではあったが、シラバスシステム導入
時に図書館OPACとの連携機能を仕様から削除していたことが判明し、計画の達成は
至らなかった。

通常業務内で、所蔵情報の入力を着実に実施した。入力冊数 16,671冊。

年度計画はおおむね達成された。中期計画は進んでいる。

【172】 【172-1】
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⑭ 外国雑誌について電子ジャーナルを ○ 電子ジャーナル共通経費について、 ・平成19年度から、電子ジャーナル経費については、3,200万円の共通経費化が実
中心とした、全学的な収集・共同利用体 平成２０年度以降の収集方針について検 現した。
制を推進する。 討する。 ・ScienceDirectの冊子体購入分を電子化すること及びOUP（Oxford University Pr

ess）については、電子ジャーナルと重複購入となる冊子体の購読を中止する方
針が決定した。
・ScienceDirect の2008年契約に向けて、研究・教育に多大な貢献が期待できるフ
リーダム・コレクションへの移行が決定した。
・現在、人文学部で契約しているオンラインデータベースASAP について、図書館
との費用分担について検討し、20年度契約の目途がついた。

年度計画はおおむね達成された。中期計画は進んでいる。

【173】 【173-1】
⑮ 他大学図書館及び国立情報学研究所 ○ 図書館間相互協力 (ILL) の需要に応 ・ILLの実績については、図書貸借業務での借受冊数487冊、貸出冊数が345冊、文
等と連携し、国際的・国内的な図書館間 じるため、学内の資料所在情報の精度を 献複写業務での複写取寄件数2,406件、複写提供件数1,977件に上る。
相互協力（ILL）を推進する。 向上させる。 ・人文図書室蔵書点検6,747冊（うち所在確認6,244冊）。

・過去の蔵書点検時（約29万冊を対象）に所在不明図書として累積された本館の所
在不明図書11,281冊の再々調査（うち所在確認1,298冊）。

・日々変化している所蔵情報の精度を高めるため、雑誌はもとより図書（学部所蔵
を含む）を着実に点検し、ただちに所蔵情報に反映した。

年度計画はおおむね達成された。中期計画は進んでいる。

【174】 【174-1】
⑯ 図書管理システムを整備し、所蔵資 ○ 図書管理システムを整備し、所蔵資 所蔵資料の遡及入力事業を図書館職員および外部委託により実施した。計32,795
料の利用促進を図るとともに、図書の資 料の利用促進を図るとともに、図書の資 冊である。
産管理の効率化を図る。 産管理の効率化を図る。

年度計画はおおむね達成された。中期計画は進んでいる。

【175】 【175-1】
［知的財産管理の整備］ ［知的財産管理の整備］ 技術説明会や展示フェアなどで、研究シーズを積極的に紹介したこともあり、年
⑰ 社会の要請にしたがって企業と共同 ○ 共同研究開発センター内に設置した 々共同研究が多くなってきた。本年も、第6回産学連携推進会議、産学連携全国大
研究を展開し、本学のシーズを社会に提 「知的財産部門」を拠点として、(1) 会IN岩手、イノベーションジャパン2007大学見本市、ものづくりに活かす先端技術
供する。また、本学の知的財産の創成と 社会のニーズに沿った共同研究を展開 セミナー（9月20日）、第1回首都圏北部4大学新技術説明会、ひたちテクノフェアI
管理及び活用を図る拠点として知的財産 し、本学のシーズを社会に提供すること N東京2007、平成19年度研究成果活用推進ﾌｪｱ、第2回首都圏北部4大学新技術説明会、
管理部を形成する。 を推進する。 (2) 知的財産の管理体制 彩の国ビジネスアリーナ2008・産学連携フェア2008、首都圏北部4大学新技術説明

と制度整備の充実及び知的財産の活用を 会（JST）などに参加した。
図ることを推進する。

情報誌として、「茨城大学技術・ビジネス相談分野一覧」（11月改訂）、「共同研
究開発ｾﾝﾀｰ年報」(10月発行）、「産官学連携ニュース」(6月及び10月発行）などの
外ホームページによる発信も実施した。

今年度の後半に、知的財産に対する目利きなどの専門的判断が必要な場合を考慮
した費用として、間接経費が措置された。

発明相談件数は、平成17年度54件、平成18年度75件、平成19年度97件、発明届出
件数は、平成17年度41件、平成18年度24件、平成19年度24件、大学に承継した発明
件数は、平成17年度12件、平成18年度13件、平成19年度14件となっている。

年度計画はおおむね達成された。中期計画は進んでいる。

【176】 【176-1】
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［共同研究］ ［共同研究］ (1)学内措置で設置した「地域総合研究所」を、学内共同教育研究施設として位置
⑱ 先端科学技術に関する研究支援拠点 ○ 先端科学技術に関する研究支援拠点 付けたことにより、管理体制が明確になった。このことにより、自治体等と地域総
として学内共同教育研究施設を整備し、 として学内共同教育研究施設を整備し、 合研究所が行っていた例えば、鹿嶋市との受託事業「カシマサッカースタジアム駅
密接な連携を図って、共同利用の推進に 密接な連携を図って、共同利用の推進に 周辺地区土地利用構想研究」などが大学の事業として認知された。
努める。 努める。 (2)地域連携事業をコーディネートする「地域連携推進本部」に、広域水圏環境科

学教育研究センター、共同研究開発センター、五浦美術文化研究所、生涯学習教育
研究センターそれに、地域総合研究所が加わったことで、情報の共有により各種地
域連携事業の推進がより活性化されることに繋がってきた。例えば、生涯学習教育
研究センターと茨城産業会議とで、昨年まで行っていた「茨城産業人講座」を、も
っと全県を対象にしたものを企画すべきとの声により、茨城産業会議、茨城県、本
学の３者共催により「地球温暖化に関する国際的な動向と経済活動の将来」のテー
マで、講演会(10月2日（火）聴衆者約180名）を開催したところ、現在最も関心の
あるテーマであったことなどから、大変好評であった。

年度計画を達成した。

【176-2】
○ 相互利用・共同利用を推進するため ・平成19年2月に開催された4大学分析機器相互利用ワーキンググループ会議での決
の制度を整備する。 定にもとづき、相互利用制度を4月から実施した。機器分析センターでは核磁気共

鳴装置と元素分析装置を相互利用機器として開放することになった。利用料金は、
各大学の学内料金を適用し、相互利用額の相殺後に残額を年単位で徴集することに
なった。残念ながら平成19年度の利用実績はなかった。
・自然科学研究機構が提出した平成19年度概算要求「化学系研究設備有効活用ネッ
トワークの構築」事業に対し調査費が配分され、共同利用に際しての予約システム、
課金システムの整備・検証を行うことになった。そこで、まず共同利用の規則、課
金方法等が自然科学研究機構を中心に決定された。また、予約・課金用端末がセン
ターに設置され、共同利用が開始された。センターでは元素分析装置を共同利用機
器として開放し、平成19年度に2件の依頼分析を行った。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【177】 【177-1】
⑲ 生命科学研究における安全性の確保 ○ 研究機器や実験室の共同利用の推進 1)本年も212名のユーザーが登録し、水戸、日立への生命系教員の増員もあり研究
と生命倫理の遵守を図りながら、遺伝子 に加え、生命科学研究に関する技術・情 グループとしても35グループになり活発な利用がなされた。
研究の支援と教育を行う。 報の提供を行う。また、分析業務等の受 2)DNAシークエンスの受託についても、 水戸キャンパスに加え、工学部からの依頼

託支援を実施する。 が増加した。
3)第５回茨城大学遺伝子実験施設公開シンポジウムはバイオ技術の実用化に関して
3月に3名の講師を招き、44名の参加で開催した。

年度計画を達成した。

【177-2】
○ 本学におけるバイオ教育・実験プロ 本学におけるバイオ教育・実験プログラムへの参画と社会（特に高校現場）への
グラムへの参画と社会（特に高校現場） バイオの普及を図った。
へのバイオの普及を図る。 1)当施設が所有するバイオ関連器具のレンタルを農学部学生実験に行なった。

2)高校生のためのバイオテクノロジー実験講座に関しては、本年度、日本学術振興
会が進める企画に採択され「ひらめき☆ときめき サイエンス～ようこそ大学の研
究室へ～KAKENNHI」として、８月に参加人数23名で実施した。

小学校教員のためのバイオ実験講座を阿見町教育委員会と連携し、全８校より15
名参加で実施した。

一般向けバイオテクノロジー実験講座を、参加人数21名でNPO法人くらしとバイ
オプラザ21共催で実施した。また、工学部からの依頼により、日立市との協賛で一
般向け遺伝子実験講座を27名の参加で開催した。
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高校に対してもサンプル、ノウハウを含めた器具のレンタルを進め、本年は土浦一
高と水戸三高に対し実施した。

4) その他の学外開催事業として、NPO法人との共催により親子バイオ入門実験教
室（科学技術館）6月に参加人数 20名を実施、また、一般向けバイオテクノロジ
ー実験講座（東京都立科学技術高校）を11月に参加者20名で実施した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【178】 【178-1】
⑳ 大学院連携分野の近隣研究機関の研 ○ 外部研究機関の研究奨励制度や施設 応用粒子線科学専攻において、連携研究機関との共同研究が進められている。具
究者と共同研究を推進する。 を積極的に利用する。 体的には、下記の実績がある。

(1)物質材料研究機構外来研究員 D2学生（機構内に居室と手当あり）
(2)物質材料研究機構外来研究員 D1学生（機構内に居室と手当あり）
(3)日本原子力開発研究機構研究生D2学生（機構内研究場所出入り自由、手当あり）
(4)中性子ビーム利用共同研究（継続： 原子力機構ー茨城大学）
(5)茨城県中性子利用促進研究会重点テーマ研究（環境調和型材料研究会）
(6)日本原子力開発研究機構SCCグループからの受託研究
(7)共同研究ゼミ－日本原子力研究開発機構、物質・材料研究機構

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【179】 【179-1】
○21 研究情報の広報体制を整備するとと ○ 地域連携推進本部を拠点として、外 地域連携推進本部を拠点に、各学部の地域連携推進員等との連携により水戸市、
もに、学外研究機関や大学、企業、ＮＰ 部研究機関や大学・企業・地方自治体等 日立市、鹿嶋市など３市１町１村の自治体との連携事業や常陽銀行、鹿島アントラ
Ｏとの間の研究連携を推進するための組 との連携を推進し、研究の連携、協力、 ーズ、商工中金水戸支店などの企業との連携事業が活発になった。主な事業として、
織を整備し、研究の連携・協力・技術移 技術移転を推進する。 水戸市「水戸市水道事業基盤強化の答申」、「認知症を予防するまちづくりを考え
転を積極的に進める。 るシンポジウム」、日立市「茨苑セミナー日立」と題しての出張公開講座、「確か

な学力の育成プロジェクト」、「史料が語る茨城の歴史」、鹿嶋市「インターンシッ
プの実施」、鹿島ｱﾝﾄﾗｰｽﾞ「総合科目ｱｽﾘｰﾄの世界を開講」阿見町「阿見町工業に関
する懇談会及び地域連携ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ」、東海村「ジュニアテニス教室」、「自治基本条
例策定アドバイザー」、日立製作所「社会人講座」、茨城県、茨城産業会議との共
催事業「講演会：地球温暖化に関する国際的な動向と経済活動の将来」、（社）茨
城県経営者協会「連携講座、地域連携論Ⅱの開講」など各種事業を展開している。

また、常陽銀行や商工中金との間では、金融機関が掌握している中小企業のニー
ズと本学が持っているシーズとのマッチングを進め共同研究へと発展させている。
その他は、年度計画【154-1】、【156-1】の「計画の進捗状況」参照。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標

① 社会との連携、国際交流等に関する目標

［地域との連携］
中 ① 教育及び研究における社会サービスを積極的に推進する。

② 地域貢献・地域交流の組織的・総合的な取り組みを推進する。
期 ［産学連携］

③ 社会の要請を汲み上げた研究を展開し、社会にシーズを発信する。
目 ④ 産業振興・環境保全に貢献し社会の健全な発展に寄与する研究を推進する。

［他大学との連携］
標 ⑤ 他大学や外部研究機関と協力して地域課題を解決するため組織的連携を図る。

［留学生等交流］
⑥ 国際的な大学間学生交流・学術交流の推進を図る。
⑦ 留学生や外国人研究者を積極的に受入れる。
［国際貢献］
⑧ 国際的共同研究に取り組むとともに、国際社会の要請に応える研究の構築と人材養成への協力を強める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【180】 【180-1】
［地域との連携］ ［地域との連携］ 地域貢献事業を積極的に展開した。
① 地域貢献を本学の重要施策の一つと ○ 地方公共団体や産業界等との連携を
し、地域貢献を目的とする教育研究を充 つよめ、それぞれが抱える政策課題につ 常陸大宮市と地域連携協定事業として、森を活かしたまちづくり協議会事業、市
実し、成果を社会へ還元する。地域貢献 いて共同で調査、研究をおこなう。 民大学講座の開講、市民憲章制定への協力、地域連携シンポジウムの開催、県立小
と地域連携の拠点となるよう本学を整備 瀬高校との連携づくり、常陸大宮市を教室代わりにした授業の実施を行った。
する。

大洗町との連携協定事業として、大洗町国際交流協会関係事業、日本語教室の継
続を実施した。

その他は、年度計画【154-1】、【156-1】、【179-1】の「計画の進捗状況」参照。

年度計画を達成した。

【180-2】
○ 現職教員の研修システムを活用して、①附属教育実践総合センターと協力して、10年経験者の研修に、研修センターへ講
茨城県教育委員会との連携を強化し、地 師を派遣した。
域の教育支援を充実する。 ②附属教育実践センターと協力して、水戸市学校ボランティア事業を実施した。

③県教委高校教育課と連携して、県立鹿島灘高校のキャンパスエイド事業を実施し、
また20年度開始の結城二高のキャンパスエイドの計画で、県関係者、高校関係者と
協議にはいった。
④鹿嶋市教育委員会と連携して、鹿嶋市の教育向上事業を実施した。
⑤茨城県近代美術館との連携事業を実施した。
⑥東海村との連携事業で、児童生徒のスポーツ活動支援、東海村消防署支援を実施
した。
⑥20年度の事業開始を目指して、神栖市教育委員会、県教委保健体育課と具体的な
協議を開始した。

年度計画を達成した。

【180-3】
○ "大学Jr.サイエンス&ものづくり教室 8月に開催し、19小学校から38名の参加を得て、文鎮、ワンダーボックス、立方
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"の発展形として、"ものづくり体験・理 体万華鏡、モータ等の製作を体験してもらった。その様子は、茨城新聞でも報道さ
科工作教室"を近隣小中学生を対象とし れた。日本機械学会、電気学会、日立市教育委員会の協力を得た。
て開催する。 昨年度の経験に基づいて、教材、教授法を改良したため、受講者満足度の高い教

室となった。

年度計画を達成した。

【180-4】
○ 平成１７、１８年度の製造中核人材 平成19年度「再チャレンジ支援経費」に採択され、社会人向けの「システムLSI/
育成事業で開発した教育プログラムを、 IT特別コース」を開設した。初年度ということもあり正規生としての入学者は3名
大学院特別コース（再チャレンジプログ （授業料減免者2名）。一方、特別公開講座として同コース科目（7科目中6科目）
ラム）として自立化させる。 を社会人に開放した。コース7科目の申込者総数は学生132名、社会人70名であり、

このうち合格者数は学生90名、社会人58名であった。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【181】 【181-1】
② 国、各地方自治体、学校、地域の研 ○ 子育て支援を通して地域社会に貢献 附属幼稚園は、在園児･未就園児の子育て支援を通して、地域社会との連携を深
究機関、民間企業、さらにはＮＰＯや市 する。 めた。
民団体と共同して、多様な社会活動を行 ＠在園児保護者対象の子育て座談会(アッセンブリー)については、各学期各10回(参
って、産官民学の連携を推進する。 加者・計290名)を実施した。

＠未就園児とその保護者を対象とした子育て支援（コミュニティー広場）は、昨年
10月までに4回実施した。
＠在園児保護者･未就園児保護者を対象とした子育て講座は、大学の教員等との連
携を図りながら実施し、計画の4回を実施した。

年度計画を達成した。

【181-2】
○ 地方自治体やアントラーズなど提携 実績は、年度計画【179-1】の「計画の進捗状況」参照。
先との協力事業を推進する。地域連携推
進本部を全学の窓口にして、提携先の地 年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。
方自治体や団体との連携事業、共同研究、
技術移転などを推進する。

【182】 【182-1】
③ 地域への積極的な貢献のため、学内 ○ 学内共同教育研究施設等を整備し、 実績は、年度計画【176-1】の「計画の進捗状況」参照。
共同教育研究施設を有機的に組織化しそ コーディネーター会議などを有効に活用
の活用を図るとともに、生涯学習の充実、し、密接な連携を図って、共同利用の推 年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。
地域環境改善、地域産業活性化に寄与す 進に努める。
る。

【183】 【183-1】
④ 社会貢献のための情報発信組織を整 ○ 地域連携推進本部とも連携しながら、 既存の『講師団名簿』を全面的に刷新し、11月末に『地域とともに 茨城大学人
備し、広報活動を行う。 社会貢献のための情報発信機能を整備 文学部地域連携のあゆみ 2004～2007年』（18ページ、4,000部）を刊行すること

し、学内外に向けて積極的な広報活動を ができた。
行う。

実績は、年度計画【154-1】の「計画の進捗状況」参照。

年度計画を達成した。

【183-2】
○ 社会連携事業会の「地域・茨城大学 社会連携事業会会報「茨苑」第8号を8月に、第9号を12月に第10号を平成20年3月
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インターフェイス委員会」、「広報普及 に発行した。（各3,500部）
委員会」と地域連携推進本部を通じて、
積極的に広報活動を進める。「茨苑」の また、社会連携事業会の支援事業である「学生地域参画プロジェクト」及び「教
発行やホームページでの広報を継続し、 員地域連携プロジェクト」の報告書（平成17・18年度）を取りまとめ、地域貢献と
本学の社会連携事業とその成果を学内外 しての事業内容を紹介した。また、社会連携事業会及び地域連携推進本部のホーム
に周知する。 ページによる広報に加え、新たにメールマガジンの発行を開始し、事業の開催案内

等の最新情報を発信した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【184】 【184-1】
⑤ 地域への図書館開放など、図書館サ ○ 茨城県図書館協会の情報ネットワー ・相互貸借の実績は、貸出冊数131冊、借受冊数36冊。
ービスの拡充を図る。 ク及び物流システムに参加し、県内の公 ・茨城県立図書館との研修交流の実施について、10月からの実施に向け協議を行っ

共図書館との相互協力体制を整備する。 た。県立図書館と大学図書館との研修交流は全国的にみても数少ない取組みであり、
交流研修により、相互の知識・技術を得ることにより業務の質の向上を図るととも
に、相互理解を深めることで地域連携の更なる発展が期待できる。交流実施回数：
４回、参加人数：10人（本館８人、県立図書館２人）。

・工学部分館の地域連携協力活動については、今年度からスタートした日立市立図
書館との相互貸出協定の窓口館として、協力運用した。

・昨年度末に締結した「阿見町立図書館との連携協力覚書」の広報として、阿見町
全戸配布の広報誌「広報あみ」に、阿見町立図書館と茨城大学図書館とが連携協力
締結した旨の記事を掲載した。
・広報用ポスター（阿見図書館、県立図書館向け）を作成した。

年度計画を達成した。

【184-2】
○ 大学所有の古文書を中心とした資料 ・所蔵する「石神組御用留」の解読に、東海村市民グループと共同で取り組んでい
を社会に有効に還元し、文化振興に貢献 る。本学が地域と連携して、古文書の解読に取り組むのは初めてである。本年度を
する。 含めて２年計画で解読作業を進め、将来は出版も予定している。

・古文書等の適正な利用をはかるために「茨城大学図書館貴重資料利用要項」を制
定した。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【185】 【185-1】
⑥ 大学所有の各種文化資料及び文化財 ○ 茨城県天心記念五浦美術館、北茨城 10月に講演会「天心と雪村」小川知二、天心邸茶会、11月に講演会「天心とタゴ
等を社会に有効に還元し、文化振興に貢 市、天心偉蹟顕彰会、日本ナショナルト ール」ルストム・バルーチャ、10月～12月には六角堂展「三つの絵画」野沢二郎を
献する。 ラストと連携し、地域社会の文化振興に 実施した。六角堂展は、当初の予定よりも2週間延長し、１万人を越す来場者に鑑

貢献する。 賞していただいた。

年度計画を達成した。

【185-2】
○ 天心遺跡の現状について施設等の修 本年度は、学長特別経費により、多くの設備を修復する計画が可能となった。ま
復整備のための優先順位を調査分析し、 た、来場者のニーズを把握するため、六角堂展の期間中にアンケート調査を実施し
予算要求のための準備を行う。 た。

アンケート調査の結果を分析することにより、今後の施設設備の方向を再認識す
ることができた。休息ベンチの設置などの構内の改善がなされつつある。
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年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【186】 【186-1】
［産学連携］ ［産学連携］ 企業訪問件数は97件、技術相談件数は101件であり、昨年を大幅に上回った数値
⑦ 共同研究・受託研究等を積極的に推 ○ 共同研究・受託研究等を積極的に推 になっている。共同研究の件数は昨年161件で全国の国・公･私立大学全体の中で28
進し、民間等からの相談に積極的に対応 進し、民間等からの相談に積極的に対応 位であったが、今年度は170件であった。
する。 する。

その他は、年度計画【163-1】、【175-1】の「計画の進捗状況」参照。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【187】 【187-1】
⑧ 高度の各種分析機器を運用して共同 ○ 各種分析機器を運用して共同利用の 実績は、年度計画【131-1】、【176-1】の「計画の進捗状況」参照。
利用の推進と測定サービス等の充実に努 推進と測定サービス等の充実に努める。
め、社会と連携した業務の拡充を図る。 年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【188】 【188-1】
⑨ 研究成果に基づくベンチャービジネ ○ 学生の起業家精神養成を目的として、 経済産業省産学連携製造中核人材育成事業の採択を受け実施した。「メカトロニ
スを育成する。 ＶＢＬでは共同研究開発センターと連携 クス・ロボット分野のモジュール製品製造現場における中核人材育成事業」。今年

して産業創生関連のセミナーを開催す 度は前年度作成した教材を使って実証講座を実施した。製作実習、改善、共同研究
る。 実施研修、生産設計、回路設計、ロボット機構、センサの7講座で50名に修了証書

を授与した。現在本プロジェクトの自立化に向けての体制を構築している。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【189】 【189-1】
［他大学との連携］ ［他大学との連携］ 教養教育、専門教育に積極的に社会人を登用(53名)した。イブニングセミナーへ
⑩ 社会人教員の登用や研究機関との連 ○ 社会人教員の登用や研究機関との連 の参加者は、非常に多く、18回開催し、聴講者数は合計3,703名で、単位を取得し
携大学院の充実、インターンシップの充 携大学院の充実、インターンシップの充 た前期課程学生は190名であった。
実などにより、大学教育における社会と 実などにより、大学教育における社会と
の連携を図る。 の連携を図る。 その他は、年度計画【93-1】、【101-1】、【106-1】、【114-1】の「計画の進捗状況」

参照。

電気学会茨城支所主催の講演会、機械学会茨城講演会において、最先端の科学者
による講演会を実施した。また、全学科向けに、電気学会主催「電気電子工学実践
論（１単位）」を開講し、最先端の電気技術を受講する機会を設けた。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【190】 【190-1】
⑪ 北関東４大学連携や近隣３大学連携 ○ 北関東４大学の大学院連携協定に基 ４大学大学院連携協議会において、４大学ＩＴ拠点大学院構想の検討を進めている。
を継続し、共同で行う事業等で連携する。づき、引き続き大学院間の教育研究の連 ＩＴスペシャリスト育成プログラム開講記念講演会を開催した。

携を推進する。 ４大学院間の遠隔授業の実施に向けて、インターネット環境を整備した。
４大学大学院連携先進創成情報学教育研究プログラム事業（主幹校：埼玉大学）と
して、概算要求し、採択を内示された。

その他は、年度計画【132-2】の「計画の進捗状況」参照。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【191】 【191-1】
［留学生等交流］ ［留学生等交流］ 海外の研究機関等の学術交流協定について、新たにインドネシア科学院生物学研
⑫ 学術交流協定や学生交流協定がかわ ○ 学術交流協定や学生交流協定がかわ 究センターおよびマレーシア国立大学理工学部との間に締結した。また、実質化と
されている外国の大学と、研究交流をよ されている外国の大学と、研究交流をよ 新規締結に向けた動きを支援しており、日中クロスオーバーサイエンス国際ワーク
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り活発にするとともに、交換留学生の増 り活発にするとともに、交換留学生の増 ショップを2月に開催した（参加者50名）。
加を図る。 加を図る。

年度計画を達成した。

【191-2】
○ 学術交流協定や学生交流協定を結ん 工学部では、18年度に実施した”国際交流の実態に関するアンケート”の結果を
でいる海外の大学との研究交流や交換留 とりまとめるとともに、海外の交流協定締結先との交流情報を整理し、これを踏ま
学生に関する情報を整理し、交流の増加 えて工学部の国際戦略に関する提言を作成した。また、本年度から全学的取り組み
を図る仕組みを作る。たとえば、「大学 となった「国際学生会議（ISCIU3）」のポスター、パンフレット等の掲示・配布を
学生国際会議」を全学的な取り組みとし、行い、工学部日本人学生及び留学生に周知し、学生の国際交流の推進をはかった。
これをもって学生間の、とりわけアジア ISCIU3の実績データは以下の通り。論文投稿数56編（茨城大学から34編、茨城大学
における、国際交流を図る。 以外の国内から9編、国外から13編）、参加者数95名以上（発表者47名、特別講演

者3名、茨城大学教員20名、外国人聴講者5名、日本人聴講者20名、その他）

年度計画を達成した。

【191-3】
○ 開発途上国の学術交流協定締結校と 農学部では、インドネシアのボゴール農業大学、ガジャマダ大学、ウダヤナ大学
の国際交流を推進し、開発途上国の人材 から教員、学生を招聘し国際シンポジウムを開催した。ガジャマダ大学、ウダヤナ
養成に貢献する。 大学に教員、学生を派遣し、インドネシアで国際シンポジウムを開催した。

大学院教育GPが採択されたこともあり、特にインドネシアの３協定校と活発な教
育研究交流を実施することができた。両国の学生にとって国際的コミュニケーショ
ン能力や現場での問題解決能力を向上させることができた。

年度計画を達成した。

【191-4】
○ 引き続き忠北大学校との交流事業、 忠北大学校との交流事業(訪韓団・訪日団)を実施した。今年度は日本人学生によ
仁濟大学校との短期交換プログラム、イ る日本文化紹介を行うなど新たな取り組みを追加した。イースタン・ワシントン大
ースタン・ワシントン大学、復旦大学や 学、浙江大学への短期留学実施に向けて、ホームページや留学説明会等で広報活動
浙江大学への短期留学などを実施する。 や支援を行った。仁済大学校からの留学生は留学センターが指導にあたり、短期留

学生の受け入れ体制がほぼ整備できた。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【192】 【192-1】
⑬ 留学生や外国人研究者を受入れる体 ○ 中国語および韓国語の理学部パンフ 韓国語パンフレットはHPに公開した。中国語パンフレットもPDF化を進めている。
制を整備し、受入れを促進する。 レットをＨＰに公開する。

外国人留学生は、5月時点で学部133名、大学院127名の総計260名おり、前年（27
4名）とほぼ同数在籍している。
外国人研究者を52名受け入れた。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【193】 【193-1】
⑭ 国際交流のための資金の充実と効率 ○ 教員、学生の海外への派遣、学会発 大学院教育GPの一環としてインドネシアに23名の学生を派遣した。東京農工大学
的運用を図るとともに、国際交流に関わ 表、招聘教員による英語による大学院授 大学院連合農学研究科の海外派遣支援制度を使って7名の学生を海外派遣した。昨
る学生の経済的支援体制を確立する。 業、海外の大学との交流等を積極的に推 年に引き続いて3名の招聘教員による英語による大学院授業を開講した。

進する。
年度計画を達成した。
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【193-2】
○ 社会連携事業会による本学留学生へ 留学生への奨学金については、例年通り月額4万円×10か月×10名、総額400万円
の奨学金支給を、引き続き実施する。ま で実施した。また、12月28日には日本文化にふれてもらうことを目的に、留学生に
た、留学生と地域住民等との協議会など よるそば打ち体験を実施し経費の支援を行った。この模様はマスコミに取り上げら
に対して支援を行う。 れた。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。

【194】 【194-1】
［国際貢献］ ［国際貢献］ 実績は、年度計画【150-1】、【191-1】の「計画の進捗状況」参照。
⑮ 国際共同研究に積極的に参加し、国 ○ 国際共同研究に積極的に参加し、国
際社会の要請に応える研究の構築と人材 際社会の要請に応える研究の構築と人材 年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。
を養成する。 を養成する。

【195】 【195-1】
⑯ 本学の教員や学生を海外に積極的に ○ 本学の教員や学生を海外に積極的に 教職員の海外渡航状況は、平成19年度423名（平成18年度458名）であった。
派遣する。 派遣する。 VCSを利用し、水戸キャンパスを主会場に、日立・阿見キャンパスの3会場で同時に、

海外留学説明会を開催した。約80名参加。イースタンワシントン大学語学研修説明
会も開催した。約30名参加。

その他は、年度計画【193-1】の「計画の進捗状況」参照。

年度計画を達成した。中期計画は進んでいる。
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標

② 附属学校に関する目標

中 ① 附属学校としての設置目的を踏まえ、教育研究を一層充実する。
期 ② 地域の研究課題を踏まえ、公立学校や関係教育機関との連携を一層強化する。
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度 期 度

【196】 （平成16～18年度の実施状況概略） 附属幼稚園：引き続き、教育
① 教育研究については、様々 ・平成16年度は附属中学校では、学部教員に共 学部をはじめ各関係機関との
なテーマについて学部との共同 同研究者として本校の研究にかかわってもら 連携を図りながら実施する研
研究を推進する。 い、6月に公開研究会を開催し教育学部から26 究成果を、公開研究会を通じ

名の教員が参加した。 て普及を図る。

・オーストラリアとの国際交流プロジェクト 附属中学校では、学部の教員
「日豪リアルタイムビデオ交流プロジェクトに と連携を図りながら授業実践
よる国際理解と語学修得促進」では、16回（日） 研究の成果を、公開授業・公
にわたって、メルボルンにある3つの小学校の 開講座・公開研究会を通じて
生徒との交流がなされた。これは２年間続いた。普及を図る。

・幼稚園における「学びの基礎を培う生活」に 特別支援教育学校では、特別
関する研究を学部教員との連携を図るなかで進 支援教育の課題を学部教員と
めた。その結果を年間4回の研究会で公開した。 連携して研究を推進し、本校

職員の専門性向上に繋げると
共に、センター的役割を果た

【196-1】 （平成19年度の実施状況） していく。
○ 様々な教育研究課題について学部と 【196-1】
の共同研究を推進する。また、研究成果 ・附属中学校では、全教科にわたり教育学部教
を地域学校に普及・還元する。 員を共同研究者として教育課程編成の教育課題

Ⅲ について共同研究を実施した。その成果をもと
に実際に授業を実施し、共同研究成果の検証を
行うなど、課題の特定から、解決のための実践
研究、その有効性の検証までのシステマティッ
クな教育実践研究が定着している。「学校評価」
を試行した。

・11月と1月には、附属特別支援学校教員と教
育学部教員との共同研究成果の発表を公開研修
会で実施した。

Ⅲ
12人の学部の共同研究者とともに、公開研究

会を開催し、約400人の参加者を得た。特別支
援教育に関係する、地域の教育関係者や保護者、
学生約120名が参加した。

検査法や教材教具の講座は、定員を常に上回
り、ニーズの高さが伺える。また、教育相談を
テーマにした講座は予想を上回る参加者があ
り、テーマ設定の妥当性があった。参加者から



- 110 -

茨城大学
「今、実践者が困っているところに視点を当て
た内容であった。」という意見が多かった。通
常学級における特別支援教育の「公開セミナー」
については、外部講師を招聘し、学校以外を会
場にして実施できた。これは、茨城大学社会連
携支援経費に採択されたため、運営が可能とな
った。「公開研修会」は特別支援教育の中で、
特に課題となっている「自立活動」「自閉症児
のコミュニケーション」「作業学習」に視点を
当てた成果発表のため、参加者のアンケートな
どで、本校への期待度の高さが伺えた。

【197】 （平成16～18年度の実施状況概略）
② 学部教員の専門分野を生か ・附属小学校では学部教員を講師として「WISH 附属幼稚園では、教育学部教
した教材開発や指導法について プランによる学習づくり」公開研究会を実施し 員を各学期1回程度招き、連携
の共同研究を推進する。 た。附属養護学校では教材教具開発講座を４名 した教育相談を充実する。

の学部教員を講師として実施した。また、検査 教育学部教員の専門分野を活
法（田中ビネーV）を学部教員を講師として実 かし、幼児教育が直面してい
施した。「からだの動きと養護学校での支援」 る今日的課題に対応できる教
を学部教員を講師として実施した。幼稚園の研 材開発や指導法の共同研究を
究会で学部教員が講師として指導した。 継続する。

教育学部教員による指導が困
Ⅲ ・附属幼稚園では、学部教員を講師として事例 難である幼児の状態の観察・

検討会を開き、保育の実践に生かしている｡在 分析に基づき、幼稚園教員全
園児・地域の未就園児の保護者を対象に、学部 員での事例検討を行うととも
教員等の講師を招いて、子育て講座を行った。 に、指導改善のための実践に

取り組む。
【197-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 学部教員と連携した教育相談を充実 【197-1】
するとともに学部教員の専門分野を活か 附属幼稚園では、保育上課題のある園児の行
し、教育が直面している今日的課題を明 動様式等について、幼児教育や特別支援教育を
確にすることによって、これに対応でき 専門とする学部教員が観察し、その分析をもと
る教材開発や指導法の共同研究を継続す Ⅲ に事例検討会を行った。附属特別支援学校教員
る。 の参加も得て、保育方法の改善等の検討を行っ

た。検討会での成果を活用した保育を実施し、
当該児童の行動に改善の傾向が見られることを
確認し、幼稚園教員間で指導方法改善の方向性
を見出すことができた。

【198】 （平成16～18年度の実施状況概略）
③ 大学院生や学部学生との連 ・附属中学校では、放課後、スタディールーム 附属中学校では、少人数指導
携も図り、少人数指導やチーム で、学部の学生を学習相談員として生徒の学習 や個人指導（教科、教科外活
ティーチング指導などの在り方 に関わる場を設定することとし、学部の学生に 動における少人数グループ編
を検討する。 よる取り組みを試行した。毎週火曜日と金曜日 成、複数教員による指導、学

に図書室にてスタディールームを実施した。 生・大学院生によるTT等）に
関する実践的研究活動を一層

・附属中学校では社会科を少人数グループ学習 推進する。
を行い、対話型の授業の推進や学部学生との連 大学院生・学生等による学習
携した授業を実施した。英語と国語と保健体育 支援については、教育学部と
の授業でチームティーチング授業を実施した。 組織的に対応するシステム作
また、個別に対応できるスタディールームを学 りを行う。
部学生のボランティアを中心に開設した。教育

Ⅲ 臨床の大学院生が、臨床実習の一環として附属
中学校の教育相談室の運営にあたった。

【198-1】 （平成19年度の実施状況）
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○ 少人数指導や個人指導（教科、教科 【198-1】
外活動における少人数グループ編成、複 ・附属中学校では、通常の教科指導やプロジェ
数教員による指導、学生・大学院生によ クト型の学習等を行うマイカリキュラムの時間
るTT等）に関する実践的研究活動を一層 等において、教育学部教員、大学院生、学部学
推進する。 Ⅲ 生による授業や学習支援がなされた。

学校の要請に応じて、フレクシブルに教員や
大学院生等から授業等への協力を得ることがで
きたため、生徒の課題を発展的に追究したり、
自主的に自習に取り組んだりする姿が多く見ら
れるようになった。

【199】 （平成16～18年度の実施状況概略）
④ 研究・教育実践成果を紀要 ・附属学校の研究活動を学部紀要に公表した。
にまとめたり、公表したりする 保育実践記録が「５歳児の協同的学びと対話的
ことを通して、教育課題の解決 保育」として出版された。
に資する。 Ⅲ

【199-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 研究・教育実践成果を紀要にまとめ 【199-1】
たり、公表したりすることを通して、教 Ⅲ ・附属学校園の教育・研究活動の成果は、学部
育課題の解決に資する。 教員と連携のもとに学部紀要や教育実践総合セ

ンター紀要に発表した。

【200】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑤ 県教育委員会をはじめとす ・県教育委員会と教育学部との間で人事交流協
る関係教育機関との連携のも 定を締結した。また、教育学部附属学校園教員
と、人事にかかる諸条件を整備 が、教育学部の授業を担当する場合の学内非常
し、公立学校等の人事交流を円 勤講師手当額を定めるとともに、諸条件整備の
滑に進めるとともに教員の資質 ための調査を実施した。
向上を図る。

・給与格差是正を目的に「茨城県との人事交流
（教育学部附属学校園教員等）に伴う給与格差
についての提案書」をまとめた。

・茨城県教育庁と総務部人事課・教育学部事務
部との間で、平成19年3月23日に本学提案の「新
たに行う人事交流者から、茨城県在職時の級、
号給及び次期昇給期とする給与決定を行い、給
与格差の是正を図る」ことについて調整を行い、

Ⅲ 本学提案に沿って、平成20年度の人事交流者か
ら給与格差の是正を図る方向で、検討すること
とした。

・平成18年度は、副校長の人事を学内から学外
へ広げた。現職市立小学校教頭を附属中学校副
校長として採用した。

【200-1】 （平成19年度の実施状況）
○ 公立学校等との人事交流の円滑な推 【200-1】
進のため、前年度実施した関係教育機関 茨城県教育委員会との人事交流協定を締結し
との調整を基に、給与格差の是正を図る。 たことによって、附属学校園教員のより円滑な

人事交流が可能になった。
Ⅳ 平成19・20年度の附属学校園教員人事も教育

学部と県教育委員会との密な協議のもと、円滑
に人事交流がなされた。
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公立学校等からの平成20年度人事交流者か
ら、給与格差の是正が図られることとなり、公
立学校等との人事交流が円滑に進められる事と
なった。

県との人事交流として、退職校長を附属小学
校副校長として採用した。

【201】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑥ 附属幼・小・中にあっては ・附属学校教員と学部教員及び県教育委員会と 附属幼稚園では、幼児教育の
これからの新しい教育内容や指 の連携のもとでの教育実践研究と公開研究会を 現場での必要性に応えられる
導法の在り方等、幼小中学校の 数多く開催した。 ような研究テーマを設定し、
課題を解決するための先導的な 公開保育･公開研究会を開催す
役割を果たし、地域の教育力向 ・水戸市の「英会話特区」を受けて、「教育課 る。茨城県・市町村の要請に
上のための研修機会を提供す 程をじゃましないＥプランの構築」に積極的に 応じて、研修の場の提供や附
る。 協力した。 属幼稚園教員を講師として派

遣し、地域の幼児教育に貢献
【201-1】 （平成19年度の実施状況） する。
○ 公立学校の抱える教育的ニーズに応 【201-1】
えられるような研究テーマを設定し、地 附属幼稚園では、11月に公開研究会を実施し 附属小学校では、公立学校の
域の教育力向上のための公開研究会及び た。約200名。研究テーマ「子供の育ちを支え 抱える教育的ニーズに応えら
授業研究会を引き続き開催する。 る保育を考える」 れるような研究テーマを設定

し、地域の教育力向上のため
附属小学校では、平成19年6月に公開研究会 の公開研究会及び授業研究会

を実施し、平成20年2月に授業研究会を実施し を前期（6月）と後期（2月）
た。公開研究会では、延べ約600名の参加者を の2回にわけて実施する。各市
得た。授業研究会では、「全国学習状況調査」 町村立小学校の要請を受けて、

Ⅲ の結果や新しい教育課程・学習指導要領の方向 「出前授業」を当該校で実施
性をふまえて、教育学部教員との連携・協力の し、各市町村立小学校教員の
下に、公立学校の抱える教育的ニーズに対応す 研修に資する。水戸市の「英
べく、実践的授業研究の成果の普及を図った。 会話特区」を受け、社会的ニ

Ⅳ また、各市町村教育委員会や公立小中学校の要 ーズでもある小学校の英語教
請を受けて、研修会の講師を務めた。 育について、今ある「Ｅプラ

ン」を見直し、実践を積み重
附属中学校では、12人の教育学部の共同研究 ねながら、研究会でも積極的

者とともに県教育委員会から12人の講師を招 に発表していく。
き、平成19年5月に公開研究会を開催し、約400
人の参加者を得た。10月には、茨城県教育研究 附属中学校では、公開研究会
会国語教育研究部と連携協力して、関東地区の を継続して実施するとともに、
教員を対象に授業の公開と関東地区中学校国語 公開授業研究会を開催する。
教育研究協議会を開催した（参加者約600人）。 また、他の学校や研究組織と
各市町村教育委員会や国公立小中学校の要請を 連携した研究・研修を積極的
受けて、延べ14人の附属中学校教員を講師や授 に実施する。
業者・発表者等を派遣し、地域の教育力の向上
に取り組んだ。 特別支援学校では、公立小中

平成18～20年度の文部科学大臣指定の研究開 学校の特別支援教育のニーズ
発事業「社会をつくる意欲と力をはぐくむカリ に応えられるよう、授業公開
キュラムの開発」に取組み、平成19年度の報告 を行うと共に学校公開も同時
書を作成するとともに、研究会を開催し、広く に開催し、地域の特別支援教
研究成果について評価を受けた。評価結果は平 育の理解啓発のため、療育関
成20年度にまとめられる。 係者や保護者への参加も呼び

かける。特別支援教育の中で
特別支援学校では、7月に公開授業研究会を 特に課題となる「自立活動」

実施し、7月と10月に授業公開を参加者170人を 「自閉症児への支援」「作業
得て実施した。また、専門性向上のための公開 学習」に視点を当てた実践研
講座を夏期休業中に4回実施した。（8月に検査 究を推進し、公開研究会を開
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法、教材教具開発講座、障害児理解・支援講座）。催し、県内外の特別支援教育
11月と1月には、学部教員や県特別支援課と連 の教育力に寄与する。
携し、実践研究を発表する研修会を実施した。

【202】 （平成16～18年度の実施状況概略）
⑦ 附属特別支援学校にあって ・特別支援教育の「教育実習生に対する指導マ イギリスの研究者と本校職員
は学部と連携し、多様なニーズ ニュアル」を完成した。 が自閉症児への支援の一つで
をもつ子どもの教育内容・方法 学部生に対する障害児理解、啓発のために学部 あるムーブメントを実践し、
を追求し、特別支援教育の充実 教員と連携してDVDの改訂版を作成した。 公立学校の教員が参加しやす
を目指す。 い夏期休業中に公開講座を学

イギリスの自閉症学校長と本学教員が講師とな 部教員と連携して開催する。
りセミナーを実施した。 茨城大学を会場にして、イギ

リスの自閉症学校との共同研
Ⅲ 究の成果を発表する研究会を

【202-1】 （平成19年度の実施状況） 開催する。
○ 外部の講師や学部教員、附属特別支 【202-1】
援学校教員が連携した公開セミナーを開 ・特別支援教育の公開セミナー「特別支援教育
催する。 を中心とした学校づくり学級づくり」をテーマ

Ⅲ に開催した。

・イギリスの自閉症学校と共同研究を行った。
イギリスで実践しているムーブメントを本校教
員及び学部学生が直接伝授してもらう貴重な機
会となった。

ウェイト小計
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

【平成16～19事業年度】
（教育方法等の改善） （学生支援の充実）
・平成17年度から教養教育の総合英語プログラムを５段階レベルの教育とし、入学 ・平成16年度から全学部で学年およびクラス毎に学生担任教員を置いている。人
時にプレースメントテストを実施して、30人規模のレベル毎のクラスを編成し実施 文学部では学生アドバイザーを選任し学生相談に応じている。理学部数学では、
した。授業は週２回、演習自習が週１回で行う。レベル進級テストによって進級さ 学生相談員が学習相談にあたる制度を実施している。工学部では複数の学生担任
せ、進級できなかった者は補習授業で進級を推進した。全ての学部学科で「４単位 制度できめ細かい相談に応じている。
・レベル３必修」である。授業の成果は学期毎に点検評価した。学習成果が確実に
上がっている。 ・平成16年度から学生証をICカード化し、建物入室カードキー、各種証明書取得

の認証、健康診断のIC化、出席管理などに活用している。
・平成18年度から高校教育との理系接続教育として、数学、物理、実験科目を順次
実施した。工学部農学部学生に対して理系基礎教育として、数学（微分・積分）の ・平成17年度から地域連携事業の中で、学生支援寄付金を受け入れ、寄付目的に
習熟度別授業を実施した。週２回開講（１回は講義、１回は演習）で行い、Ｅ-ラ そって学生支援に運用した。また、学生による学生地域参画プロジェクトを公募
ーニングを使用した。高い学習成果を得た。クラス分けは入学時のプレースメント し、その経費を支援した。
テストで行なう。その結果は同時に通常クラスの習熟度別編成にも利用し、従来の
学科別クラス編成から学科横断クラス編成へと変更した。教材は独自に作成したCD ・平成16年度から学生による大学広報活動を積極的に支援し、NHKデジタル放送へ
教材に改訂を加えながら使用している。加えて、平成19年度より新規に物理学を実 の出演や学生による大学広報誌作成を支援した。
施した。その開講形態は上記数学に準じている。また、実験科目を開始した。これ
らのプログラムが特色GPに採択された。 ・平成16年度より留学生をスチューデントアシスタントとして２名採用し、留学

生業務の窓口対応や通訳などの職務を行って、留学生サービスを向上させた。
・平成17年度に全学統一のシラバス様式を採用し、教養教育から専門教育まで記載
内容を統一した。さらに、シラバス校閲システムを導入し、内容の統一を図った。 ・人文コミュニケーション学科では、学生委員と主題別ゼミナール教員とのFDを
シラバスはWEBに公開した。 実施したが、その結果、履修単位が満たない学生の多くが心理的な問題を抱えて

いることが明らかになった。そして、どのクラスにも平均して1名程度は問題とな
・平成18年度に理学部1コース、工学部２学科でJABEEを受審し認証を得た。 る学生のいることが明らかになり、それが個々の教員にとっての大きな負担にな

っていることが明らかになった。FDでは、そうした学生への対応方法が話し合わ
・理学部では、平成18年度から学生の授業アンケートの詳細な解析に基づくＦＤが れ、共通理解を得ることが出来た。
実施された。分野を越えて授業満足度と授業理解度には正の相関がみられることか 人文学部における学生への助言体制は、ここ数年、制度的に改められ、大きく
ら、特に１年生向けの講義では、担当者の選任に十分配慮すべきであることなど、 改善されてきた。年度当初の説明会での説明、また、「平成19年度人文学部履修
進んだ提言がなされた。さらに、分野間での成績分布と満足度と理解度の違いが明 要項」への記載を通して学生への周知が図られてきた。一方で、学生へのアンケ
瞭になり、授業改善への提言となった。また、授業のピアレビューや授業参観が行 ート調査を通じて、学生アドバイザーの存在が十分周知されていないことも判明
われている。 した。

これは単に学生アドバイザー制のみならず、助言体制全般への学生の理解が不
・平成17年度に農学研究科で３専攻横断型の共通科目を設定し、クォーター制授業 十分であることに起因すると考えられる。いいかえれば、全学と人文学部を含め
をするなどのカリキュラム改善を行い、教育の実質化に取り組んだ。 て、多くの助言体制が存在するにもかかわらず、学生がその存在を十分把握でき

ていない可能性を考慮する必要がある。そこで、平成19年度は学生に対して「困
・平成19年度に農学研究科の大学院GPが採択された。 ったことがあったら」という助言マップを作成し、全学と人文学部を通じた助言

体制が一覧できるようにした。あわせて、そこに学生アドバーザー名と連絡先を
・平成19年度から「地球変動適応科学研究機関」の活動によってサステイナビリテ 記載し、アンケート調査に現れた学生アドバイザーの周知の不徹底を改めた。さ
ィ学に関する授業が多数開講された。その中には多くの英語による授業が含まれる。らにこのマップを人文学部のポータルサイトに掲載、さらなる周知の徹底を図っ

た
・平成17年度から学生主体による茨城大学国際学生会議を、本学の大学院生と外国
から招聘した院生の参加によって、英語を共通語として開催している。平成19年度
に第３回を開催した。
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（研究活動の推進）
・平成17年度には中性子線応用研究の推進のため、中性子応用に関する各種研究会 ・平成19年度時点の大学間国際交流協定は、大学間は10校、学部間が12校である。
を主催した。茨城県とビームライン運用に関する協定案を策定した。平成19年度に
はフロンティア応用原子科学研究センター準備室を立ち上げた。

（附属学校）
・工学系では継続して特色ある研究を束ねたSCOPE計画を展開し、ライフサポート ・国際交流プロジェクト「日豪リアルタイムビデオ交流プロジェクトによる国際
科学技術などの研究を推進した。超塑性現象応用工学研究では、平成17年度の外部 理解と語学修得促進」により、平成16年度に附属小学校が、17年度に付属中学校
評価により高い評価を得た。 が、それぞれオーストラリア、メルボルンの学校およびタスマニア島のロゼッタ

ハイスクールとのＴＶ会議システムを使った日豪学校交流授業を行った。それぞ
・平成18年度よりサステイナビリティ学の推進など、温暖化に関わる調査研究が れ、16回と５回実施した。
活発に行われた。平成19年度に公表されたIPCC第４次報告書の作成に携わり、著し
い成果を挙げた。 ・平成17年度に幼稚園は「５歳児の協同的学びと対話的保育」活動のとりまとめ
・平成19年度の日本学士院学術奨励賞を本学教員が受賞した。 を行い、出版した。

・平成18年度に特別支援学校では、イギリスの自閉症学校校長と大学教員が講師
（社会連携・地域貢献、国際交流等の推進） となり「イギリスにおける自閉症児への支援」をテーマに公開セミナーを開催し
・平成16年度から農学部と茨城県・企業との意見交換会、茨城県環境にやさしい農 た。近隣の教育委員会からの後援を受け，費用は地域連携事業会からの補助によ
業推進大会の活動、茨城産業会議との農学部研究室訪問交流会、茨城大学・筑波大 り実施した。
学・茨城高専・中小企業合同技術交流会、ひたちものづくり協議会、ひたちものづ
くりサロンの活動を通じて、研究成果の社会への還元を行った。平成18年度からは ・平成19年度にはイギリスの自閉症学校と共同研究を行い、イギリスで実践して
新たに、「新生常陸大宮市地域振興調査研究会」の活動、「大洗ライフスタイル研 いるムーブメントを本校教員及び学部学生が直接伝授してもらう貴重な機会とな
究会」の活動、鹿島灘高校キャンパスエイド事業および鹿島市学校教員支援事業、 った。
水戸市ボランティア事業による教育支援活動、「カシマサッカースタジアム健康ハ
ブ・プロジェクト」の活動、産学連携製造中核人材育成事業の活動、先端技術を活
用した農林水産高度化事業の活動、茨城大学地域総合研究所を起点とする鹿嶋研究
センターおよびひたち未来研究会・福祉部会・茨城の県都再生研究会の諸活動、「全
国生涯学習フェスティバル まなびピアいばらき2006」の活動、茨城県霞ヶ浦環境
科学センターとの連携活動、大強度陽子加速器（J-PARC）に関する活動、小中学生
に対する科学教室の活動、学生地域参画プロジェクトの活動などを行って、地域連
携を推進した。平成19年度時点での自治体等との協定は、大学協定が10件、学部協
定が5件である。

・平成16年度には社会連携事業会を設立し、社会と連携する窓口とした。平成17年
度には大学側の事業実施主体として地域連携推進本部を設置し、積極的に取組んだ。
このことによって大学の認知が進み、寄付金や共同研究が著しく増加した。

・忠北大学校とは、平成3年以降毎年継続して相互に学生10名を派遣し、全学的に
交流している。インドネシア３大学との交流では、農学部を中心として平成17、18、
19年度に現地及び日本で交互に国際シンポジウムを開催した。人文学部は、平成19
年度に仁濟大学校との共催シンポジウムを実施した。理学部は平成19年度に日中国
際シンポジウムを実施した。平成16年度から農学部が阿見町との共催で霞ヶ浦環境
の湖沼環境や茨城県農業の地域性に関する国際シンポジウムを開催し、外国の研究
者と交流した。

・平成19年度にICASを中心としてベトナムおよび日本で国際シンポジウムを開催し
た。
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額 該当なし
２０億円 １９億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等に 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等に

より緊急に必要となる対策費として借り入れする より緊急に必要となる対策費として借り入れする
ことも想定される。 ことも想定される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 ○ 決算において剰余金が発生した場合は、教育 該当なし
重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

はない。

Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 決算において剰余金が発生した場合は、教育 ○ 決算において剰余金が発生した場合は、教育 平成20年度に繰越
研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。
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Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

総額 施設整備費補助金 ・文京２ 総合教 総額 施設整備費補助金 ・文京２ 総合教 総額 施設整備費補助金

・（文京２）校舎 ４１６ （４１６） 育研究棟改修(教育 ２，３２８ ( ２，２８９) 育研究棟改修(教育 ３，４５２ ( ３，４１３)
系) 国立大学財務・経営セン 系) 国立大学財務・経営セン

・小規模改修 ・文京２ 人間社 ター施設費補助金 ・文京２ 人間社 ター施設費補助金

会科学総合教育研 ( ３９) 会科学総合教育研 ( ３９)
究棟改修 究棟改修

・文京２ 量子サ ・文京２ 量子サ

イエンス棟改修 イエンス棟改修

・中成沢 未来テ ・中成沢 未来テ

クノロジー総合研 クノロジー総合研

究棟改修 究棟改修

・小規模改修 ・文京２ 屋内運

動場改修

・文京２ 大学会

館耐震改修

・文京２ 総合教

育棟改修(教育系)

・文京２ 人文学

部講義棟改修

・中成沢 先端材

料・ものづくり教

育総合研究棟改修

・小規模改修

(注1)金額については見込みであり、中期目標を達成 注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状 注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状
するために必要な業務の実施状況等を勘案した施 況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等 況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等
設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設 を勘案した施設・設備の改修等が追加されることも を勘案した施設・設備の改修等が追加されることも
備の改修等が追加されることもある。 あり得る。 あり得る。

(注2)小規模改修について１７年度以降は１６年度同
額として試算している。

なお、各事業年度の施設整備費補助金について
は、事業の進展等により所要額の変動が予想され
るため、具体的な額については、各事業年度の予
算編成過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等
平成19年度国立大学法人施設整備費補助金交付決定通知書19文科施第413号によ

り、施設整備費補助金1,124百万円が交付決定された。
計画に関する諸条件により繰り越しとなった。
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

教育職員については、中期計画をとおして教員数 教育職員については、中期計画をとおして約１０％ 「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す
の適切な配置を行う。毎年度一定数の流動定員を計 に相当する学長が管理する教員数を設定し、必要な教 るための措置 １運営体制の改善に関する目標 中期
画すること等によって、必要な教育研究事業に任期 育研究事業に適切な教員配置を行うとともに、任期付 計画③」Ｐ10～11，参照
付き教員を配置する。教員採用は公募を原則とする。 き教員を配置する。教員採用は公募を原則とする。適
適正な教員人事を行うために、教育に対する貢献度 正な教員人事を行うために、教育に対する貢献度を重 「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す
を重視し、研究や社会貢献と同時に教育上の業績を 視し、研究や社会貢献と同時に教育上の業績を含め総 るための措置 ３人事の適正化に関する目標 中期計
含め総合的に評価する多面的な評価システムを構築 合的に評価する多面的な評価システムの構築に着手す 画①、②、④、⑥、⑦」Ｐ15～18，参照
する。また、教員の研鑽の機会を積極的に計画する。 る。また、教員の研鑚の機会を積極的に計画する。

事務系職員については、平成１５年度から実施し 事務系職員については、平成１５年度から実施して
ている学内公募制度をより充実した制度とし、人事 いる学内公募制度をより充実した制度とし、人事交流
交流での関係機関への出向についても、この制度を での関係機関への出向についても、この制度を利用し
利用し意欲を持って実力が発揮できる人材の活用を 意欲を持って実力が発揮できる人材の活用を行う。ま
行う。又、学生への支援業務などのサービス部門に た、学生への支援業務などのサービス部門における人
おける人事配置は、学生ニーズに適応できるよう、 事配置は、学生ニーズに適応できるよう、定期的な研
定期的な研修制度を実施する。 修制度を実施する。

職員採用は、関東甲信越地区国立大学法人等職員 職員採用は、関東甲信越地区国立大学法人等職員採
採用試験を基本とし、専門性の高いポストには、一 用試験を基本とし、専門性の高いポストには、一般公
般公募により年齢枠を撤廃した幅広い人材の採用を 募により年齢枠を撤廃した幅広い人材の採用の方策の
行う。 検討に着手する。

職員の給与を含める処遇については､平成１６年度 職員の給与を含める処遇については、平成１６年度
から評価を適正に実施し決定する。 から評価を適正に実施し決定する。

職員数の管理は､運営費交付金の予算管理に対応す 職員数の管理は、運営費交付金の予算管理に対応す
る適切な管理を行う。 る適切な管理を行う。

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み （参考１） １９年度の常勤職員数 ９３５人
５５，９１８百万円（退職手当は除く） また、任期付職員数の見込みを８人とする。

（参考２） １９年度の人件費総額見込み
９，２０２百万円（退職手当は除く）

茨城大学



- 119 -

茨城大学
○ 別表１（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 （収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（ ２）

農学部 計 ４８０ ５８４ １２１．７

(a) (b) (b)/(a)×100
人文学部 人文コミュニケーション学科 ３４０(人) ３８７(人) １１３．８(％) 学士課程 小計 ６，２８０ ７，４６６ １１８．９

社会科学科 ９００ １，０１５ １１２．８ （3年次編入学定員で外数） １３０ 内数（１３１） １００．８

人文学科 ２４０ ２９４ １２２．５ （収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（１１８）

コミュニケーション学科 １００ １３３ １３３．０ 学 士 課 程 合 計 ６，４１０ ７，４６６ １１６．５

（収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（１５）

人文学部 計 １，５８０ １，８２９ １１５．８ 人文科学研究科 文化構造専攻 ６ １２ ２００．０

（修士課程） 言語文化専攻 ６ ５ ８３．３

教育学部 学校教育教員養成課程 ８６０ ９９９ １１６．２ 地域政策専攻 ２８ ２１ ７５．０

（うち教員養成に係る分野８６０人） コミュニケーション学専攻 １０ ９ ９０．０

養護教諭養成課程 １４０ １５８ １１２．９ （収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（２０）

（うち教員養成に係る分野１４０人） 人文科学研究科 計 ５０ ４７ ９４．０

情報文化課程 ２４０ ２６７ １１１．３

人間環境教育課程 １６０ １７６ １１０．０ 教育学研究科 学校教育専攻 １０ １２ １２０．０

（収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（２６） （修士課程） 障害児教育専攻 ６ ４ ６６．７

教育学部 計 １，４００ １，６００ １１４．３ 教科教育専攻 ６４ ６９ １０７．８

養護教育専攻 ６ ３ ５０．０

理学部 理学科 ６１５ ６５３ １０６．２ 学校臨床心理専攻 １８ ２１ １１６．７

数理科学科 ７０ １００ １４２．９ （収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（ ３）

自然機能科学科 ６５ ８９ １３６．９ 教育学研究科 計 １０４ １０９ １０４．８

地球生命環境科学科 ７０ ９１ １３０．０

（3年次編入学定員で外数） ２０ 内数（１３） 理工学研究科 数理科学専攻 ５６ ４３ ７６．８

（収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（ ９） （博士前期 自然機能科学専攻 ６２ ７８ １２５．８

理学部 計 ８４０ ９３３ １１１．１ 課程） 地球生命環境科学専攻 ６２ ６０ ９６．８

機械工学専攻 ６６ ９４ １４２．４

工学部 機械工学科 ３４５ ４３１ １２４．９ 物質工学専攻 ５６ ５２ ９２．９

生体分子機能工学科 １８０ ２０２ １１２．２ 電気電子工学専攻 ４０ ３７ ９２．５

マテリアル工学科 １０５ １３９ １３２．４ メディア通信工学専攻 ４２ ４６ １０９．５

電気電子工学科 ２８０ ３３８ １２０．７ 情報工学専攻 ４２ ４４ １０４．８

メディア通信工学科 １８５ ２４０ １２９．７ 都市システム工学専攻 ３６ ４４ １２２．２

情報工学科 ２６０ ３３１ １２７．３ システム工学専攻 ９０ ７９ ８７．８

都市システム工学科 ２０５ ２５８ １２５．９ 応用粒子線科学専攻 ５０ ４６ ９２．０

知能システム工学科 １５０ １６７ １１１．３ （収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（３０）

〃 （夜間主コース） １２０ １３１ １０９．２ 大学院（博士前期課程）小計 ６０２ ６２３ １０３．５

物質工学科 ８５ １２１ １４２．４

システム工学科 ６５ ９９ １５２．３ （博士後期 物質科学専攻 １５ １２ ８０．０

〃 （夜間主コース） ４０ ６３ １５７．５ 課程） 生産科学専攻 ２１ １９ ９０．５

（3年次編入学定員で外数） ９０ 内数（９２） 情報・システム科学専攻 ２１ ２１ １００．０

（収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（６６） 宇宙地球システム科学専攻 １５ ２７ １８０．０

工学部 計 ２，１１０ ２，５２０ １１９．４ 環境機能科学専攻 １５ ２９ １９３．３

応用粒子線科学専攻 ２７ ３２ １１８．５

農学部 生物生産科学科 １８０ ２３３ １２９．４ （収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（２８）

資源生物科学科 １４０ １８１ １２９．３ 大学院（博士後期課程）小計 １１４ １４０ １２２．８

地域環境科学科 １４０ １７０ １２１．４

（3年次編入学定員で外数） ２０ 内数（２６） （収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（５８）

理工学研究科 計 ７１６ ７６３ １０６．６
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

農学研究科 生物生産科学専攻 ２６ ３２ １２３．１ 附属小学校 学級数１９（１） ７３６ ７０４ ９５．６

（修士課程） 資源生物科学専攻 ３４ ５３ １５５．９

地域環境科学専攻 ２６ ２６ １００．０ 附属中学校 学級数１２ ４８０ ４７７ ９９．４

（収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（２０）

農学研究科 計 ８６ １１１ １２９．１ 附属特別支援学校 小学部 学級数３ １８ ２１ １１６．７

（収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（７３） 中学部 学級数３ １８ １８ １００．０

大学院（修士課程）（博士前期課程）中計 ８４２ ８９０ １０５．７

高等部 学級数３ ２４ ２０ ８３．３

（収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（２８）

大学院（博士後期課程）中計 １１４ １４０ １２２．８ 附属幼稚園 ３年保育 学級数３

年少組 ３０ ３２ １０６．７

大学院 小計 ９５６ １，０３０ １０７．７ 年中組 ３０ ３２ １０６．７

（収容数は、外国人留学生を含む：内数） 内数（１０１） 年長組 ３０ ２９ ９６．７

大 学 院 合 計 ９５６ １，０３０ １０７．７

２年保育 学級数２

［東京農工大学大学院連合農学研究科：参加校］ 年中組 ３５ ３２ ９１．４

［生物生産学専攻（博士課程）］ ４４ 年長組 ３５ ３０ ８５．７

［生物工学専攻（博士課程）］ ２０

［資源・環境学専攻（博士課程）］ １６

［生物生産科学専攻（博士課程）］ １５

［応用生命科学専攻（博士課程）］ １０ ○ 計画の実施状況等
［環境資源共生科学専攻（博士課程）］ ７

［農業環境工学専攻（博士課程）］ ４ 定員充足率が90％未満の学部、大学院はなかった。
［農林共生社会科学専攻（博士課程）］ ４

［連合農学研究科：参加校］合計 １２０ ５０ －

特別支援教育特別専攻科 ３０ ２２ ７３．３

知的障害教育専攻
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